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昨年末は、「仕
分け」が流行語にな
るほど、事業ごとの予
算積算見直し作業が大
きな話題となったが、筆者
のところにも文部科学省か
ら「事業仕分けのヒアリング
に用いる資料づくりに協力し
てほしい」という依頼が来た。
　地域と大学との連携事業は今やごくあたりまえに
なっているが、この分野では先輩格の貴学を見倣っ
て、私の勤務する大学でも商店街や団地の活性化を目
的とした連携事業を進めている。行き掛かり上、私が
その責任者を引き受けているが、国庫の補助（現代
GP）を受けている団地活性化事業について、その教
育面での成果を数値で示してほしいというのが依頼の
趣旨だった。
　「参加学生の成績や就職率は向上したのか」といった
ポイントが文科省の関心事だった。現代GPといった大
学改革推進経費も仕分けの対象で、文科省としては予算
削減を避けるために「教育的成果」を数値で示したかっ
たのだろう。
　しかしながら、わずか２～３年の地域連携活動で、
説得力のあるデータが集まるはずもない。とはいえ
「お上のお達し」である。「客観的な成果は示せませ
ん」では済まされない。結果として、わずかなデータ
に手を加えて報告することにしたが、担当官はあまり
満足しなかったようだ。
　地域連携教育の成果は一朝一夕に表れるものではな
い。この分野に携わる教員なら誰でも知っていること
だ。教育上の工夫が成果をもたらしたか否かは、５年
以上のスパンで観察しないと判然としないはずだ。い
や、それだけの歳月を経てもなお成果がはっきり見え
ないこともあろう。
　私たちの団地活性化事業は、高齢化・老朽化が進む
高島平団地が舞台である。居住人口約２万人のこの巨
大団地内の空き部屋に20名余りの学生が入居し、団地
内商店街の空き店舗を改装したコミュニティカフェを
拠点として、各種ボランティア・プログラムに取り組
んでいる。ミニＦＭ局、英語教室・中国語教室・書道
教室・絵本の読み聞かせ教室などの各種講座が活動の

一例だが、ほとんどのプログラムを学生と地域住民か
ら成るスタッフが運営している。学生スタッフの約半
数は中国を始めとするアジアからの留学生であり、コ
ミュニティカフェに集まる客の大半は高齢者である。
文字通りこのカフェは「多世代・多文化共生コミュニ
ティ」の場として機能しているのである。
　20代の学生が講師として高齢者に英語を教え、高
齢者は人生経験を学生に語る。学生の英語力・英語教
育力の向上ももちろん重要だが、高齢者との交流を通
じて学生が得たものは計り知れない。本来「大学の地
域貢献」を眼目とした事業だが、学生の「コミュニ
ケーション能力」や「ボランティア能力」の向上を含
めると、学生が地域から得たもののほうがはるかに大
きい。
　が、残念ながら「学生が得たもの」を指標化する
のは難しい。コミュニケーション能力やボランティ
ア能力の向上を客観的に計測する手段がないからで
ある。これらの「力」は、成績や就職率の向上と無
縁ではないが、けっして同じものではない。いずれ
精緻な客観的評価システムが開発されるかもしれな
いが、実は私たちは数値化よりももっとシンプルで
説得力ある評価基準の存在を知っている。それは、
笑顔と笑い声である。
　昨年12月23日、地域住民・学生・教職員70名余り
がカフェに集まってクリスマス会を開いた。進行役
を務める学生たちの笑顔は授業では見たこともない
ほど生き生きしていたし、会場には高齢者や子ども
たちの屈託のない笑い声が溢れかえっていた。「人
と人とがつながり、互いに元気になる」とはこうい
うことをいうのだ、と感動した。苦難の連続する仕
事だが、この時ばかりは「やってきてよかった」と
心から思った。
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笑顔で計る
教育成果

巻頭言

大東文化大学教授　環境創造学部長

篠原　章
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特集の狙い
会計学を学ぶためには『企業会計原則』
を学び、この考えを十分に理解すること
からスタートしました。また、会計学の

書物も主としてこの延長線上で解説をすすめてお
り、各種の制度上の諸規則も『企業会計原則』との
関連が深いものでした。ところが、いつの頃から
か、『企業会計原則』に従来のような神通力がなく
なりました。その原因は、国際会計基準の影響によ
るところが大きいと思われます。
　国際会計基準は、国際会計基準審議会が定めたも
ので、欧州を中心に世界100か国以上で導入され、主
要国で導入していないのは日本と米国だけです。日
本も米国も国際会計基準の導入については以前から
検討を始めており、米国は2011年に導入するか否か
の結論を出す方針のようです。
　日本では、わが国の会計基準を作成する企業会計
基準委員会が日本版会計基準を国際的に共通化する
具体的な作業に着手しています。これにより、日本
版会計基準と国際会計基準とで異なる会計処理を無
くすための新会計基準を2011年までに作成し、金融
庁が2012年に上場企業に強制適用するか判断すると
ころまで来ています。
　いずれの学問領域においても、昔のままの理論が
後の世には引き継がれてはいきません。特に、人間
が関わる社会科学の分野では制度が変革すると、こ
れに即応して体系を整備する必要が出てきます。そ
のため、会計学の書物で50年以上の時を経ても、そ

の価値を失うことのない著作は数少ないようです。
　いま、大学図書館の書庫に整然と並べられている
数多くの蔵書の前に立ち、それらを手にすると、先
行研究者の先生方のお姿が眼に浮かびます。この書
物で、あるいはご本人の先生から直接ご指導賜った
こともありました。回顧に浸ってしまいます。しか
し、会計学の現状は、そう甘くはありません。恩師
が「ぼくの時代はあまり大きな変化はなかったけれ
ど、君達の時代は大変だな」とよくおっしゃってい
たことが今、到来しています。
　そこで、本号では、「会計＆ファイナンスの軌跡
とその新たなる視点」というテーマで特集を組んで
みました。執筆を担当された先生方は、いずれも会
計＆ファイナンス実務で一線級のご活躍をされ、し
かも当大学の会計専門職大学院会計ファイナンス研
究科教授の実務家教員で教鞭をとられている研究者
でもあります。
　それぞれのお立場からの切り口で、「会計＆ファ
イナンスの軌跡とその新たなる視点」について論及
しています。読者の皆様が先行研究の足跡を知り、
将来に向けての注目すべき点についての示唆が得ら
れることを大いに期待しております。

千葉商科大学大学院会計ファイナンス研究科教授

佐藤　正雄
SATO Masao

昔、



Ⅰ
はじめに

　現在、EU加盟国、カナダ、韓国、シンガポール、
インド、中国、ブラジル等、世界の 100 か国を超え
る国が上場会社の連結財務諸表に適用する会計基準
として、国際財務報告基準（IFRS）を導入又は導入
する方針を表明している。米国も 2008 年 11 月に
IFRS 導入のロードマップ案を公表し、我が国におい
ても、2009 年 6 月 30 日、企業会計審議会から国際
会計基準の取扱いに関する意見書（中間報告）が公
表され、IFRS による会計基準の国際的統一化は現実
のものとなってきている。
　私は、公認会計士として監査実務の世界に身をお

いていることから、IFRS 導入が監査の在り方に与え
る影響について関心をもってきた。ここでは、IFRS
による会計基準の国際的な統一化の軌跡を振り返る
とともに、IFRS の特徴を踏まえ IFRS の視点につい
て考えてみたい。

Ⅱ
国際財務報告基準（IFRS）による
会計基準の国際的統一化への軌跡

１．国際会計基準から国際財務報告基準への展開

　1970 年代に入ると、貿易取引が拡大するとともに、
企業の海外での資金調達や海外投資、あるいは、多
国籍企業の登場等、資本取引のグローバル化が進展
してきた。信頼ある財務情報の開示は、投資家の意
思決定にとって不可欠な存在であることから、各国
において、企業の円滑な資金調達及び投資家保護の
観点から、会社情報の開示制度（ディスクロジャー
制度）が導入されている。しかし、各国の会計基準は、
独自の文化、取引慣行、法制度等を前提に設定され
ていることから、国際的な事業活動や財務活動を展
開している企業間の財務情報の比較が困難となって
いた。例えば、自国の会計基準では利益が計上され
るが、資金調達先の国が要求する会計基準を適用す
ると赤字になるということでは、投資家が適切な投
資の意思決定ができず、資本取引のグローバル化の
障害となる。この問題は、米国市場に上場したドイ
ツ企業のダイムラー・ベンツの 1993 年 12 月期決算
において、米独の会計基準の差異としてはっきりと
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表れ、ドイツ基準では６億 1,500 万マルクの利益が、
米国基準では潜在的な税負担を勘案すると 18 億マル
クの赤字になるというものであった。また、企業は
本来、証券取引法や会社法等に基づき自国の会計基
準を適用した財務諸表を作成しなければならないが、
海外での資金調達の際には、別途、資金調達先の会
計基準を適用した財務諸表の作成が求められ、これ
は、企業に相当なコスト負担を強いることになる。
　こうした背景の下、先進国の公認会計士間では、
国際的に共有できる比較可能性のある会計基準の必
要性が議論された。1973 年に先進国の会計士団体で
構成される国際会計基準委員会（IASC）がロンドン
に設立され、国際会計基準（IAS）の開発作業が始まっ
た。IASC の目標は、当初、選択できる会計方針の幅
をなるべく狭め比較可能性を確保しようということ
で、会計基準の統一化というより、各国の会計基準
の調和化を目標としていた。
　一方、1980 年代に入り資本取引のグローバル化が
一段と進展する中で、IASC の活動に関心をもつ国際
機関が現れた。それが、各国の証券市場の規制当局、
すなわち、米国の証券取引委員会（SEC）や我が国
の金融庁等により構成されている証券監督者国際機
構（IOSCO）である。IOSCO では、投資家保護や国
際証券市場で資金調達する企業の負担軽減の観点か
ら、国際証券市場で適用するに相応しい比較可能性
を有する会計基準の必要性について議論が展開され、
IASCの開発している IASが注目された。IOSCO は、
1987 年から IASC の諮問グループに参加し、IASC
の活動を支援してきた。1995 年７月、IOSCO と
IASC の間において、国際市場で資金を調達する企業
の財務諸表に相応しい中核となる包括的な会計基準
の開発について合意が成立した。
　この間、先進国での資本取引に係る規制が大幅に
緩和され、資本取引のグローバル化が一段と進展す
る中で、株式、社債、デリバティブ等、いわゆる金
融商品に関する会計基準等の開発へのニーズが高
まってきた。こうした情勢の下、IASC には、投資の
意思決定に有用な質の高い、かつ、透明で比較可能
性のある財務情報を提供する会計基準の開発が求め
られた。IASC と IOSCO との合意に基づき開発され

た 40 の IAS で構成される「IASC2000 基準書」は、
2000 年５月、IOSCO により承認され支持された。そ
れまでの IAS は、IASC という民間団体により開発
された規範性を有しない基準にすぎなかったが、
IOSCO という国際機関から承認を受けたことで、
IAS に規範性が付与される道が開かれた。
　IAS は、企業、投資家、監査人、証券取引所等の
市場関係者が共有する会計基準である。公認会計士
団体のみで構成されている IASC はその設定主体と
して相応しくないことから、2000 年 1 月、財務諸表
作成者である企業、財務諸表の信頼性を担保する監
査人、財務諸表の利用者である投資家等の市場関係
者や有識者で構成される国際会計基準審議会
（IASB）に改組された。IASB は、自らが設定する会
計基準を国際財務報告基準（IFRS）と改称し、2000
年 4 月から比較可能性が確保された高品質の会計基
準の開発に取り組むこととなった。
２．欧州連合（EU）による国際会計基準の導入
　IOSCO とともに IASC の活動に注目したのが EU
である。EU は、域内証券市場を統合するには加盟国
共通の会計基準が必要であることから、加盟各国の
会計基準の統一化に取り組んできた。しかし、加盟
国の文化、取引慣行、法制度等が異なり、その作業
は進展しなかった。そうした状況下、EU は IASC の
開発する IAS に注目し、1992 年 3 月以来、米国の会
計基準設定主体である財務会計基準審議会（FASB）
と共に IASC のオブザーバーとして開発作業に関与
してきた。EU は、域内共通の会計基準を模索する中
で、1995 年、IAS の導入について本格的な検討を始
めた。
　EU は、2002 年７月に「IAS の適用に関する規則」
を採択し、2005 年から加盟国の上場企業（約 7000 社）
の連結財務諸表に IFRS を適用することを決定した。
同時に、EU 市場で資金を調達する域外企業には、
2007 年（その後 2009 年に延長）から、IFRS か
IFRS と同等な会計基準の適用を義務付けた。
　IOSCO という国際機関による IAS の承認は、IAS
が国際市場で資金調達する企業が利用するに相応し
い会計基準である旨の国際的な合意形成の役割を果
たし、EU による IFRS 導入は、IFRS に実務規範と
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して活躍する大舞台を提供し、IFRS による会計基準
の国際的な統一化の潮流を大きく前進させた。
３．米国における国際会計基準導入の動向

　米国は、世界最大の経済大国であるとともに資本
大国であり、第二次世界大戦後の会計基準の開発を
リードしてきた国である。資本大国である米国は、
米国市場で資金調達する海外企業に対して、米国基
準による財務諸表の作成・開示を要求してきた。米
国は、資本取引がグローバル化する中で、IAS の誕
生から IFRS への展開を IASC のオブザーバーとし
て見守ってきた。しかし、2001 年に発覚した米国の
総合エネルギー会社エンロンの粉飾事件では、数値
基準により連結範囲外としていた複数の特別目的会
社との取引を利用した巨額な不正経理が判明し、米
国会計基準のルール・ベースに対する批判が米国内
でも高まった。
　IOSCO の IFRS 承認や IASB の誕生、エンロン事
件の発覚や EU による IFRS 導入の決定等の 2000 年
以降の一連の情勢を踏まえ、2002 年 9 月、米国基準
の設定主体である FASB と IFRS の設定主体である
IASB の合同会議が開催され、米国基準と IFRS との
コンバージェンスを推進する旨のノーウォーク合意
が確認された。EU は、EU 市場に上場している米国
企業には米国基準で作成した財務諸表を受け入れる
道を残しているのに対し、米国は、すべての外国企
業に米国基準を義務付けていることから、米国市場
に上場している EU 企業には、IFRS と米国基準の双
方の財務諸表を作成しなければならないという過度
な負担があった。2005 年 4 月、SEC と EU は、米国
基準と IFRS のコンバージェンスを支援することで
合意し、SEC は、2009 年までに海外企業が提出する
IFRS 適用の財務諸表を調整表なしで受け入れる旨約
束した。SEC は、約束どおり、2007 年 11 月 15 日以
降開始する事業年度から、海外企業が IFRS で作成
する財務諸表を調整表なしで受け入れており、これ
が、米国における IFRS 導入の第一歩となった。
　他方、会計基準設定主体である FASBと IASB は、
2006 年 2月、従来から行ってきた会計基準のコンバー
ジェンスを 2008 年までに完了する旨を合意（MoU）
し、EU が米国基準を IFRS と同等な会計基準として

2009 年から受け入れるための事前準備が行われた。
これを受ける形で、EU は、2008 年 12 月に米国基準
を IFRS と同等である旨の決議を行い、2009 年から
米国基準で作成された財務諸表を受け入れている。
一方、2008 年 4 月、IASB と FASB の間で長期的な
コンバージェンス項目を 2011 年までに開発する旨、
MoU の再確認が行われた。これは、事実上、FASB
と IASB が共同して IFRS を開発している状況にあ
ることを意味し、2008 年 11 月に公表された SEC の
ロードマップ案に結びつくことになる。
　すなわち、SECは、IFRSと米国基準のコンバージェ
ンスの進行状況や FASB が IFRS の開発に十分な影
響力を及ぼしている等の現実を踏まえ、2008 年 11 月、
国内の上場企業に対して IFRS 導入のロードマップ
案を公表した。そこでは、2009 年 12 月から国際的
事業を展開している大規模企業に対して IFRS の任
意適用を容認し、強制適用については、2011 年に
IFRS の開発状況や米国内での IFRS 専門家の育成等
の諸条件を踏まえて最終判断するとしている。強制
適用に踏み切る場合には、2014 年から、国内上場企
業の規模（株式時価総額により大中小に３区分）に
応じて３年間で段階的に移行することが提案されて
いる。
　米国は、2008 年秋のリーマン・ブラザーズの破た
ん以後の世界同時不況の中で厳しい経済情勢下にあ
り、2008 年前半にみられた IFRS 導入への熱気は影
を潜めている。2008 年 11 月に公表された IFRS 導入
のロードマップ案の決定が先送りされてきたが、
2010 年の早い時期に見直し案が発表されるとの情報
があり、IFRS による会計基準の統一化という流れは
変わらないものと考えられる。
４．我が国における国際財務報告基準の導入

　我が国は、2005 年以降、我が国会計基準と IFRS
とのコンバージェンスに取り組んできた。しかし、
我が国が IFRS とのコンバージェンスの履行期限を
明確にしていないことから、国際的な批判の声が上
がり、2007 年 8 月、我が国の会計基準設定主体であ
る企業会計基準委員会と IASB との間で、2011 年ま
でに IFRS とのコンバージェンスを完了する旨の東
京合意が成立した。2008 年 12 月、東京合意を踏まえ、
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EU において、我が国会計基準は IFRS と同等である
旨の決議が行われた。
　世界の 100 カ国以上が IFRS の導入又は導入方針
を表明しており、また、米国がロードマップ案を公
表する等、IFRS を軸とした会計基準の国際的統一化
が進展する中で、我が国では、2009 年 6 月 30 日、
企業会計審議会から「国際会計基準の取扱いに関す
る意見書（中間報告）」が公表された。中間報告では、
2010 年 3 月期決算から、国際的な事業・財務活動を
展開している上場会社の連結財務諸表への IFRS の
任意適用が容認され、強制適用については、2012 年
に最終的な判断を行うこととされている。強制適用
に踏み切ったとしても、少なくとも、３年間の準備
期間をおくとされており、強制適用は、早くとも
2015 年又は 2016 年頃になるものと考えられる。
　新聞紙上では、現在、2010 年 3 月期からの任意適
用会社は 1 社、それ以降の任意適用会社は数十社に
及ぶと報道されている。2009 年 12 月 11 日、金融庁
から、連結財務諸表規則の一部を改正する内閣府令
が公表され、そこでは、2010 年 3 月期からの IFRS
の任意適用に備え、IFRS を指定国際会計基準として
任意適用会社の連結財務諸表に適用する旨の規定が
新設された。
　我が国は、2010 年、IFRS 導入元年を迎えること
になる。

Ⅲ
IFRS の特徴

１．原則主義

　IFRS の第１の特徴は原則主義（プリンシプル・ベー
ス）である。原則主義を説明する際に、細則主義（ルー
ル・ベース）の米国基準は 25,000 ページものボリュー
ムがあるのに対して、原則主義である IFRS は 3,000
ページしかないと、ページ数で比較されることが多
い。IASBのDavid Tweedie議長は、2008年9月25日、
日本公認会計士協会で開催された講演会で、IFRS の
原則主義とは、①例外がないこと（No Exception）、　
②基本原則を明記すること（Core Principles）、③資
産、負債、資本、収益及び費用等に関する会計基準

の間に矛盾がないこと（No Inconsistencies）、④IFRS
は概念フレームワークを基盤として構築されている
こと（Tied to Conceptual）、⑤IFRS の下では判断が
重要となること（Judgment）及び⑥ルールとしての
適 用 指 針 は 最 小 限 に 留 め る こ と（Minimum 
Guidance）と説明されている。
　すなわち、IFRS は、原理原則を基本とし、業種別
の会計基準や各国の法制度等を前提にした会計基準
は設定しない上、原則として、判断基準としての数
値基準を設けないこととされている。IFRS では、会
計処理の 80% は明記されているが、残りの 20% につ
いては、原理原則に基づいて利用者が自主的に判断
することになるといわれている。利用者には、企業
の業種・業態や取引実態を踏まえ、IFRS の「概念フ
レームワーク」に立ち戻って判断することが求めら
れており、ルール化のための適用指針は最小限に留
めるとしている。
　米国の収益認識基準は、業種別に 100 以上あると
いわれており、例えば、米国基準には保険会社の会
計基準がある。米国の取引慣行や法制度等を前提と
した保険会社の会計基準は、他国では必ずしも有効
に機能しないことから、IFRS では、保険契約の特性
に着目し保険契約の会計基準が設けられており、業
種別の会計基準は設定されない。また、我が国会計
基準でも IFRS においても、関連当事者との重要な
取引について財務諸表に注記が求められている。重
要性の判断基準として、我が国の基準では、例えば、
1,000 万円超という数値基準が設けられているが、
IFRS には、1,000 万円という数値基準はない。重要
性の数値基準は、国の経済規模や企業の事業規模、
あるいは、業種・業態によって一律に定められる性
格のものではないことから、企業が、投資家の立場
に立って自主的に判断することとされている。
　EU加盟国は、アングロサクソン、ラテン、ゲルマン、
ノルマン、スラブ等、民族、文化、宗教、取引慣行、
法制度等を異にしている。こうした多様性に富んだ
加盟国間に共通して適用できる会計基準は、原則主
義とならざるを得ないという事情があり、EU が
IFRS を選択した主な理由はここにあると考えられ
る。我が国は長年ルール・ベースに慣れ親しんでき
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た国であり、ルールが明確でない場合には、ルール
化を求めてきたのが我が国における会計実務の実態
である。ルール・ベースの会計基準は「適用する会
計基準」であるが、IFRS は「判断する会計基準」と
いえる。IFRS の原則主義が我が国において円滑に運
用され定着していくには、企業、投資家、監査人、
証券取引所、規制当局等の市場関係者が原則主義の
考え方を共有することが必要であり、それには、相
当な工夫と努力が必要であると考えている。
　今後、100 か国以上の国が IFRS を導入する中で、
表面上は IFRS を採用しているとしながら、実質的
には国内でのルール化が進展することがないかどう
か、私は、原則主義の具体的な運用について、その
懸念を拭えない。
２．資本提供者のための情報提供

　昭和 24 年に公表された我が国の企業会計原則は、
発生主義会計・取得原価主義会計（以下「発生主義
会計」という。）であり、これは、投資家、債権者、
従業員、取引業者、政府等、企業を取り巻く多様な
利害関係者への財務情報の提供を目的とし、これら
の利害関係者間の利害調整機能、あるいは、契約支
援機能の役割を果たしてきた。すなわち、発生主義
会計によって算定された当期純利益に基づいて、投
資家は投資の意思決定を行い、債権者は債権の回収
可能性を判断し、さらに、株主への配当金、役員や
従業員に支給する賞与や報酬・給与、国や地方公共
団体が徴収する税金等の利益の分配計算が行われて
きた。
　今日の企業の事業活動は、情報化や技術革新が進
展する中で、大規模化、多様化及びグローバル化し、
企業は、激変する経営環境の中で厳しい国際的な市
場競争に直面している。こうした激変する厳しい経
済環境の下では、過去の業績が良好であったという
だけでは、企業の将来の存続・発展が必ずしも保証
されない不透明な時代となっている。企業の多様な
利害関係者のうち、投資家や債権者等の資本リスク
の負担者である資本提供者にとっては、企業が、厳
しい経済環境の下で存続・発展する財政・経営基盤
を備えているかどうかが主要な関心事である。他方、
株主、従業員、政府等の利害関係者にとっては、資

本提供者が要求する企業の将来性に関する財務情報
のほか、配当、賞与、税金等の利益分配を目的とす
る利害調整機能としての財務情報を必要としている。
企業の存続・発展という将来志向の財務情報に関心
のある資本提供者と、利益分配を目的とする過去志
向の財務情報を必要とする利害関係者の双方に対し
て、同時に満足する財務情報を提供できる統一した
会計基準の開発は、事実上、不可能となってきた。
　現行の IFRS 概念フレームワーク第 9 項は、財務
諸表の目的について、投資家、債権者、従業員、取
引業者、政府等の多様な利害関係者間における利害
調整機能の考え方を踏襲している。しかし、第 10 項
では、財務諸表はこれら利用者の情報要求のすべて
を満たすことはできないことから、投資家の要求を
満たす財務諸表を提供することとし、これによって、
その他の利用者の要求の大部分を満足させることが
できるとしている。2008 年５月に IASB から公表さ
れている公開草案では、IFRS の目的は資本提供者に
あることがより明確に表現されている。公開草案は
近いうちに、正式な IFRS 概念フレームワークとし
て公表される予定である。
３．資産・負債アプローチ

　IFRS の特徴は「資産・負債アプローチ」である。
発生主義会計は、IFRS と比較する形で「収益・費用
アプローチ」と呼ばれている。現在の IFRS は「資産・
負債アプローチ」への整備の途上にあり、例えば、
収益認識基準や引当金等について大幅な見直しが行
われており、2011 年中に、「資産・負債アプローチ」
に基づいた会計基準に整備すべく精力的な審議が進
められている。「資産・負債アプローチ」は、投資家
や債権者等の資本提供者を対象とした将来志向的な
財務情報の作成基準であり、資本提供者を対象とす
る IFRS の目的と「資産・負債アプローチ」とは表
裏一体の関係にあるといえる。
　従来の発生主義会計は、継続企業を前提とした投
下資本の回収計算であり、収益に費用を対応させて
投下資本を回収し、回収額を上回る収益である当期
純利益（当期純利益＝収益－費用）が経営成績を表
示している。そこでの資産とは、将来の収益に対応
する未回収の投下資本残高を意味し、翌事業年度以

[No.29]8

特
集

会
計
＆
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
軌
跡
と
そ
の
新
た
な
る
視
点



降にわたり収益に対応して費用化され回収される。
すなわち、発生主義会計は適正な期間損益計算とい
う損益計算書中心の会計基準であり、貸借対照表は、
各期の損益計算書の連結環の役割を果たしているに
すぎない。
　「資産・負債アプローチ」では、資産は、将来の経
済的便益、すなわち、将来キャッシュ・フローの見
積流入額を表示するものであり、負債は、将来キャッ
シュ・フローの見積流出額を表示するものとして計
上される。したがって、収益力の低下した棚卸資産
は時価まで強制的に評価減することが求められ、遊
休資産等で収益力の著しく低下した固定資産には減
損処理が求められている。確定給付型企業年金を採
用している企業は、従業員に退職給付義務を負って
いることから、支払義務に見合う年金資産が積み立
てられていない場合には、積立不足相当額を債務と
して計上することが要求されている。
　「資産・負債アプローチ」では、資産及び負債の決
算期末残高が将来キャッシュ・フローの流入及び流
出の観点から適正に評価され、資産から負債を控除
した純資産であるネットの将来キャッシュ・フロー
の見積流入額が企業の存続・発展のための判断情報
となる。経営成績は、当期における純資産の増減額
から資本取引に基づく増減額を控除した額が、次の
とおり、「包括利益」として算定される。

包括利益

＝（期末純資産額－期首純資産額）±資本取引増減額

＝当期純利益＋その他包括利益

　包括利益は、継続事業の業績を表示する「当期純
利益」と「その他包括利益」により構成される。「そ
の他包括利益」は、「その他有価証券」や「為替換算
調整勘定」等の評価差額の増減額で構成されている。
我が国の会計基準においては、これらの「その他包
括利益」は、損益計算書を経由することなく貸借対
照表の純資産の部に直接に計上されている。IFRS で
は、当期純利益に加算する形でその他包括利益が包
括利益計算書に計上されることになる。IFRS では、
貸借対照表は財政状態計算書と呼ばれ、財務諸表の
中心は財政状態計算書であり、包括利益計算書は財

政状態計算書の連結環の役割を果たすこととなる。
　なお、「資産・負債アプローチ」の究極的な利益は
包括利益であり、当期純利益をなくして包括利益一本
にすべきであるという議論も聞かれる。しかし、包括
利益を構成する当期純利益は、企業の継続事業に係る
経営成績を表わすものであり、企業の存続・発展を判
断する情報として極めて重要な情報となることから、
当期純利益の表示も不可欠であるという意見が一般的
である。私もその考え方を支持している。

Ⅳ
IFRS の視点

１．成長経済の下での会計基準

　我が国が戦後公表した発生主義会計は、第二次世
界大戦の戦勝国として世界経済を支配し、パックス・
アメリカーナと呼ばれ繁栄を極めた当時の米国の会
計基準を模範としている。成長経済の下では、需要
が供給を上回り、穏やかな資産インフレが同時進行し
ながら販売市場が拡大している。成長経済の下では、
製品はほぼ完売され、真面目に働けば収益から投下
資本が回収され、それを上回る利益を獲得できると
いう恵まれた経営環境にある。また、資産インフレに
より所有資産が含み益を抱えることから、景気循環
の下で一時的な不況に直面しても、資産売却により
含み益を計上し、一時的な苦境を乗り切ることがで
きた。成長経済の下では、倒産リスクが少なく、企
業はお互いに成長しながら共存共栄を享受してきた。
　成長経済の下では、固定資産を取得すると取得原
価で帳簿に計上し、当該取得原価は経済的耐用年数
にわたり減価償却により費用配分され、また、商品
原価や製品原価についても取得原価で計上し、期末
棚卸資産と売上原価に配分され、投下資本が回収さ
れる。すなわち、成長経済の下では、企業倒産のリ
スクが低いことから、継続企業を前提とした投下資
本の回収計算である発生主義会計が有効に機能して
きた。我が国経済は、戦後、50 年以上にわたり一貫
して成長の道を歩んできたことから、米国で採用さ
れていた発生主義会計は有効に機能し、それが、商
法（現在の会社法）や法人税法に導入され、我が国
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の会計実務に定着してきたと考えられる。
２．リスク経済下の会計基準

　「資産・負債アプローチ」の考え方も、戦後の世界
経済をリードしてきた米国において誕生し発展した
ものである。米国経済は、1960 年代の後半になると
ベトナム戦争で多額な財政負担に苦しむとともに、
戦後復興した日本や西ドイツ等の工業製品が大量に
米国市場に輸入され、米国企業の脅威となってきた。
1970 年代に入ると、米国経済の低迷を反映して為替
レートの固定相場制が維持できず、変動相場制に移
行する中でドルが大幅に下落しインフレが進行した。
また、オイル・ショックで石油価格が高騰し、国内
産原油では賄い切れず海外原油に依存している石油
消費大国の米国経済に大きな衝撃を与えた。
　1980 年代に入ると、海外製品に太刀打ちできない
米国企業の倒産が相次ぎ、企業の存続・発展が不透
明なリスク経済に突入した。特に、レーガン政権の
下で金利等の規制緩和が行われる中、大幅なドル安
により米国経済は激しいインフレに見舞われ、金利、
為替、株価、債券価格が激しく変動し、貯蓄貸付組
合（S&L）を中心に金融機関の倒産も続発した。こ
うした経済環境下、金融商品の価格変化をヘッジす
るためにデリバティブ等の新しい金融商品の開発が
進み、米国の会計基準は、継続企業の前提が不透明
なリスク経済の中で固定資産の減損会計や金融商品
に関する会計基準等の開発等が進められた。
　投資家や債権者等の資本提供者は、リスク経済の
下では、企業が倒産しないかどうか、今後とも存続・
発展するかどうかが最大の関心事である。成長経済
の下では、過去の業績に基づき将来を予測すること
ができたことから、損益計算書が示す当期純利益が
企業の存続力や成長力の判断情報として有用であっ
た。しかし、リスク経済の下では、発生主義会計によっ
て提供される財務情報は過去の実績であり、企業の
将来を必ずしも反映しない上、取得原価による資産
計上は、事業の失敗により発生した損失の先送りを
許容していることから、企業の存続・発展を判断す
る投資情報としての有用性に限界がある。ここに、
リスク経済に突入した米国において、投資家の視点
に立った「資産・負債アプローチ」が誕生した理由

がある。
　「資産・負債アプローチ」における資産・負債の評
価には、経営者の見積りが不可欠なために主観性が
排除できないという課題を抱えていることは否定で
きない。しかし、それでも、経済環境の激変を考慮
することなく取得原価で計上する発生主義会計に基
づく財務情報と比較すると、将来キャッシュ・フロー
に基づく資産・負債の評価情報が、投資家にとって
より有用であることは間違いない。
　リスク経済下では、経営者は、「資産・負債アプロー
チ」的な観点から求めた情報に基づく業績管理体制
やリスク管理体制を確立し、経営計画や経営戦略を
策定し、事業経営に取り組んでいかなければならな
い。見方を変えると、経営者が、企業経営に利用す
る管理情報と資本提供者が求める財務情報との視線
が同一方向に向かっているともいえる。「収益・費用
アプローチ」から「資産・負債アプローチ」への変化は、
会計基準が独自に変化しているのではなく、成長経
済からリスク経済への転換という、経済の構造変化
を反映したものであるといえる。
３．我が国企業と IFRSの関係

　現在の我が国経済を考えてみると、少子高齢化社
会を迎え老齢化と人口減少傾向の下で消費増が期待
できない上、アジア諸国から低廉で一定の品質を備
えた商品が大量に輸入され、我が国企業は、供給が
需要を上回るという供給過剰な国内市場において厳
しい価格競争に直面している。一方、経済活動の情
報化や技術革新が進展する中で、新規開発製品や新
規開拓市場の平均寿命が短縮化傾向にあり、企業は、
既存製品や既存市場に安住した経営が許されないと
いう厳しい現実を抱えており、新たな研究開発や市
場開拓への投資等、リスクへのチャレンジが要求さ
れている。また、世界経済の中核に躍進しつつある
中国やインド等に販売拠点や生産拠点を移し、グロー
バルな企業活動を展開することが不可欠な経済情勢
下にあり、企業は、既存事業に真面目に取り組むこ
とで将来の存続・発展が展望できる経営環境にない。
我が国においても、投資家と経営者の双方が IFRS
の視点に立った財務情報や管理情報を必要とする時
代を迎えている。
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　中小企業と IFRS の関係について考えてみたい。
我が国では、中小企業に対して将来志向の複雑な
IFRS を適用する必要がないという意見が圧倒的であ
り、私も上場会社の連結財務諸表に適用される IFRS
を中小企業に要求する必要はないと考えている。中
小企業が会社法に基づいて作成する個別財務諸表は、
配当可能利益の計算と確定決算主義の下での課税所
得の計算のためのものであり、利益処分の計算のた
めには発生主義会計が適合性を有していると考えて
いる。
　我が国では、税法が会計実務の中で重要な役割を
果たしてきた。それは、戦後の一貫した成長経済下、
真面目に業務に専念すれば利益が確保され企業倒産
の不安がなかったことから、経営者の関心はどちら
かと言えば、税金に関心があったのではないかと考
えている。財務諸表の作成は確定申告のために税理
士に任せきりという経営者が少なくなかった。今日、
税金を心配するほど利益を稼いでいる企業は恵まれ
た企業であり、多くの経営者が企業の存続を危惧し
なければならない厳しい経営環境にある。中小企業
の経営者も企業の存続・発展が不透明な経済情勢の
下、今後の存続・発展を確保するには、IFRS の資産・
負債アプローチの視点に立った財務情報や管理情報
に基づき経営に取り組むことが必要な時代を迎えて
いる。
　IASB では中小企業向けの IFRS を公表しており、
イギリスにおいても中小企業向けの会計基準が設定
されている。しかし、それらの内容は IFRS と原理
原則を同じくしている。企業経営という視点、ある
いは、銀行等が融資する視点からは、リスク経済下
における会計基準の原理原則は、企業規模に関係な
く、同じものとならざるを得ないのである。

Ⅴ
おわりに

　資本取引のグローバル化を反映して、IFRS による
会計基準の統一化が進展している。IFRS は、上場会
社の連結財務諸表を適用対象としているが、我が国
の約 3,900 社の上場会社だけを対象としたものではな

[No.29]

い。上場会社約 3,900 社の連結グループ内の子会社や
関連会社も IFRS 導入の影響を受けることになる。
IFRS の影響を受ける会社数について公表されたもの
はないが、私的に 2006 年度上場会社について試算し
たところでは、連結子会社約６万社及び関連会社約
1 万社、合計約 7 万社が確認された。これらの企業
は当然にIFRSの影響を受けることになるが、さらに、
上場会社の連結子会社が抱える子会社（いわゆる孫
会社）や関連会社も影響を受けることを考えると、
この数は相当に増加するものと推定している。
　IFRS の影響を受けるこうした企業群は、工業立国
である我が国経済を支えるリーダー的な存在である。
我が国は工業立国として発展成長してきたが、資源
小国の我が国は、今後とも工業立国として発展して
いかなければならない。そのためには、こうした企
業は、連結グループ内に IFRS に基づいて作成され
た財務情報を有効に活用できる業績管理体制やリス
ク管理体制を確立し、連結グループ経営を効率的に
遂行するとともに、IFRS 情報に基づいた経営計画や
経営戦略の策定等、国際競争に打ち勝つ強靭な財務・
経営基盤を構築する必要があり、IFRS 導入は避けて
通れない課題である。他方、工業立国の発展を支え
る金融力の強化も重要である。我が国資本市場が海
外投資家にとって、透明で比較可能性が確保された
信頼ある証券市場となり、中国やインド等を中心に
世界経済の中核として躍進しつつあるアジア経済圏
に流出入する海外資本の受け皿、すなわち、アジア
資本市場のゲイトウェイとして発展するためには、
IFRS の円滑な導入は、我が国の資本市場関係者の重
要な責務と考えている。
　最後に、我が国は IFRS 導入元年を迎え、IFRS に
よる会計基準の国際的統一化は、海外動向という次
元の問題ではなく、我が国の国内問題となっている。
この課題に対応するには専門性を有した人材の確保
が不可欠であり、企業、監査人、証券アナリスト、
官庁等の各分野において活躍できる IFRS 精通者の
育成が緊急の課題である。国際的に通用する英語力
を備えた IFRS 精通者の育成は、大学及び会計大学
院の大きな責務であることを力説して、本稿を締め
くくることとしたい。
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1
はじめに

　1966 年にアメリカ会計学会（American Account-
ing Association　以下 AAA）が発表した『基礎的会
計理論』（A Statement of Basic Accounting Theory
以下 ASOBAT）は、会計を「情報の利用者が事情を
理解したうえで判断や意思決定を行うことができる
ように、経済的情報を認識し、測定し、伝達するプ
ロセスである1」と定義した。会計情報の利用者は、「現
在および将来の投資家、債権者、従業員、株式取引所、
政府機関、取引先その他 2」とし、さらにすべての不

特定の潜在的な利用者（all potential users）を想定
している3。
　会計情報の利用者として多くの利用者を想定するこ
とは、1989 年に発表され、2001 年から適用されてい
る International Accounting Standards Board（以 下
IASB）のフレームワークにおいても踏襲されている。
　しかし、2008 年 5 月 29 日に発表された EXPO-
SURE DRAFT OF An improved Conceptual Frame-
work（以下 ED）での会計報告利用者は、「現在及び
潜在的」なという文言は継承されたものの「株式投
資家、貸手及びその他の債権者が資本提供者」となっ
た4。
　一般目的財務報告の利用者が絞り込まれたのであ
る。本稿では会計情報の利用者が、企業会計において、
また政府会計においてどこまで絞られるべきなのか
を論考する。

2
会計を必要とする人間関係

　会計という言葉は、漢字と共にあった。古い漢字は、
亀の甲羅に記され、やがて青銅器に記される。4000
年ほど前の甲骨文字が発掘されている。会計の始ま
りは、この時代に遡ることができる。
　時の帝舜は、禹に父鯀が失敗した治水を命じた。
禹は、これに 13 年間たずさわり、自然の地形と水の
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特 集

12

特
集

会
計
＆
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
軌
跡
と
そ
の
新
た
な
る
視
点

会計の定義については、飯野利夫教授の「情報の利用者が事情に精通して判断や意思決定を行うことができるように、経済的情報を識別し、測定し、伝達す
るプロセスである」を参考にした。
飯野利夫訳『基礎的会計理論』国元書房、1969、p.2。
本書は、American Accounting Association により1966年に発表された、ASOBATの邦訳である。
飯野利夫、前掲書、p.31。
AAA, ibid,p.7-13。
次の一文である。“The objective of general purpose financial reporting is to provide financial information about the reporting entity that is useful to 
present and potential equity investors, lenders and other creditors in making decisions in their capacity as capital providers. Information that is 
decision-useful to capital providers may also be useful to other users of financial reporting who are not capital providers.” 
IASB “EXPOSURE DRAFT OF An improved Conceptual Framework” p.14。

1

2
3
4

う こん



特性を利用して利水と治水を成功させた 5。洪水に見
舞われていた湿地は灌漑され田となり、民は米を作
ることで生活できるようになった 6。禹は、舜より国
を譲られ夏を始める。
　禹の重視した仕事は、良い人と悪い人を見分ける
ことであった。司馬遷は、史記の夏本紀に「禹は、
諸侯を江南に会めて，その功を計る」と記している。
そしてこれが、禹の最後の仕事となり、禹が最後に
人事評価をした地は会稽と名付けられた。「会稽とは、
会計なり7」と結んでいる。会計の始まりである。
　会計は、仕事を委ねられた者の評価だけでは完結
しない。禹が会計をした 2000 年後、漢代の袁康の撰
になる越絶書では、禹が会計を行った後、「德のある
者には爵を授け、功績のある者には封地を与えた。」
と記した。
　会計は、仕事を委ねられた者が仕事を任せた者の
期待に応えたか否かを計る。評価を受けた者は、そ
の評価に応じて処遇される。会計の結果、仕事を任
せた者の期待に応えられなければ遠ざけられる。た
とえ黄帝の系図に連なる者であっても評価が悪けれ
ば極刑に処せられた 8。充分な功績を挙げれば帝位も
譲られた。会計の価値は、仕事を委ねた者の「この
人でいいのか」という問いに応えることにある。

　会計に、特定の人間関係の調整機能を求めるのは
洋の東西を問わない。Governmental Accounting 
Standards Board（以下 GASB）では、スチュワード
シップを、会計情報を必要とする人間関係とした。
しかしながら、その考察を途中で止めている9。スチュ
ワードシップは執事と主人の人間関係を前提にして
いる。執事は主人に対して奉仕することが仕事であ
る。執事としておこなう行為は、主人に効用をもた
らすことを信じておこなわなければならない。そし
てその仕事の成果は、主人によって評価される。主
人が、執事は良い仕事をしたと評価すれば、執事は
その仕事を継続することができる。
　スチュワードシップを基盤とする政府会計につい
ては、1972 年に AAA の公会計委員会が、公共部門
会計の基本目的を「有権者が現職を支持するか置換
えるかに役立つ情報を提供すること。（Provide 
information on which constituents can base a deci-
sion to retain or replace incumbents.）」と報告して
いる 10。しかし、ここでもこの目的を達成するため
に如何なる会計情報の内容が必要なのかは、検討し
ていない。
　4000年の歴史を背負う会計においても、またスチュ
ワードシップを基盤とする西洋の会計においても、
あるいは 1972 年の AAA の公会計委員会の端的な現
職の「retain or replace」という表現においても、会
計情報利用者は、会計報告をする者をその職に留め
るか、あるいは解任するかを決定する力をもち、そ
の検討に会計情報を利用している。

3
企業会計情報利用者の選択

　ASOBAT は、会計情報の利用者を「現在および将
来の投資家、債権者、従業員、株式取引所、政府機関、
取引先その他」とし、さらにすべての不特定の「潜
在的な利用者（all potential users）」まで拡張した。
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吉田賢抗『史記(一)本紀 司馬遷撰』 明治書院,pp.90-91。
同書, 1973, pp75-77。
同書, p.111。
鯀も、治水を命じられ9年の歳月をかけ多くの堤防を築いた。しかし、築いた堤防が役に立たなかったので民の9年を無駄にした咎により、羽山で死刑に処せら
れた。
Governmental Accounting Standards Board of the Financial Accounting Foundation、GASB Concepts Statement statements NO.1 of the Govern-
mental Accounting Standards Board Objectives of Financial Reporting,GASB,1987,para.80。以下の文言である。
“The term accountability is used extensively in public administration literature but suffer from imprecise meaning. It is probably best understood in 
the context of stewardship, but it has been developed more recently within the context of performance auditing.”
AAA,“ Report of the Committee on Accounting in the Public Sector 1974-76”, The Accounting review Supplement to Vol52 ,1977, p.43。
本書には、下記の訳がある。
菊池祥一郎監訳『アメリカ公会計原則 : NCGA公会計原則およびAAAアカウンティング・レビュー第52号・第47号』同文館出版, 1986。

5
6
7
8

9

10

漢 袁康 撰『越絶書 二江安傅氏藏明雙柏堂刊本 』四部叢刊史部
四部叢刊は民国時代の中国で、善本（古刊本）の写真印刷によって編纂された漢
籍叢書。商務印書館（1897年上海に設立）より1919年（民国8年）に刊行され
た。簿記書の出版が多かったので商務が冠されている。
ページ中央部に「大會計，爵有德，封有功，更名茅山曰會稽」が見える。
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IASB では、「現在および将来の投資家、従業員、金貸、
取引先、その他の債権者、顧客、政府とその関係機関、
公衆」11 としている。ASOBAT から更に会計情報利
用者は、拡大している。
　会計責任は、「自己の行為の正当性を説明する責任」
とされる 12。会計責任を負うとされた企業経営者の
行為は、何を以て会計情報利用者から正当と評価さ
れるのであろうか。ASOBAT が、会計情報利用者と
した者達は、どの様な関係を企業と有しているのか、
そして企業に対してどの様な関わり方が選択可能な
のかを検討する。
　先ず、今回の ED において削除された「従業員、
株式取引所、政府機関、取引先その他」について検
討する。
　従業員は、就職時に取り交した雇用契約に従って
役務を提供する。従業員に対する報酬は、雇用契約
に従って支払われ損益計算書に費用として計上され
る。労役の提供により生じた、過去勤務費用は退職
給付引当金として、また従業員から預かった源泉徴
収や社会保険は預り金として貸借対照表に示される。
従業員に対する企業の正当性は、雇用契約に従って
報酬を支払うことにある。従業員が、役務の提供を
開始した後に可能な選択は、当該企業との雇用関係
を継続するか、しないかにある。
　株式取引所は、公開された株式の取引の仲介をす
る。公開された企業の株式は取引所の商品となる。
取引所の顧客は保有していた株式の売却を企てる投
資家と、株式の購入を検討する投資家となる。株式
取引所は、当該企業の株式が円滑に流通することを
求める。企業の正当性は、株式取引所が求める上場
の基準に従うことにある。当該企業の株式を取扱う
株式取引所に可能な選択は、継続してその株式を取
扱うか、取扱わないかである。
　政府機関にとって株式会社は、課税の対象である。
徴税を担当する省庁に対する正当性は、定められた
方法により申告をし、納税をおこなうことにある。
課税庁の関心は、適切な納税をしているか、いない
かにある。課税庁は、関連法規に従って企業と向き

合うので、当該企業に対する格別の選択は無い。許
認可を必要とする事業を営む企業であれば、当該企
業は規制の対象である。監督官庁の関心は、当該企
業が規制に従っているか、いないかにある。その選
択も関連法規に従って企業と向き合うので、当該企
業に対する格別の選択はない。
　取引先は、当該企業の事業の営む商品やサービス
を購入する。取引先に対する当該企業の正当性は、
約束の期日に約束した商品を取引先に納入すること
にある。取引先の選択は、当該企業から継続して商
品を仕入れるか、仕入れないかである。
　IASB のフレームワークでは、上記の利用者に加え
て公衆（public）を記載している。公衆の関心は、
通常は無関心である。公衆の一部が、当該企業から
何らかの便益を期待する場合は上述あるいは後述の
利害関係者のいずれかになる。公衆への正当性は、
企業が公衆に対して迷惑をかけていないことにある。
企業が公害（public environmental hazard）などの
害悪を加えた場合には、当該企業は公衆からの排除
の対象となる。
　今回の ED において削除された、従業員、株式取
引所、取引先といった会計情報利用者の選択肢は、
企業との関わりを続けるか、続けないかにある。
　ED では、財務報告の目的を、「現在及び潜在的な
株式投資家、貸手及びその他の債権者が資本提供者
として意思決定を行うにあたり有用であること 13」
としている。資金を提供する側面に着目して会計情
報利用者を特定している。ED において財務報告利用
者とされたグループについても、同様の検討をする。
　債権者は、当該企業が期日に債務を果すという約
束を信じて資源を提供し債権者となる。債権者が、
商品や原材料を納入する取引先であれば、その債権
者からの債務は、買掛金として貸借対照表に表示さ
れる。銀行などから資金の貸付けを受けたのであれ
ば、その債権者からの債務は、借入金として貸借対
照表に表示される。債務を約束通りに返済すること
で、企業は債権者に対して正当性を確保できる。債
権者が、債権を提供した後に可能な選択は、当該企
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次の文言である“present and potential investors, employees, lenders, suppliers and other trade creditors, customers, governments and their agencies 
and the public.”
IASC,Framework for the Preparation and Presentation of Financial Statements,1989,para.9。
9 GASB、op.cit,para.56。
IASB “EXPOSURE DRAFT OF An improved Conceptual Framework” OB.2。

11

12
13



業との取引を継続するか、しないかにある。この点は、
EDで削除された財務情報利用者と変りはない。
　「現在および将来の投資家」は、1966 年に公表
された ASOBAT でも会計情報利用者とされ、
IASB のフレームワークでも、ED でも「現在の投
資家と将来の投資家」を、その利用者の最初にあ
げている。
　EDでは、株式投資に着目して解説をしている。株
式投資家は、「投資に対する利益及び提供した現金の
返還を期待して」投資をおこなうとし、「株式投資家
は経営者の決定に投票を行う権利を有しており、従っ
て企業の取締役及び経営者が委託された資産を効率
的かつ利益の生成する形で使用しなければならない
責任をどのように履行しているかについても興味を
有する 14。」としている。ED が、株主の「経営者の
決定に投票を行う権利」として株主権に着目したの
は、IASB が、投資家の関心を「株を買うべきか、保
持するべきか、あるいは売るべきか 15」としている
のに対して大きな進歩である。
　手許資金の投資先として検討している投資家の、
当該企業に対する関係は、ED が削除した会計報告利
用者よりも希薄である。ED が削除した会計報告利用
者の選択肢は、すでに生じた当該企業との関係を継
続するか、しないかの選択である。投資を計画して
いる者は、企業の塀の内に入ったことはない。投資
家の選択は、企業との関わりを始めるか、始めない
かにある。
　株式を購入することで投資家は株主となる。実際
に株主となった投資家の選択の幅は、手許資金の投
資を計画する投資家とは、大きく異なる。会社設立
時に株主となっても、株式取引所を通じて株主となっ
ても、経営者が資本を集める時に、株主と交した「儲
けます。そして配当します。」という約束から関係が
始まり、株式を譲受けた者は直前の株主からこれを
継承する。そして株主となることで、経営者の去就
を決定し、その処遇を決定する権限を手にする 16。
経営者を選ぶことができるのだ。

4
資本と経営の分離

　企業会計の中心にある株式会社制度は、資本と経
営の分離を前提としている。形式的な資本と経営の
分離は、1602 年のオランダ連合東インド会社 
（Vereenigde Oost Indische Compagnie 以下 V.O.C.）
の設立まで遡る。
　経営者になろうとする者は、「利益を獲得する」と
いう約束を株主とする。「利益を獲得する」という約
束をすれば、それが実現するわけではない。利益を獲
得する能力は、特殊な能力である。この時代の株主に
とって「配当」が、「利益」を意味した。「利益」を獲得
できない経営者は、株主の不満を抑えるために社債発
行によって配当原資を得、配当をした 17。更に、
V.O.C. の株主は、実質的に経営者を選任することがで
きなかった。「利益を獲得する」という約束は、V.O.C.
では、検証されなかった。会計が機能せず、V.O.C. の
設立で分離したのは名目上の資本と経営であった。
　産業革命によって大きな資金を投入すれば応分の利
益が見込まれる状況が生まれると、資金調達の方法と
して株式会社が多用されるようになる。南海泡沫事件
やミシシッピ計画、マッチ王と呼ばれたイーバル・ク
ルーゲル（Ivar Kreuger 1880-1932） 18 は、「資本」と「利
益」を混同し、証券発行のたびに受取る収入から配当
と利子を支払った。V.O.C. の経営者が社債発行によっ
て配当原資を得たのと同じ方法である。
　「配当」と「利益」の違いを認識できなかった株主
には、社債の発行や株式の発行により調達した資金
を原資として配当を受けても、配当をおこなう経営
者は、良い経営者であった。
　会計原則は、「利益」と「配当」とを峻別した。そ
の指針となったのが、1936 年に AAA が公表した
“A tentative statement of accounting principles”で
あり、1940 年に AAA の企画によりペイトンとリト
ルトンが著した会社会計基準序説であり、これらを
継承する ASOBAT であった。利益が、資本を減ず
ることなく「配当」にまわすことができる金額であ
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同書, OB.6。
IASC,前掲書,para.9(a)。更に「配当が可能かを判断する」ともある。
会社法329条で、経営者は株主総会の決議により選任されると規定され、会社法361条でその報酬が、株主総会の決議により定められるとしている。
大塚久雄『株式会社発生史論』中央公論社,1954,p.450。
なお、V.O.C.の年次株式配当率は24%であった。同書,p.420。
クルーゲルは、当時生活必需品であったマッチの製造業の国際的トラストを構築した。
大野功一訳, プレヴィッツ・メリノ『アメリカ会計史 : 会計の文化的意義に関する史的解釈』同文館出版, 1983,p251。
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ると会計原則が知らしめた。株主にとっての「利益」
が「配当」であった時代は終わった。名目的な資本
と経営の分離から 334 年が経過していた。人々の間
に会計原則が広く知られ流通するようになり、株主
は「配当」の原資となるべき「利益」を会計情報を
通して見ることができるようになった19。
　会計基準序説では、資本と経営の分離を会計の重
要性を増大させた原因であると指摘した 20。これに
続けて会社経営の公共的性格についても論究し、期
間利益が経営者の利益獲得能力あるいは、企業のお
こなう事業の社会的な需要を表章するのだと指摘し
た21。
　株式会社が、資本を必要とするのと同様に必要と
するのが、よい経営者である。よい経営者とは、利
益を獲得する能力を持った経営者である。よい経営
者を見出せれば、株主は利益を手にする。悪い経営
者に経営を任せると、株式は紙クズとなる。会計報
告により、株主は経営者の能力を評価することが可
能となった。
　会計報告により株主は、経営者を再任するか、解
任するか、を判断する。経営者が継続的に利益を獲
得しているのであれば、再任した後も利益を獲得す
ることが期待できる。株主は再任を積極的に検討す
る。損失を報告するのであれば、新しい経営者に委
ねる。会計原則を多くの人が知ることで、手に取っ
て吟味することができない経営者の利益獲得能力を
期間利益を通して見えるようになった。株主の経営
者を見る目が、開かれた。
　企業会計は、複式簿記によってその行為した目的
と結果を記録する。それらの記録は、経営者が利益
を獲得とするという株主と交した最初の約束に忠実
であったかを、期間利益に集約する。信用は約束を
守ることから生まれる。期間利益は、株主と経営者
の交した約束の結果を明らかにする。
　市場で取引をおこなうことは、神農が始めたとさ
れる 22。市場での取引が始まった頃の商品は提供さ
れてすぐ利用され、すぐにその評価を受けた。爾来、
市場で取扱われる商品は、多様化した。商品の取得

と商品の利用と商品の評価が、異なった時点でおこ
なわれる商品も出現した。株式という商品も、取得
と異なった時点で取引の評価がおこなわれる。取引
の評価をおこなうタイミングの一つが、会計報告を
受けた時点となる。
　ミーゼスは、「取引に参加する者は、受け取る物と
手放す物との評価をおこない、手放す物よりも受け
取る物を高く評価した場合のみ取引が成立する 23。」
と指摘し、これを「カタラクティクス（Catallactics）
の理論」と呼んだ。商品の取得と商品の利用と商品
の評価のタイミングが異なっていても、よい取引で
あれば、取引当事者の両者の「ありがとう」の言葉
で取引は終わり、そして繰返される。
　各個人は、全てのことに通じることができるほど
時間にも能力にも恵まれてはいない。人間は協働に
よって社会を形成し、様々な才能を持つ人々のその
才能から生み出された生産物を交換する。人々がそ
れぞれの能力を発揮する分業と、その生産物の私的
所有を前提とすることで、自発的に取引がおこなわ
れ、豊かな生活を享受する24。
　取引がおこなわれる市場は、「人とは異なる能力を
評価する」場である。「ありがとう」の言葉で取引は
終わり、そして繰返される取引が、人々に豊かな生活
をもたらした。「連鎖するありがとう」から富が生じる。
　広く会計原則が流布することで、経営者は株主が何
に着目して経営者を評価するのかを認識するように
なった。利益を獲得した経営者は、適切な評価を受け、
継続して経営に携る。損失を計上した経営者は、解任
される。過去の実績を評価して、適切な経営者を選任
できるのは、現在の株主の外にはいない。株式会社は、
良い経営者を見出す会計制度が機能して、継続して製
品やサービスを提供することが可能なのだ。
　ASOBAT、IASB そして ED は、企業の公的な性
格に配慮するあまり、会計情報の利用者を、「将来の
投資家」まで広げて現在に至っている。資本と経営
が分離した株式会社制度において会計情報の利用者
として、最初に指名されるべきは現在の株主であり、
将来の投資家ではない。同様に潜在的な投資家は、
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この頃の消息は、奥山正剛教授（沖縄大学）のペイトンに関する一連の研究に詳しい。
中島省吾訳,ペイトン・リトルトン『会社会計基準序説』森山書店,1958,p.1。
中島省吾訳,同書,pp. 3-5。
吉田賢抗,前掲書, pp.17-28。
村田稔雄訳,ルートヴィヒ・フォン・ミーゼス『ヒューマン・アクション 人間行為の経済学』 春秋社,2008,p.363。
ミーゼスは，生産手段の私有と分業という二つの条件の上に交換（カタラクティクス）が成立すると指摘した。
村田稔雄訳,同書,p.687。
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株主に次ぐ二次的な利用者の更に後に指名されるべ
き会計情報利用者にすぎない。

　5
主権と権力の分離

　市場での所有と経営が分離してから 191 年後、統
治形態においても主権と権力が分離した。その象徴
的な出来事が、1793 年 1 月 21 日のルイ 16 世の処刑
である。ルイ 16 世の首と胴体の分離は、主権と権力
の分離の象徴でもあった。
　他人が持っている物を、手に入れるには二つの方
法がある。一つは、取引を申出るのである。もう一
つは、ほしい物を持っている人から奪うのである。
　主権者が持つ力は、この略奪をする力である。専
政制においては、唯一人の人物が主権を持ち、権力
を行使した。市民革命は、専政君主から主権を取戻
す過程でもあり、主権は人民全体の物となった。統
治形態の専政制から民主制への移行である。
　1215 年のマグナカルタは、王の決定だけでは税金
を集めないとした。貴族の承諾をもって税が課され
る。主権者であり権力者であった王の権力の濫用を
抑止するために、マグナカルタは定められた。権力
者の権力の濫用を抑止するのは、今も変らぬ法の重
要な機能である。
　米国独立運動の中で繰返された「代表なければ課
税なし」は、1776 年の独立宣言において独立の一要
因として記された。1789 年のフランス革命の人権宣
言は、「税の負担には人民の承諾が必要だ」と税を払
う要件を明らかにした。承諾があって、税は負担さ
れる。財政法や地方財政法が、公債の発行や借入金
を禁じるのは、その返済の原資となる将来の税金を
負担する将来世代の承諾がないからである。
　承諾の機会のない者から税を徴収することは、民
主主義の原理に反する。民主主義の下で財政を預か
る者が守るべき約束は、均衡財政を維持することで
あり、別の言い方をすれば「子供にツケをまわさない」
ことである。
　経営者の守る約束は「利益を獲得する」ことであった。

企業会計は、経営者の約束を守る能力を見えるように
した。政府会計も、税の運用を委ねられた者のこの約
束を守る能力を見えるようにしなければならない。

6
公会計原則の要諦

　会計は、仕事を委ねた人が「この人でいいのか」
と評価し処遇する機能を持っている。企業会計にお
いては、会計原則を株主と経営者の間で共有するこ
とで、「利益を獲得する」と約束した「利益」とは何
かという概念を共有した。株主が何に着目している
かを、経営者は知った。
　経営者に株主の視線の先にあるもの知らせること
で、株主は能力のある経営者に資本を委ねることに
成功し、能力のない経営者を排除することに成功し
てきた。その流れは、決してスムーズなものではな
かった。名目上の資本と経営の分離から、経営者が
約束する利益に一般的な解釈が与えられるのに、330
年余りの時間を要した。もちろん、その間には、経
営者の行為の正当性を説明する利益を報告をするた
めの創意工夫をしてきた人々が存在する。
　主権と権力が分離して、217年が経過した。しかし、
日本政府は、1965 年から財政法の禁を破って再び国
債の発行を続けている。地方自治体もそれに習って
いる。納税者の承諾を得ない課税がおこなわれ続け
ている。
　主権者が、合理的に権力者を選任するためには、
企業会計において経営者が株主と最初に交した「利
益を獲得する」という約束を報告したように、「承諾
なくして課税しない」という最初の約束に忠実であ
ることを報告しなければならない。
　政府の会計においても企業会計の後追いが始まっ
た。高い国民負担率と、長年にわたって損なわれた
均衡財政は、税を預けるのに相応しい代表者を見出
すことで改善に転向する。
　政府会計においても、会計情報の最も重要な利用
者が主権者であることを確認することで、有用な会
計原則を規定することが可能となる。
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１
“ファイナンス”という言葉の

感受度（イメージ）

　様々な状況･場面で使われている“ファイナンス
（Finance）”という言葉を聴くときに、聞く人にとっ
てどのようにこの言葉の意味を考えているかは、か
なりのバリエーションがあるように思う。一般的に
というか大衆的にという点でいえば、「フアイナンス」
＝「お金に関すること」であろうか。その他「金融」、「資
金調達」、「投資・運用」、「財務管理」などがある。
我国では、これまでこの言葉は殆ど企業や会社の環
境で使われてきたようで、個人の関連で使われるこ
とは少なかったように思う。ちなみに、米国でよく

学生用のテキストとして使われる「現代ファイナン
ス論」ツヴィ・ボディ、ロバート・C. マートン著、
大前恵一朗訳の第 1 章のなかに、「ファイナンスの定
義」がある。
　「ファイナンス（finance）は、「時間軸上」において、
希少資源をどのように分配するかを研究する学問
である。ファイナンスにおける意思決定と、他の
意思決定の相違点は次の 2点である。
（１）時間軸上の過去から未来に関する意思決定で

あること、
（２）通常、意思決定者やその他の者が、事前にコ

ストや利益を確実には予測できないことであ
る

我国ではファイナンスを考える上で、意思決定者と
してこれまで企業や法人についての側面「コーポレー
ト・ファイナンス」の研究が大勢を占めていたが、
近年もう一つの意思決定者である個人の側面「パー
ソナル・ファイナンス」の研究が始まりつつあるよ
うだ。

2
コーポレート・ファイナンスと
パーソナル・ファイナンス

　我国で「ファイナンス」の意味をこのように使う
といった定義らしいものを私が見聞きした覚えが無
いのだが、ファイナンシャル・プランナーという私
の実務をこなす上で　主に、個人のライフプラン設
計上過去から将来にわたる目標達成のシナリオを描
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くに当ってファイナンス面（資金の調達＝収入＆借
入、資金使用＝費用支出、資金運用＝貯蓄＆投資、
資産管理＝家計管理）でのプランニングが必須用件
となっている。その作業の中で、個人も「企業経営」
と同じく「家計」という経営を行っているという共
通性に留意することになる。ただ、戦後我国の成長
エンジンとなってきた企業活動を中心としたコーポ
レート･ファイナンスのウエイトが高く、「家計」ベー
スでのパーソナル・ファイナンスに対する関心が持
たれることは殆ど無く、従って著述・著書も少ない
のが現状である。我国の企業数が約 591 万社（2006
年現在、総務省「事業所・企業統計調査）あるが、「家計」
を営んでいる「世帯数」は約 4906 万世帯（2005 年現在、
総務省）ある。この世帯がより健全な「家計」を運
営するベースとなるファイナンスの理解と実践がど
れほど重要であるかは論を待たない。コーポレート・
ファイナンスとパーソナル・ファイナンスの認識の
整合性（両者ともに健全であることの必要性認識）
がより必要になるのではないか。

3
企業会計とファイナンス

　企業会計の持つ基本機能には、①記録と表示（財務
状況の動きの記録）②検証と報告（財務内容の正確性
チェックと利害関係者への開示）③徴税者への申告
（納税資料の作成）の 3 つがあると思う。これらの機
能は過去の財務（ファイナンス）の状況を説明して
おり、一定の規範の枠組みで規格化されているので
正確性が保証される条件下では不確実性の要素はな
い。企業会計はこれまでこの 3 つの機能を充足させ
ることが主要業務であり、それに携わる会計士、税
理士もその枠内で各プロフェッションを遂行するこ
とで大半の役割を果たすことが出来ていたように思
う。言換えれば、企業の存立目的の一つに将来にわ
たる「継続性」がありながら、過去のトラックレコー
ドのトレースが会計士の主要業務であり、国の決め
る法制・法律の歴史的な枠組みでもあったのだろう。
　昨今の企業経営を考えてみると、ナショナルフラッ
グ企業とされていた名門企業にあっても、将来を確

実にするものではないことに疑念を挟む余地はない。
さらに不確実で変容の激しい将来に向かってリスク
をとってでも先を読み、存続を賭けて企業経営を続
けなければならない状況である。実務上遭遇するＭ
＆Ａ事例も今後減少することはないだろう。意思決
定者としての企業の時間軸上の過去から未来に関す
る意思決定については、将来価値を推測する作業の
精度が測られねばならない。当然過去のデータ・情
報を参考値とするにしても、それに倍する内外情報
の収集と選択が必要である。さらに各種専門家の参
画も必要とされるだろう。経営者（意思決定者）の
ビヘイビアーに即して、企業会計においても財務
（ファイナンス）についての将来視点の織込みの必要
性がさらに強く要請されるのではないか。内外の企
業の株主や利害関係者の投資ニーズ（将来価値の予
想）に沿う形で企業情報開示が求められるだろうか
ら。意思決定者が将来にわたるコストや利益を確実
に予測することが困難な「ファイナンス」については、
それが故に最近の諸研究では「ポートフォリオ理論」、
「金融工学」等の分野で不確実性に対応する金融技術
や経営・家計の管理用具、ひいては不確実性を一定
条件の下に確実化する金融商品の開発まで急速な進
展を見せている。企業のお金（資金）の流れをウオッ
チし、文書化し、チェックをかける会計士の役割にも、
変化の著しい「ファイナンス」の要素をどのように
適合化させてゆくか、つまり「ファイナンス」の持
つ将来的視点をプロフェッションの有用なコンサル
テイング要素としてどう組込むかが考慮されねばな
らないだろう。それがクライアントの利用価値を高
め、将来のフィービジネスの拡大に繋がるという想
定のもとに。

4
「パーソナル・ファイナンス」と

「会計」

　「パーソナル・ファイナンス」というフレーズは、
現状ではその内容について理解が確立されているも
のではないようだ。コーポレートと対比的に使われ
ることで感覚的な概念として理解されるというレベ
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ルか。パーソナル・ファイナンスの対象とするもの
は個人や、家族（ファミリー）であり法人の「会計」
に当たるものは、「家計」と考えてよい。従って法人
の「会計」と同じく、個人･家族の資金の入口から出
口までの動きを管理する。通常、「ライフプラン」と
いう過去から将来にわたる、或いは生涯にわたる人
生目標の達成を資金面でフォローする計画策定と実
行プランの検討実施、経過チェックを通じて、財産
管理を行う。企業経営のプロセスと基本的に相違は
ない。しかしながらパーソナル・ファイナンスとい
う範疇での研究の歴史は古いものではない。我国で
は古来お金のことを人前で話したり、まじめに取組
むことは品性に欠けることのように言い伝えられて
いるようだが、だからと言ってお金のことを考えな
いでいた人達ばかりではなかった筈。ちなみに、「財
産三分法」のように現在の「分散投資」に当る表現
も残っているし、江戸時代にすでに「米」の先物取
引が行われていたことも分かっている。しかし、大
多数の国民の富の蓄積が十分でなく基礎的な生活資
金の範囲内で思考をめぐらせる状況では「家計」も
狭い範囲（思案）で済んでいたことだろう。「貯蓄」
も節約という努力の度合・多寡でほぼ結果が決まっ
たように思える。翻って、現在の社会環境は国の財
務的規模の増大、個人金融資産の増加、経済･金融環
境変化の早さ、価値観の多様化、国際化、といった
多くの面で多重化が進み、将来を予測することがこ
とのほか難しくなった。それだけに、個人・家族といっ
た単位でも将来にわたる「プランニング」という作
業が「家計」の社会的変化への対応上避けられない。
「パーソナル・ファイナンス」分野での知的財産の蓄
積と技術の開発が強く望まれるようになった所以で
ある。

5
我国の「家計」における

「ファイナンス知識・ツール」の役割

　「家計」を考えるに当って「企業会計」と大きく違
う点は、「家計」には法制化された規約もなく、資金
借り入れなど信用度を示す必要のある場合を除けば

一般的には開示する義務もない点である。従って、
実際に個人や家族がどのようにして「家計」を遣り
繰りしているかの状況の把握は容易ではない。現状
では毎年金融広報中央委員会発行の「暮らしと金融
なんでもデータ」に記載されている家計調査データ、
市区町村で集められる地域住民データ、各種金融機
関研究所の調査結果や相談サービスにより提供され
る個別データ等を参考にすること位が考えられる。
いづれにしても、急激な高齢化社会の出現や長く続
く経済不況下にあって、収入面での「家計」運営は
ますます困難さを増しているものと思われる。一方、
国際的な低金利下にあって貯蓄・投資運用で安全に
利息収入を図ることが困難な上に、リスク（変動幅）
の大きい商品が国内外混在して売り出されている。
こういったハイリスク・ハイリターンの金融商品は
高度な金融工学により設計されたものが多く、一般
的な「家計」の投資運用では商品理解の限度外とな
るものが多い。結果、ハイリターン面だけを判断基
準にして商品選択をするためにプランニング上大き
な誤差を生ずることになる。保険や不動産を含めた
高度な金融商品の設計手法の殆どは海外からの輸入
品であり我国の「家計」感から生まれた投資運用ニー
ズとは現状必ずしも一致しない。このギャップを埋
める手段としては、「家計」の運営手法の改善・開発
と広く「ファイナンス知識」の向上が欠かせないと
いえる。このための有用な技法、ツールの開発と伝
達者の役割が近未来の新たなる視点として考慮され
ねばならない。

6
「会計・家計」と会計士の

プロフェッションについての将来視点

　「会計」と「家計」を共に資金（お金）の入口（調達）
から出口（消費）までの流れ（変遷）の中で、その
役割ごとの過去から未来にわたる形態変化について
の管理手法とみるならば、二つは「ファイナンス」
という共通基盤の上にある。国家を形成する活動細
胞としての企業（法人）と個人・家族の二つの基幹
細胞が健全に活動する環境を維持してゆくために必
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要なプロフェッションの一つとして会計士を見るな
らば、その役割は小さいものであってはならない。
特に、広く利害関係者や投資活動を行う消費者に信
頼されるための職業倫理の遵守が求められる。しか
し、利害関係者や消費者の価値観やニーズの変化は、
ファイナンス上の変化、例えば、ストックオプショ
ンや世界に激震を起こした CDS（Credit Default 
Swap）のような新しい金融商品の出現や金融市場で
の変化に対応した取引ルールの改定などに起因する
ところも多く、従って倫理観もそれにつれて変化す
る。ファイナンスの世界はグローバルな動きが特色
なので国際的な視野での職業倫理の会得も必要とな
る。監査業務自体も過去のデータでの監査だけでな
く将来にわたる環境変化に対応する企業（経営者を
含む）の将来価値の測定など不確実性への対応といっ
た面での弾力性が求められる。さらに、投資運用の
世界では高度な数学的手法で商品開発が行われるた
め、会計処理や実態価値の評価等でファイナンス知
識の習得が基本技能として要求されることになる。
現代ファイナンンス理論の進化は、法人・個人の区
別を超えてリスク・リターンの観点で投資家の意思
決定への関与を強めている。会計士のコンサルテイ
ング能力の質的向上には、進化するファイナンス知
識の装備なくては法人･個人双方の顧客ニーズに応え
られなくなるだろう。翻って、会計業務を主業とし
ている専門家を使う側の企業（法人）について財務・
経理を担当するファイナンス部門の担当者の将来視
点も考えておく必要がある。企業存続を賭けた世界
的なＭ＆Ａの潮流はおそらく今後ともとどまること
はないと考えられるが、対象企業の実態価値を測る
には将来価値の算定が前提になる筈。物的人的要素
に加えて、経営力やノウハウなど知的要素について
将来価値を測定する能力が企業内に蓄積されねばな
らない。外部の専門家に任せるだけではなく企業内
においても外部の専門家（ファイナンス関係＆会計
＆法律）と同レベルのスタッフの養成或いは確保が
経営視点に入っていることが望まれる。

7
「ファイナンス」についての

理解の向上

　我国の個人金融資産の大きさに関わらずその構成
比が、預貯金類いわゆる安全資産の額が過半数をし
めている状況にあって、金融商品の種類は国内・海
外に亙って急速に増加し、就中リスク商品の多様化
は著しいものがある。特に金融派生商品（デリバテ
イブ）を組み込んだものは一般の投資家にとって理
解困難なものとなっている。このような状況で、こ
こ数年金融リテラシー（Literacy）のレベルアップ
が強く叫ばれている。
　特に、低金利状況にあっても個人の間接投資（預
貯金）から直接投資（債券・株式等）へのシフトが
進まない状況をどのように考えるかという問題でも
ある。バブル崩壊後ながらく投資運用環境のキビシ
イ状態が続いており、より高いリターンを求めると
リスクもより高くなることを考えれば、リスクとの
対処法について学ぶことを避けて通れない。このこ
とは、将来に亙る「生活の智恵」という類のもので
あるので、個人法人に関わらず偏見を持たずに知識
を深めてゆくべきことと考える。
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はじめに

　2009 年９月に発足した民主党政権の政策の基本は
「コンクリートから人間へ」であるという。企業の福
利厚生においても、ここ 10 年の間、同じように「ハ

コからヒトへ」の切り替えが進んだ。それは、必然
的に「所有から利用へ」の切り替えも促してきた。
本稿では、この 2 つのトレンドについて確認する。
なお、本稿での福利厚生とは、企業が経営の観点か
ら任意で、在職中の従業員に提供している人事施策
のうち、給与･賞与以外の報酬をいい、法定の福利厚
生（社会保険料の会社負担分など）および退職給付
は含まない。またこのトレンドは日本経団連に加盟
しているようないわゆる大企業の傾向であり、中小
企業まで含んだものではないことも予め付け加えて
おく。

福利厚生費の内訳と推移

　福利厚生の費用面から、その切り替えを確認する。
日本経団連が加盟企業を中心に福利厚生費について
毎年アンケート調査している。従業員一人あたりの
福利厚生費は、2008 年度調査では月額 27,690 円であ
る。その内訳が図表１である。総額の半分弱にあた

る 47.7％が住宅関連費用となってい
る。その 96％が社宅・寮の費用であ
る。社有社宅･寮の減価償却費、修繕
費、光熱費管理費用や、借上げ社宅･
寮の家主への賃借料・礼金･敷金であ
る。入居従業員からの使用料収入は
控除されている。また住宅手当･家賃
補助などは住宅関連費用に含まない。
　つぎにライフサポート費用が
23.5％と 2 割強を占めている。その
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福利厚生のトレンド
～ハコからヒトへ、所有から利用へ～

千葉商科大学大学院
会計ファイナンス研究科教授
㈱ベネフィット・ワン
ヒューマン･キャピタル研究所所長

可児　俊信
KANI Toshinobu

会計＆ファイナンスの軌跡とその新たなる視点
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■1983年東京大学卒業、同年明治生命保険相互会社（現明治安田生命）入
社、1988年渡米、1991年㈱明治生命フィナンシュアランス研究所（現明
治安田生活福祉研究所）出向、2004年㈱ベネフィット・ワン入社（現職）、
2005年千葉商科大学大学院会計ファイナンス研究科教授（現職）。

■福利厚生管理士、米国税理士（Enrolled Agent）、DCプランナー１級、
CFP®

■企業･自治体の福利厚生のコンサルティングに従事。専門誌等への寄稿、
講演多数。

図表1　福利厚生費の内訳

出所：日本経団連「福利厚生費調査」2008年度版



内訳は社員食堂などの給食費用、会社が従業員のた
めに負担する生保・損保保険料、従業員の財産形成
を支援する持ち株会の奨励金や住宅財形をのぞく財
形貯蓄への利子補給などである。育児支援や介護支
援の費用もここに含まれるが、ライフサポート費用
全体の２％程度に過ぎない。
　3 番目は、医療･健康費用で 11.2％と 1 割強を占め
ている。具体的には会社が運営する病院・診療所の
コスト全般と従業員に対する医療費補助の費用であ
る。文化･体育･レク活動の費用は福利厚生費の 8.0％
を占める。福利厚生というと余暇・レジャーのイメー
ジが先行するが、金額のウエイトは高くない。具体
的には、所有する保養所・体育施設の運営コスト、
法人会員となっているリゾート施設やスポーツ施設
の負担金、さらには社内行事費用、従業員の余暇支
援のための補助金である。図表１にて 1.2％を占めて
いる福利厚生代行費は、自社の福利厚生制度の運営･
管理を、他の会社に委託して
いる業務委託料である。
　2008 年度の福利厚生費の内
訳は上述のとおりだが、過去
からの推移を追ったものが図

表２である。1980 年代後半に
福利厚生費総額が急増してい
る。この増加は 96 年度まで続
いた。増加原因は住宅関連費
用の増加である。バブルによ
る地価や家賃の上昇に対して、
会社は社有社宅の新築･増強、
借上げ社宅の会社負担分の増
加という施策で対応したため
である。バブル崩壊後、住宅
関連費用は減少傾向にある。
住宅関連費用は 98 年度では福
利厚生費全体の 54.4％を占め
ていたが、その後、その占率
は低下を続け、2005 年度には
49.4％と 50％台を割り込み、
2008年度には47.7％に至った。
　図表 3 は福利厚生分野別の

金額の占率について、1998 年度と 2008 年度でその
増減を図示している。やはり住宅関連費用が 6.7 ポイ
ントと大きく減少している。文化･体育･レク費用も
0.7 ポイント占率を低下させている。企業が所有する
保養所などの売却･閉鎖が進んだためである。一方で、
医療･健康費用が 4.1 ポイントの増加、ライフサポー
ト費用も 2.5 ポイントの増加、福利厚生代行も同じく
増加している。
　このようなマクロな数値変動の裏にあった具体的
な福利厚生施策の変化をさらにみていく。

社宅･寮制度の改定

　ここ 10 年間のうち前半６年間は、企業収益の回復
を図る「リストラ」が断行された。福利厚生も、そ
の対象となることを免れなかった。大企業にとって
大きな課題は、福利厚生費の半分を占める社宅･寮等
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図表2　福利厚生費（内訳）の推移

出所：日本経団連「福利厚生費調査」をもとに、筆者が作成

図表3　福利厚生分野別の金額シェアの推移

出所：日本経団連「福利厚生費調査」をもとに、筆者が作成



の住宅関連費用の負担であった。社宅・寮関連費用
の削減は、入居者の社宅･寮使用料の負担増または入
居対象者範囲の限定や入居期間の短縮という手段を
用いるが、いずれも現入居者の既得権を大きく削る
ことになるため労使交渉は困難を極める。
　そこで、多くの大企業で導入されたのが、カフェ
テリアプランである。カフェテリアプランは、全従
業員に福利厚生利用金額の枠を付与し、各従業員は
その金額を充当して福利厚生制度を実質的に安く利
用する運営方法である。例えば、10,000 円の宿泊施
設を利用する際に、利用枠から 7,000 円を消化すれば
3,000 円の自己負担で利用できる。カフェテリアプラ
ンの利用枠原資は導入企業の平均で、年間で 50,000
円程度である。この原資は、主に社宅･寮の利用料の
引き上げで調達された。従業員側から見れば、利用
料が引き上げる代わりに、カフェテリアプランから
福利厚生利用枠が付与されることになる。会社側か
ら見れば利用料を引き上げることで社宅･寮関連費用
を削減することができ、同時に従業員に新たな枠を
付与できることになる。まさに福利厚生のリストラ
クチュアリングである。
　こうしてカフェテリアプラン導入と社宅･寮制度の
見直しをセットで行い、福利厚生費の内訳を大きく
組み替え、大企業は住宅関連費用を引き下げた。図

表４は組み替え例である。

ワーク･ライフバランスの推進

　ここ 10 年間の後半 4 年間、
福利厚生の重点はワーク･ライ
フバランス（以下、WLB）の
推進におかれた。
　リストラの断行によって収
益が回復した企業は、次に人
材の獲得による更なる収益の
拡大を狙った。具体的には女
性社員の一層の活用と社員の
生産性向上である。そこで企
業内ではＷＬＢが推進されて
きた。これは、生産性向上を

図るため従業員が最も効率的に働け、かつ業務に専
念できるよう支援する人事政策である。図表５に示
すように２つの柱からなり、１つは就業時間および
就業場所についてのフレキシビリティの確保である。
もう一つは育児支援･介護支援、疾病予防・健康増進、
家族のサポートといった分野における福利厚生制度
の充実である。
　育児支援・介護支援･家族のサポートといった福利
厚生制度は多くの企業において、これまであまり取
り組まれてはいなかった。この分野への福利厚生費
の投入が、マクロ的には図表３の医療健康費用、ラ
イフサポート費用の増加として表れている。結果と
して、この 10 年間に社宅･寮、保養所などのいわゆ
るハコモノ中心の福利厚生から、WLB 推進として従
業員の生活を支援する福利厚生へと切り替えられて
きた。

所有から外部リソースの利用へ

　福利厚生におけるハコからヒトへの切り替えは、
所有から利用への切り替えを促進した。アウトソー
シングである。アウトソーシングは、1990 年代中頃、
普及したもので、自社で経営リソースを所有するの
ではなく外部リソースを利用しようとするもので、
業務の選択と集中を行い、本業は自社リソース、ノ
ンコア業務は外部に委託しようとする経営の手法に
マッチした。
　企業内のシステムインフラ部門において外部リ
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出所:筆者が作成

図表4　福利厚生の組み替え例



ソースを活用するだけでなく、人事･総務部門におい
ても同様の動きが強まり、給与計算、経理業務、社
宅の管理や福利厚生の提供まで、外部委託する傾向
が強まった。
　WLB 推進に資する福利厚生制度は、従業員が利用
できる全国の託児施設･育児サービス、介護サービス
業者や医療機関または専門性のある相談サービスな
どであるが、これまで企業内に蓄積の少ないノウハ
ウである。よって企業が独自に提携するより、すで
に提携ネットワークを持つ外部の福利厚生業者を経
由して利用するのが時間とコストを節約できる。
　またリストラの過程で自社の保養所なども売却･閉
鎖が進んだ。特に金融機関は公的資金の注入を受け
ていた時期に、こうした施設を売却していった。こ
れらは所在地域が片寄ることから、地方勤務の従業
員にとっては不公平感があった。リゾートホテルの
法人会員となる企業もあったが、福利厚生業者がも
つ全国の宿泊施設のネットワークを利用する企業が
増えてきた。
　カフェテリアプランの運営も外部委託を前提にし
て普及した。カフェテリアプランは個々の従業員の
利用枠を個別管理する。またどの従業員のニーズに
も対応できる福利厚生制度（カフェテリアプランで
はメニューと呼ぶ）を豊富に整備する必要性がある
ことから、そのノウハウとメニューインフラを持つ

外部の福利厚生業者に委託している。
　このように福利厚生について自社で施設を所有す
る、または自社で提携ネットワークを構築するので
はなく、そういったものを保有している外部業者を
利用する流れが強まった。2009 年 4 月時点では、福
利厚生アウトソーシングを契約している企業･団体は
約 16,000 団体、利用対象従業員･職員数は約 1,168 万
名とされている（「旬刊福利厚生」2009 年 4 月 28 日
号より）。これは民間･官公庁で働く正規従業員数約
3,700 万名の３割に相当する。

おわりに

　今後も福利厚生は、経営環境の変化に合わせて進
化を続ける。福利厚生は社宅などの従業員満足度向
上策から、育児･介護支援など就業環境の整備策に重
点が移ってきた。今後は一段とインセンティブ性を
高めた報酬として、福利厚生が提供されていくと思
われる。企業の報酬制度には中期間を対象とするも
のがない。賞与が半年間の成果に対する報酬とすれ
ば、それより長い期間の成果に対する報酬は退職給
付しかない。その間を進化した福利厚生から報酬を
提供する。それが従来にないものであれば、企業は
自社でそのインフラを整備するのではなく、外部委
託することになる。
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出所:筆者が作成



[No.29]26

東洋大学大学院経済学研究科博士後期課程修了、博士（経済学）
日本財政学会理事、市川市行財政審議会会長、学校法人千葉学園評議員
専攻は、財政学、租税論、包括的所得税の実行可能性追求がライフ・ワーク
著書に、『カーター報告の研究 ―包括的所得税の原理と現実―』五絃舎、
『租税論研究 ―課税の公平と税制改革―』五絃舎（共編著）など

プロフィール

庭木の風景

　夏の芝庭全景　左が金木犀、右がグリーンコーン、石畳沿いの低木がカルミアと金糸梅
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昨年の年末に、長年住み
慣れたマンションからさ
さやかな庭のある一戸建

てへ引っ越した。きっかけは、私
自身が小学生の頃から自室のある
環境で育ったので、同じ環境を子
供達にも与えたいという親心から
であり、将来、娘二人の子供部屋
を手狭なマンションでは確保でき
ないからである。正直なところ、
引っ越すまで草花、庭木はおろか
植物にはほとんど関心がなかっ
た。常緑樹と落葉樹、一年草と多
年草の区別や存在すらも知らなか
ったほどである。車数台分ほどの
ささやかな庭の出現に私の生活は豊かな気分にな
っていく。週末に園芸センターに行って、花木の
苗を見たりするのが楽しくなり、土にふれること
で楽しい気分になるのである。

１．芝張り

　芝庭の中にヨーロッパの石畳の小路をあしらっ
た庭は自分でデザインした。石畳は実際にベルギ
ーで使われていたものである。昨年のＧＷの直前
に、植木職人と一緒に、私と小学校２年生の長女
由実枝、幼稚園年少の次女　彩果が芝張りをした。
子供達には、芝庭がどのようにして出来るのかを
体験させたかった。妻　京子は見学である。芝は日
本芝（姫高麗）で、耕してならした土の上に切り
芝を張っていく。少し間隔を空ける目地張りにし
て、目土で埋めながらならしていく。子供達は物
珍しかったのか、最初の頃は争うように張ってい
たが、あるとき由実枝がキャーとスッ頓狂な声を
あげて芝を放り出し、家に逃げ帰るように入って
しまった。その芝を見ると、たくさんの蟻がい
た。

　芝の手入れのコツは、水やり、芝刈り、雑草抜
きの三拍子である。水やりは、思いのほか楽しか
った。拡散ノズルの着いたホースで芝に水を掛け
ると、スーと染み込んでいく感覚がなんとも心地
良いのだ。まさに、真夏の運動の後に水が腹に染
み込むような爽快感とでも言おうか。コンクリー
トに水を掛けるとバシャバシャと撥ね返るのと対
照的な感覚である。最初の頃は子供達とホースを
取り合いになったが、そこは子供、三日坊主であ
る。芝の水やりは私の日課になった。
　芝張りをして１ヶ月ほど養生した頃、最初の芝
刈りの時期が来た。芝は刈ってやる事で活性化
し、生い茂っていき、地中で横にも茎を伸ばし、
目地の隙間を埋めていく。鎌で刈る程の意気込み
はなく、棒の先に付いた円盤状の刃が回転する仕
組みの家庭用電動芝刈り機を購入した。ガガガー
と刈るのが、これまた意外と楽しく私の日課とな
ったが、刈った芝の後の掃除が大変な作業であ
る。それと、縁石と接している部分は手作業の鎌
でしか刈れない。最初、私が四苦八苦している
と、見かねたのか、頼んだわけでもないのに妻が
出て来て、丹念に雑草を抜きながら長時間を掛け

　春の芝張り　子供達が奮闘

一
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て掃除してくれた。妻は、編み物などの手芸が趣
味で、本人曰く、チマチマと手間暇掛ける単純作
業が性に合っているらしい。かくして、わが家の
芝庭は自然に夫婦で力を合せてキープしていくこ
ととなった。いつまでも、枯らさないようにした
いものである。
　ところで、マンション住いは５階だったせいも
あり、蚊とはほとんど無縁であった。ところが、
庭があるとこれでもかというぐらい蚊がいる。夏
の夕方など、ちょっと水やりをする程度の時間で
ボコボコになるほど刺される。そこで、暑いのに
長袖をきて、ブタの蚊やりを従えて庭に出るが、
有効な対策としては力不足である。考えて見れ
ば、土があれば、木が育ち、花が咲き、作物が実
り、そして生き物もいるに決まっている。雀が金
木犀の葉を啄ばみに来たり、芝刈りをしていると
バッタが跳ねたり、柚子の木に揚羽蝶が飛んで来
たり、真夏には蝉が鳴き、トンボやカマキリも見
かけた。

２．庭木

（1）芝庭

　限られたスペースにあれも植えたいこれも植え

たいと、植物の本を山のように買
い込み研究した。気に入った木を
研究ノートに書き出していく。職
業柄、この手の作業はお手のもの
である。庭道具にも凝り、ネット
で道具のカタログを見ていると、
横ではまたかというような雰囲気
で妻はあきれ顔である。ちなみ
に、英国ブランドのステンレスが
キラッと光る埴裁専用スコップが
お気に入りである。
　シンボル・ツリーには、金木犀
（キンモクセイ）を選んだ。秋、

金木犀がつぼみを付け始めたので、今か今かと毎
日やきもきしていると、10月中旬のある朝、一夜
にしてオレンジ色の小さな花で満開になり甘酸っ
ぱい芳香を放った。それから、２週間ぐらいの

　6月　金糸梅が黄色い花で満開

　8月　花壇のひまわり、蔓を伸ばした朝顔、鉢植は月桂樹

●─E S S AY ─●
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間、散歩をしていると金木犀の香
りが街のあちこちでした。キャン
パスの北門でも香りがしたので、
見上げると高く成長した金木犀が
あった。南側の隣家との生垣にコ
ニファー（グリーンコーン）を５
本植えた。近年コニファーは芝と
の相性も良く人気である。グリー
ンコーンは台風の強風で前後左右
に激しく揺れても倒れなかった強
い木で、真冬でも豊かな緑色を保
っている。石畳の小路に沿って低
木のカルミアと金糸梅（キンシバ
イ）を互い違いに植えてみた。金糸梅は初年度か
ら黄色い花を多数咲かせたが、ピンクの花を咲か
せるはずのカルミアは昨年末になってからやっと
今年咲く花の芽を付けた。ちなみに、芝庭の木は

すべて常緑樹である。
　庭木の剪定も、徹底的に研究した。木によって
剪定の時期や方法が全く異なるのが、またおもし
ろい。花を咲かせ実を付けるために、なぜこの部
分の枝を切ると良いのかを知る度に、興味は増す
ばかりである。学問と同じで、何事も「なぜ
か？」と考えることが重要である。

（2）鉢植

　庭にはウッドデッキを設えた。木はアマゾン川
流域原産の熱帯林でイペというアイアン・ウッド
を選んだ。桧や杉などの日本の木と違って、重
く、硬く、密度が濃いのが特徴である。大工職人
が鋸で切っていると、バキバキと頻繁に刃が折れ
る。まさに鉄のようである。一昨年末、引っ越し
たのがちょうどクリスマスの時期だったので、ツ
リーとしてイチイ（一位）の鉢植を置いた。その
後、甘い香りを放つ月桂樹とレモンの鉢植を追加
した。月桂樹の葉は香辛料として有名であり、煮
込み料理に重宝する。レモンは３個の収穫があっ
た。北側の駐車スペースの隅には、地面のコンク
リートをくり抜く形で鉢型を作った。ここには、
トキワマンサク（常磐満作）というユニークな名
前の木を植えてみた。イチイは何も手を掛けない
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のに力強く、二回目の昨年のクリスマスでも子供
達が折紙などでいろいろな飾りを作り、綺麗に飾
りつけられ活躍した。

3．遊歩道と裏庭

　裏庭は東側向きで、練馬区の遊歩道に面してお
り、外周４キロの光ヶ丘公園まで10分ほどで歩い
ていける。小さい子供がいるので、この土地を購
入する際に気に入った要素のひとつである。家の
東側は大きなガラス張りになっていて、植裁が目
隠しを兼ねており、桃、モミジ、柚子、ハゼノキ
（櫨の木）、ネムノキ（合歓の木）の５本を植え
た。桃は妻が好きな花なので選んだが、桃色の花
が咲くものとばっかり思ったら、白桃だった。ハ
ゼノキは紅葉を代表する落葉樹であり、実際秋に
なってみるとモミジより綺麗だった。ネムノキ

は、昼間開いている葉が夜にはピタッと閉じる不
思議な木だ。昨秋、柚子には二つの実がなった。
ある日、柚子を見ると揚羽蝶の幼虫がいた。子供
の頃の記憶で間違いない。試しに、棒で突っつい
てみると、赤い触角を２本出し、子供の頃に嗅い
だ記憶のある独特の臭いがした。私は、なんとな
く嬉しくなって、「由実枝～」と娘を呼んで教え
てやると、キャーと叫びながら一目散に逃げ出し
てしまった。私には娘しかいないので、この時ば
かりは少しだけ寂しい気がした。

４．草花と子供

　枕木で作った花壇に、子供達と草花を育てるの
も大きな楽しみである。昨年の春は、朝顔の種を
鉢に、花壇にはひまわりの種を蒔いた。朝起き
て、「由実枝、ひまわりの水やりは？」と大声で
言うと、お尻の重い長女も庭にすっ飛んでいく。　10月　金木犀がオレンジ色の小さな花で満開

　　　　左はイチイの鉢植

　11月　裏庭にあるハゼノキの紅葉が美しい、ポツンと見えるのが柚子の実
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ある朝、「おとうさん、来て来て！」、と今度は
由実枝が大声を出す。花壇に行って見ると、ひま
わりの芽が出ていた。それからは、双葉になっ
た、つぼみが出来た、花が咲いた、とその度に大
騒ぎである。草花を子供と一緒に育てることは、
親子のふれあいに非常に良いと実感した。昨年の
冬には彩果も加わって三人で花壇と鉢にチューリ
ップの球根を30球植えた。今風に八重咲きの花が
咲く品種で、春の到来が今から楽しみである。
　私が草花を育てるのも、子供の頃の朝顔やヒヤ
シンス以来である。夏の定番は日々草とインパチ
ェンスであろう。水さえやっていれば、５月から
11月ぐらいまで半年間も色とりどりの花を咲かせ
てくれる。ところで、摘心や切り戻しといった園
芸の技には恐れ入った。たとえば、朝顔も大きな
花を咲かせるためには、本葉が８枚の時に下から
５枚目の本葉の上で先端をチョキンと切り（摘
心）、脇から何本も出て来た蔓の中で一番元気な
一本のみを育てる。また、私が気に入った夏の花
に小さな花を多数咲かすトレニアがあるが、最初
にある程度咲き終わった頃、半信半疑で切り戻し
をしてみた。せっかく、まだ花が咲いているのに
花どころか茎の方まで短く切り詰めてしまう。書
物によれば、１ヶ月程で再び花が咲くと書いてあ
る。果たして、１ヶ月後50以上の花を付けて満開
になった。トレニアは一年草であるが、苗の頃に
まず摘心し、花が咲いたら切り戻して、何回も満
開を楽しむことができる。このように、植物は手
間暇掛けないとうまく育たないのだが、それは子
供とまったく同じであろうか。

５．土の恩恵

　私が幼少の頃、母に、「僕が大きくなったら白
い家を建ててあげる」とよく言っていたのを覚え
ている。半世紀経って、その家の庭で私が土いじ
りをする姿を亡き母が見たら、さぞびっくりした

ことだろう。母は古流生花の師範をしていて自宅
で生花教室を開いていた。私が子供の頃、母の稽
古に連れていかれて、子供の私もとなりで剣山に
草花の切れ端を生けて遊んでいたのを懐かしく思
い出す。
　近年、土いじりがメンタル面に良い影響を与え
るとの研究成果が発表されつつある。いわゆる癒
し効果があるのだろうか。私の友人の内科医は、
土いじりをするとよく眠れると言う。私自信、数
年前に持病の痛風がストレス過多で悪化し、不眠
ぎみになったことがある。そういえば、新居に引
っ越して一年が過ぎ、いつの間にか体調が良くな
り眠れるようになった。たしかに、花壇の空き隅
にあれを植えたい、これを植えたいと考えたり、
毎日の水やりで少しずつ大きくなるつぼみを見た
りすることが楽しく、日頃のストレスもふっ飛び
そうな気がする。水やりをさぼると夏などは覿面
にしっぺ返しがくる。そう、植物は生きているの
だ。
　今年のお正月に大学院時代の恩師を我が家へお
招きした。先生の、「君は今、人生のプライム・
タイムだな」という言葉が胸に染み込むように響
いた。人の一生はあたかも植物のようだ。種を撒
き、水と肥料をやり、つぼみを付け、花を咲か
せ、そしていつの日か枯れていく。恩師の言葉を
真に受けると、私は人生の花をちょうど咲かせて
いる時期ということかもしれない。もし、そうな
ら水切れを起こさないようにして、一年でも長く
花を咲き続けさせたいと思う。
　最後に、亡き父と母に息子が建てた庭木のある
家を見て欲しかった。そして、なによりも母に孫
の顔を一目でも見せたかった。両親が草葉の陰で
きっと喜んでいるに違いないと思い、一日一日を
家族と共に大切に生きていきたいと思う。
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はじめに 
－ 溢れるばかりのポイントカード －

　航空会社のマイレージカードにクレジットカード、
家電量販店に、レンタルビデオ店、スイカやパスモ
の交通系に、美容室、スーパーマーケットやドラッ
グストアのポイントカード･･･。
　日本のポイントカードの発行枚数は推定で 10 億
枚を超えるとも言われ、ある調査によれば成人女
性一人当たりのポイントカード保有枚数は 10 枚を
超えると言う。1 ポイント 1 円で換算した場合、そ
の発行額は 1 兆円を超えるとも言われており、正
確に金額を捕捉することも難しく、現在も拡大を
続けている。
　気がついてみれば、我々の消費のシーンでは、リ
アルの店舗での買物はもちろんのこと、飛行機に乗
る場合でも、ホテルを予約する場合でも、ネットで
の買物でも、ほとんどの場合、利用実績に応じたポ
イント還元や割引サービスを受けており、大抵の場
合は会員登録、ユーザー登録を行なって、この種の
サービスを受けている。まさに溢れるばかりのポイ
ントカードに囲まれて我々は生活しているのである。
　本稿は、このシステムの効用と限界について、理
論的先駆者であるブライアン・ウルフ氏の提唱した
理論に基づき、食品スーパーマーケットの実際の数

値を用いて検証しようとするものである。

ポイントカードの機能

　ポイントカードの主要な機能の一つは、販促を目
的としたものである。
　購買金額に応じてポイントを付加する方法は、古
くから商店街などでも「スタンプサービス」として
定着しており、台紙がいっぱいになったら商品券や
カタログ商品と交換できる制度もあった。「たくさん
買ってくださるお客様にはより多くのサービスをし
よう」という考え方はお店側にも顧客側にもメリッ
トがあり、煩雑ではあったがスタンプサービスは広
く小売業に浸透していた。
　それが 1995 年以降の急速な IT 化の進展によって、
さまざまなテクノロジーが生まれた過程で、スタン
プカードはバーコード型や磁器タイプ型のポイント
カードに切り替わっていったのである。
　それに加えて、これまでスタンプを押していたの
では、「どの顧客にどのくらいの頻度でスタンプを押
したのか」を知るすべもなかったものが、カードと
なることで顧客の購買記録を詳細に把握することが
可能になったのである。これによってポイントカー
ドはもう一つの機能とも言うべき、「購買データの蓄
積・分析活用」というフェーズを得ることになった

食品スーパーマーケットにおける
ポイントカードシステムの効用と限界

最新
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のである。

FSPとは

　FSP（フリークエント・ショッパーズ･プログラム）
という概念はこうした背景の中から生まれ、1998 年
に出版された『個客識別マーケティング』（ブライア
ン・ウルフ著）によって、欧米のスーパーマーケッ
トにおける詳細な事例と共に紹介されたのであった。
　それまでも小売業者は POS レジの普及によって、
単品データ（いわゆる POS データ）を蓄積・活用す
ることは出来ていた。それによって売れ筋・死に筋
の見極めを行なっていたのであるが、ポイントカー
ドの登場によってそうした POSデータに加えて、「誰
が（どの顧客が）いつ、どの商品を購買したのか」
を把握することが出来るようになり、頻繁に買物を
してくれる個客は誰なのかを識別することが出来る
ようになったのである。
　1998 年当時 日本の小売業界は、大型店舗の出店を
規制していた「大店法」の段階的廃止という規制緩
和の真っ只中にあり、店舗間競争が激化していた時
期でもあった。このため多くの小売業者は「顧客を
識別して、上得意客を囲い込もう」という思惑を持
って、スタンプカードサービスをポイントカードシ
ステムに切り替えていったのである。

ワイズマートの特徴と
FSP導入の背景

　株式会社ワイズマートは、市川市・浦安市・船橋市・
江戸川区・足立区など湾岸ベイエリアを中心に 36 店
舗の食品スーパーマーケットを展開する会社である。
店舗の特徴は比較的小さな売場面積で駐車場も少な
く、半径 500m から 1km 圏内に住むお客様を対象と
した小商圏ミニスーパーであり、『お客様の身近な冷
蔵庫代わりでありたい』を企業理念としている。
　顧客は自転車もしくは通勤帰りの徒歩で来店する
場合が多く、買上点数も少なめのリピート客中心の
多頻度来店型店舗であると言える。

　1990 年代後半からの規制緩和による競争激化の局
面で、弊社が採用した戦略は、「いかに近所のお客様
にファンになっていただくか」ということであり、
顧客との様々なリレーションシップの強化に着手し
たのであった。その一環として「ワイズカード」は、
お買物 100 円（税抜）に付き、1 ポイントを付与す
るポイントカードシステムとして 1998 年 7 月にサー
ビスを開始したのであった。
　サービス開始に当たっては、ブライアン・ウルフ
氏の著作を通して欧米企業の事例を学んだ他、日本
国内の先行事例も研究した上で、「このシステム導入
によって何を目指すのか」を明確に定義した。それは、
購買額の 1％を顧客にポイントとして還元するとい
うことは、当時年商 180 億円の当社にとって 2 億円
近い経費の支出を意味するものであり、システム構
築の費用も 1億円以上必要となるからであった。

顧客は平等ではない

　ブライアン・ウルフ氏は著書『個客識別マーケテ
ィング』の中で、「すべての顧客は平等ではない」と
いう概念を紹介している。ゆえに、「顧客の多様性を
認め、顧客を識別し、それぞれに応じた販売条件を
適用することを戦略的に取り組むべきである」と提
唱したのであった。
　具体的な事例でこの概念を検証してみたい。
（1） ポイントカード会員の購買額は把握できる。
　ポイントカードシステムは「どの地区にお住まい
のどの会員様（年齢・性別）が、どのお店に、いつ
ご来店され、どのような商品を、いくらでいくつお
買い求めいただいたのか」が瞬時に記録され、デー
タベースとして蓄積される。こうした会員 ID 付きの
明細単品データを FSP データと呼ぶが、データ活用
分析の切り口は多様に考えられる。ここではシンプ
ルにこの店舗にとっての上得意客（ベストカスタマ
ー・フリークエントショッパー）について考察したい。
　表 1 は、弊社の実際の店舗でカード導入から 2 年
ほど経過した店舗でのカード会員の購買ランキング
表である。
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　駐車場のないこの店舗でトップのお客様は月間 34
回来店され 22 万円以上の買物をしていただいてお
り、大変にありがたいお客様であることが認識でき
る。この店には当月、6,023 人の会員様が来店され、
お買物をしていただいたが、この 6,023 行のデータを
10 のグループにまとめて分析する手法が表 2 のデシ
ル分析表である。

（2） 「顧客は平等ではない」
　各デシルには 600 人の会員がおり、その平均値を
デシル毎に比較をしてみる。
　来店 1 回当たりの購買額はトップ層の 600 人の平
均が 2,118 円であり、徐々に金額が下がり、最下層に
なると 646 円となる。食品スーパーマーケットの商
品 1 品当たりの単価はおよそ 200 円であり、トップ
層が高単価の商品を購入しているのではなく、200
円単価の商品を 10 点以上購入していることを表し、
最下層は 200 円単価の商品を 3 点ほどしか購入して
いないことを示している。
　次に来店回数の平均値を見てみるとトップ層は月
に 18.5 回来店するのに、最下層では 1.52 回しか来店
されない。この 6,023 人が当該月度に購入したレシー
トを全て保管していたと想像してみて欲しい。トッ
プ層の持っているレシートは 10 点以上の商品を購入
しているゆえに長く、しかもその長いレシートを一
人平均 18.5 枚も持っている。最下層のグループは一
回の購買が 3 点ほどで短いレシートであり、しかも
それを 1.5 枚しか持っていない。それぞれのグループ
の持っているレシート全てを机の上に山としたもの
が、そのグループの購買金額の累計であり、トップ
層と最下層では差が歴然と表れる。最下層を 1 とし

表1

表2　200X年2月度 A店のカード会員様6,023人のデシル分析

A店の特徴：
ワイズマートの中では、平均より少し小さい店舗。
駅から徒歩5分で駐車場はない。
この他にカードを持たない非会員の売上がある。
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（出所）ワイズマートA店のデータを基に筆者が作成

（出所）ワイズマートA店のデータを基に筆者が作成



たとき、各層との乖離がどれほどあるのかを表した
のが最下層倍率であり、購買額の倍率は 40 を超える。
これがブライアン・ウルフ氏が主張した「顧客は平
等ではない」という現実である。
　私たち小売業者はこの現実に気づいていない。「上
位 30％の顧客で 70％近い売上を上げている」という
風説を聞きながらも、ここまで差があることをデー
タを前に愕然とするのである。
　トップ層に属するお客様 1 人が、お店や商品・接
客応対に何らかの不満を抱いてこのお店の利用をや
めてしまった場合、このお店は、あまり来店されな
いお客様 40 人を失うのに等しいことなのだ。
　やっかいなのは、お店側には、日々来店される
2,000 人 3,000 人のお客様を誰がデシル 1 のお客様で
上得意客なのかを識別することができない！という
ことである。大切なお客様を失うかも知れないのに
…。

顧客は流出している

　ブライアン・ウルフ氏の次なる主張は「顧客は流
出する。ゆえにその維持を図るプログラム、とりわ
け上得意客を維持するプログラムが重要である。顧

客の行動は見返りに左右される」というものである。
　まずは、顧客の流出の実態を前出の店舗の事例と
して見てみたい。前出の表 1 のベストカスタマーの
表は特定の 1 ケ月間を捉えたものだが、この顧客が
過去 1 年間どのような買物をしたかを時系列でみる
ことができる。それが表 3である。
　購買額第 1 位の顧客は、前年同月よりも購買額を
増やしており、月毎のバラツキはありながらも安定
した購買を当該店舗で行っていることがわかる。し
かし、第 2 位の顧客を見ると、3 ケ月前には一度も
来店されておらず、第 5 位の顧客は昨年同月には当
該店舗を全く利用していないこともわかる。この表
では購買額上位順に並び替えたために、前年より購
買を増やしている顧客が目に付くが、これを購買額
下位順に並び替えてみると全く逆の現象が現れ、い
かに多くの顧客が最近になって店舗の利用をやめて
しまったのかが理解できる。
　次に、ブライアン・ウルフ氏は「顧客は転職・移
住などの理由も含めて、毎年 20 ～ 30％があなたの
店舗での買物をやめている。問題はその中にどれく
らいの上得意客が含まれているかを識別し、できれ
ばその理由を尋ね、対策を講じるべきである」と指
摘している。そのために以下のレポート作成を推奨

表3　上位顧客の過去からの購買状況推移
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している。それが「顧客維持展望レポート」であり、
ワイズマートにおける具体的な事例は表 4 のとおり
である。
　200X 年 2 月度に買物された顧客が 1 年後の 2 月度
にどのような購買をしているのかをマトリックスに
したものである。
　例えば表中の①のセルは、200X 年 2 月度に 40 千
円以上の買物をされた A ランクグループの顧客 263
人中、1 年後の 2 月度にもほぼ同額の A ランクの買
物をした人数が 132 人であることを表している。こ
れを維持率と呼べば、半数の顧客は 1 年後も同額の
買物をされていることがわかる。しかし、②のセルは、
200X 年 2 月に 40 千円以上の買物をしていたのが、1
年後の 2 月には 1 円の買物もされていない顧客が 12
人いたことを表している。これを顧客流出率と呼び、
ランクが下がる毎に流出の数が増えていき、全体と
しては 23.81％の顧客が流出していることを示してい
る。
　逆に、③のセルは、200X 年 2 月に買物をしていな

かった顧客が 1 年後の 2 月に 40 千円以上の買物をす
る A ランクの顧客になった人が 15 人いることを表
しており、新規の上得意顧客を獲得していることを
表している。結果として、この店舗では 1,225 人の新
規顧客を獲得したことがわかる。

今いる上得意客を
大事にする

　筆者は当初、「米国のスーパーの事例と日本のそれ
が同じはずはない。ましてワイズマートのような駐
車場も持たない小さな店に、米国の事例が当てはま
る訳がない」とブライアン・ウルフ氏の主張を懐疑
的に見ていた。しかし、それ通りにデータ検証をし
てみると、結果は驚くほど似たものとなり、国や地域・
規模や業態による差異はないと考えるに至った。
　恐らく、街中のコンビニでも美容室でも、あるい
は映画館でも、自らの顧客のデシル分析や顧客維持
分析を行ったとしたら、最下層倍率は 40 倍、顧客流

表4　顧客維持展望レポート　ヨコ軸200X/02月度×タテ軸200X＋1/02月度
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出率は 20％以上と、似たような結果になるのではな
いかと推測できるのである。
　ブライアン・ウルフ氏は、「ゆえに、新規顧客の開
拓に費用をかけたり、移ろいやすい下位層の顧客に
値引販売や広告経費をかけるくらいなら、もっと上
得意の客層に報いる施策を戦略的に取り入れるべき
である。あなたの店舗に利益をもたらしているのは、
上得意客なのだから･･･」と主張しているのである。
　具体的には、不特定多数に訴えかけるマス広告の
大幅な削減と、上得意客への特別価格の提供やアン
ケートの実施、ボーナスプログラム、記念日プログ
ラムなどであり、総称して顧客一人一人とのマーケ
ティングという意味で「One to One market- ing」
「Royal marketing」と呼んで、その実施を図るよう
提唱している。本稿ではこれらの施策を FSP プログ
ラムと呼ぶこととする。

ワイズマートにおける
FSPプログラム

　ワイズマートでは、こうした考え方こそが、地域
に密着した小商圏ストアが生き残れる道であると信
じ、カード導入の 1998 年から様々な施策を実施して
きた。
　その一部を紹介すると、
①お楽しみ箱アンケート
②観劇会・ディナーショーご招待・ご優待
③田植え・稲刈りツアーご招待・ご優待
④食育教室・料理教室への優待・ご優待
⑤周年記念セール時のキャンペーン活用
などである。
　①は毎年 4月に上得意客 3,000 人に春の新商品の詰
め合わせギフトをサプライズで郵送し、日頃の買物
への不満足度をアンケートで問う制度である。誰よ
りもたくさん来店されているお客様だからこそ見え
ているもの・不平不満に感じていることを率直にお
聞きしており、趣旨に賛同された上得意客の返答率
は 5 割近くに達している。アンケート内容は全社員
が閲覧できる制度となっている。

　②の施策はカード導入以前から行っているもので、
以前は単純な申込制だったものを、購買額に応じて
申込順位が変わるように改めたものである。
　③～⑤の施策は、お米の購買者、料理教室を主宰
するメーカーさんの商品を購買している方から優先
的に参加していただこうとするものである。
　このほかに、メーカーさんらと「データ活用事例
発表会」を開催しており、新商品がどのような年齢
層のお客様に購買されたか？　ブランドスイッチが
起こったかどうか？　などを具体的な数値を前に検
証する会議にも活用されている。

FSPプログラムが
進化しない理由

　冒頭に述べたとおり、日本では、驚くほど多くの
企業がポイントカードシステムを採用している。し
かし、その多くは販促手段の一つとしてしか機能し
ていないのが実情であろう。
　当社のように専門のセクションを設置し、人員を
投入して、データを分析している会社ですら、相変
わらず地域に住む不特定多数の人にチラシ広告をば
ら撒き、「玉子が安い牛乳が安い」と呼び込んでいる。
　それを購買しているのが誰なのかを日々の現場で
は識別できていない。もしかしたら上得意のお客様
は玉子が安くなくても牛乳が安くなくても購入をし
てくれて、安売りのためにレジが並ぶのに辟易して
いるかもしれないのに･･･である。
　「頭では理解できているのに、現状のやり方を変え
られない」多くの企業が直面している現実であり、
同質化競争に陥っている根本的な原因かもしれない。
何故、FSP プログラムは進化しないのか？考察して
みたい。
①ポイントカードはインフラと同じで、もはや差
別化の手段となり得ない。むしろポイント 2 倍
5倍とサービス合戦に陥っているほどである。
②顧客の購買データは日々膨大に発生し、あまり
の量を前に茫然自失となりがちである。適切な
データマイニング（膨大なデータの鉱脈から価
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値あるデータを掘り当てること）の手法や評価方
法が確立できていない。
③「個別に対応するプログラムにはコストがかか
る」（例えばハガキや封書）と考えられ、チラシ
広告の方がコストが低く手間もかからないと考
えられている。
④日本には「お客様は神様です」という思想があり、
顧客に個別に対応することよりも、全ての顧客
に満足をもたらす品質の向上やサービスの向上
に努めることこそ競争力の源泉とされてきた。
⑤年々競争が激化している中で、多くの企業は顧
客を維持するための優先項目が低価格での商品
提供にあると考えており、その原資を確保する
ためにも、個別プログラムに経費を回すことは
していない。
⑥たとえ個別プログラムを実施していても、新た
な競合店の出現時には、顧客は流出しやすく、
効果に自信がもてない。

　以上のような理由から、FSP プログラムはポイン
トカードの普及ほど行われておらず、せっかくの顧
客データも「宝の持ち腐れ」となっている。

FSPはネットショッピング
の分野で本領発揮

　こうしたリアル店舗の現状をよそ目に、様々な
FSP プログラムを実施しているのがネットショッピ
ングの世界であろう。2010 年 1 月 3 日付けの日経新
聞の記事によれば、5 年後の 2014 年には、EC サイ
ト（電子商取引）の市場規模は 12 兆円に達し、スー
パーマーケットを超えるであろう。と予測されてい
た。
　ネットショッピングの優位性や伸びる理由は様々
あろうが、ここで注目したいのは、「FSP プログラム

との親和性が極めて高い」という点である。
　前述のとおり、リアルの店舗では来店される顧客
の数も膨大であり、その一人一人の購買履歴を瞬時
に識別することは不可能である。なじみの洋服屋さ
んや八百屋さんであれば、「先日のジャケットはいか
がでした？あれに合うパンツが入荷しました」とい
う提案営業や「昨日のリンゴ甘かったですか？あら、
美味しくなかったなら、今日は大根サービスしてお
きますよ」というような個別対応がとれるが、量販
店ではそうした対応は不可能である。
　ネットショッピングの世界でも、膨大な数の来訪
者が訪れるものの、彼らは買物の際には個人情報を
提供しており、サイト運営者はほぼ全ての顧客を識
別し、過去の購買履歴や同一商品の購買者の特性を
理解しながら顧客に対応することができるのである。
しかも自動的かつ論理的に。ここに決定的な差があ
ろう。そして、この識別情報こそネット販売におけ
る関連商品の推奨販売を可能にし、お気に入りアー
ティストの登録などによって、新譜の CD をいち早
く紹介することを可能にしたのである。特別クーポ
ンの配信も上得意客にとっては心地良い。新製品の
動画広告は魅力的で、リアルの店舗との価格差もネ
ット上で検索可能である。まして購買に応じてポイ
ントまで付与されるとなると、市場規模の拡大は当
然の帰結と考えられよう。まさに、ネットショッピ
ングの分野こそ 1998 年にブライアン・ウルフが予言
していた「個客ロイヤルマーケティングの実戦場」
になっていたのである。
　今後リアル店舗の意味も大きく変化しよう。しか
し全てがネットに置き換わるものではない。商品や
人とのふれあいを求めて、親しい信頼関係を築ける
小売業へのニーズはむしろ高まるかもしれない。そ
の受け皿となるべく私たちは努力を怠ることはでき
ない。
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１．はじめに

　近年、地方自治体に対する寄付制度として「ふる
さと納税」や「寄付条例」などが整備されつつある。
これら新制度の導入目的や意図はそれぞれ異なるも
のの、寄付を促進させるためには寄付税制の設計が
重要である。日本においては、特定公益法人や NPO
法人に対する従来からの寄付税制は、その適用範囲
や控除額がきわめて限定的である。
　たとえば、個人が寄付をする場合、表 1 にあるよ
うに、指定寄付金や特定公益増進法人などに対する
寄付のほかは、所得控除が適用されないなど不十分
な取り扱いとなっている。また、平成13年10月の「認
定 NPO 法人制度」により、一定の要件を満たす

NPO については、寄付金控除や会計上の損金算入な
どで税制上の優遇措置が認められるようになったも
のの、認定を受けた法人数は 116 法人（平成 22 年 2
月１日現在）に留まっており、認定基準が厳しいと
の批判が挙がっている。
　日本では、そもそも年間の寄付総額は 7,281 億円 1

あまりと欧米に比較すると極端に少ない。NPO をは
じめとする非営利組織への支援については様々な観
点から検討を行っていく必要がある。
　このような状況の中、千葉県市川市は、納税者が
支援したい NPO を選び、個人住民税の１％相当額の
使途をその NPO に対して交付できる制度を施行し
た。本稿では、寄付税制の論点をまとめつつ、「１％
支援制度」を主に税制の視点から評価したい。

２．寄付税制の論点

　個人の寄付インセンティブに与える影響について
は、寄付者が寄付額を決定する上で税制の果たす効
果、つまり寄付の所得控除が個人の租税価格にどの
ような影響を与えるかという議論と、政府支出（補
助金）による（寄付の）クラウディングアウト効果
の有無という議論に大別できる。本稿では、「１％支
援制度」との関連で、政府支出（補助金）によるク
ラウディングアウト効果を取り上げる。

寄付税制と「１％支援制度」

流通科学大学商学部准教授

青柳　龍司
AOYAGI Ryuji

プロフィール
最終学歴
職　　歴

主な業績

早稲田大学大学院経済学研究科博士後期課程
武蔵野大学現代社会学部非常勤講師、東洋大学経済学部非常
勤講師、流通科学大学商学部講師を経て現職
『財政学（第三版）』（共著、創成社）、「配当課税とNewView
の検証」『証券経済研究』（単著、日本証券経済研究所）など

平成17年政府税制調査会資料1

表1　寄付金の優遇税制

個人

企業

　　　対象
所得税（所得控除）
住民税（所得控除）
法人税（損金算入）

　　　  国・自治体と指定寄付金
　　　　　　　　　　年間 5,000 円超、総所得の 40% 以下の部分
年間10万円超、所得の 25% 以下の部分
　　　　　　　   全額

　　　 特定公益増進法人と認定 NPO 法人

　　　　　　　　　　 なし
資本金等の 0.125%と所得の 2.5% の合計（注1）

出所 : 財務省　　 （注 1）一般寄付金と別枠。

●……トピックス
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　最初に、クラウディングアウト効果を説明するた
め、公共財の中立命題を説明しよう。政府による公
共支出、つまり公共財は必ずしも政府が全て供給す
るわけではない。民間が私的財とともに公共財を供
給することも可能である。たとえば、民間が公共財
を自発的に供給するときの分析はいわゆる「ナッシ
ュ均衡」として知られている。
　公共財 g は民間の支出（寄付）によっても供給す
ることが可能だとすると、g=Di+D－i+G となる。こ
こで、 Di は個人 の寄付、 D－i は個人 i 以外の人の総
寄付、G は政府が直接供給する公共財への支出であ
る。
　この時、人々がナッシュ的な行動を取れば、資源
配分上パレート効率的な公共財の供給は実現せず、
市場の失敗が発生することが知られている。さらに、
ナッシュ的な公共財の供給を前提とすると、政府が
公共財の供給を高めようとしても、人々の間での負
担調整を通じて、その効果は相殺されてしまい、何
の実質的な効果も持ち得ないという。これが Warr
［1983］によって発表された中立命題である。この命
題によると、政府による公共財への支出（補助）は、
民間の寄付（自発的な公共財供給）を同額だけ減少
させてしまい、何の実質的な効果もないというもの
である。
　中立命題を検証する１つの方法は、政府支出によ
る（民間資金の）クラウディングアウト効果の有無
を確かめることである。日本の事例を扱った山内
［1997］は、共同募金の毎年の募金額 D に、政府の
社会保障・福祉サービス支出のうち、最終消費支出 
GC と社会保障給付などの支出 GS、および国民総支
出Yを回帰させて実証分析を行っている2。

　1nD =α1+α21nGC+α31nGS+α41nY

　筆者は、このような政府支出が民間資金のクラウ
ディングアウトを引き起こすかどうか、時系列を
1979 年度から 1998 年度に改め、データを再点検し
て実証分析の追試を行った 3。結果は表２である。こ
こで、 R2=0.942、 s=0.035 である。
　これによると、国民総支出 Y の説明力が高い。つ
まり、国民総支出を GDP と読替えると、寄付額は景
気変動に大きく左右されると解釈できる。また、最
終消費支出 GC と社会保障給付などの支出 GS は共に
有意であるが、符号は正反対である。これは、山内
［1997］も指摘するように、最終消費支出 GC には、
公務員への人件費などが含まれており、単なる所得
移転という要素が大きいことから、マイナスとなっ
ていると考えられる。つまり、GC については、部分
的にクラウディングアウトが発生している。係数は
－0.734 であることから、最終消費支出を１% 増やす
と、民間寄付が 0.7% ほど減少するということを意味
している。
　一方、社会保障給付などの支出 GS については、
プラスであることから、クラウディングインが発生
していると捉えることができる。同様に、係数は
+0.712 であることから、最終消費支出を１% 増やす
と、民間寄付が 0.7% ほど増加するという意味である。
　以上から、寄付税制の設計では、景気変動の影響
を緩和できる多年度の繰越控除が望ましいと考えら
れる。また、クラウディングアウトに関しては、中
立命題は成立していない可能性が高い。ただし、政
府支出の民間資金（寄付）に与える影響については、
その支出内容や時期によっても大きく変わってくる
ことが予想され、集計されたマクロのデータでは実

正確なデータソースは次の通りである。D は共同募金の一般募金と歳末募金の合計実施額、 GC は一般政府の社会保障・福祉サービス支出のうち、最終消費
支出額（国民経済計算年報）、 GS は一般政府の社会保障・福祉サービス支出のうち、社会保障給付・社会扶助金・無基金雇用者福祉給付の合計（国民経
済計算年報）、Yは国民総支出（国民経済計算年報）である。
分析期間は 1979 年度から 1998 年度までである。1999 年度以降、一般政府の社会保障・福祉サービス支出の分類が変更され、整合性のあるデータを取
れなかったため期間を1998 年度までとしている。

2

3

表 2　実証結果

係数
t  値

α1　 
－8.877
－3.52

GC　 
－0.734
－2.24

GS　 
0.712
2.56

Y　 
0.803
3.17
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際の支出内容や人々の寄付についての個々の行動と
乖離している可能性もある。
　以上の論点を踏まえ、以下では、地方自治体が実
施している興味深い事例として、千葉県市川市の「１
％支援制度」を取り上げる。

３．「１％支援制度」

（１） 市川市の「１％支援制度」の概要

　千葉県市川市の「１％支援制度」は、平成 17 年度
より施行された制度である。その中心は、納税者が
支援したい NPO 団体などを選び個人住民税の１％相
当額の使途を、市を通じた補助金という形態で、そ
の団体に対して交付できるというものである。もち
ろん、補助金は公益的な活動をしている、つまり公
共財を提供している NPO 団体などに限定している。
市川市の制度は、ハンガリーで実施されている制度
を模範としており、日本でこのような制度を採用し
た最初の地方自治体である4。
　最初に、補助金を受ける団体と納税者（市民）、お
よび政府（市川市）の三者を中心に、制度の枠組み
を概観しよう。
　補助金を受けることのできる対象団体は、NPO・
ボランティア団体などで、市内に事務所があり主に
市内で活動している団体である。対象となる事業は、
公益性を満たすもの、つまり福祉、環境、文化、青
少年育成など営利を目的としないものに限定される。
助成される金額は、当該団体を選択（投票）した納
税者の個人市民税額の１％に相当する額を合計した
金額である。ただし、提案した事業に掛かる事業経
費の 2 分の 1 を上限としており、団体の維持・運営
などにかかる運営費用は補助対象から外れている。
また、当該年度の未使用分は、市民活動団体支援基
金（以下、基金と略す）へ積み立てられる。
　次に、支援する納税者の側であるが、前年度分の
市民税を納付していることが投票条件となる 5。条件
を満たした納税者は、支援したい団体を３つまで選

択（平成 18 年度までは１つを選択）し、団体名と納
税通知書番号を投票用紙（広報に添付された返信封
筒）に記載し市に郵送する。それにより、納税額の
１％相当を市から当該団体に補助金という形で助成
する。また、支援する団体が無い場合は、基金への
積み立てを選択できる。
　市側は、団体への支援金を総務費の項目で予め予
算化しておく。例年、3,000 万円程度を当初予算とし
て計上している。市の予算というマクロレベルで見
た場合、実際に市が予め組んだ予算と市民の支援額
合計が異なるのが一般的である。予算の方が支援額
を上回る時は、予算を返上して減額補正するか基金
の方に積み立てられ、予算が下回った時は、市が補
正予算を組んで増額するか、あるいは予算内に収ま
るように支援額を調整するかのいずれかの方法がと
られる。もし、支援額が予算内に収まるように調整
されれば、支援金は個人市民税の１％相当額ではな
くなる。もっとも、過去の実績では、当初予算の方
が投票者の市民税総額を上回っており減額補正され
ている。
　また、団体の予算というミクロレベルで見た場合、
通常、団体が希望した支援額と納税者投票による支
援の合計額は一致しない。この場合は、有識者を含
む審査会に諮り、事業規模の縮小、あるいは事業の
取り下げができることとなっている。

（２） 「１％支援制度」の投票行動と結果について

　筆者は市の担当者にインタビューし、平成 18 年度
について詳細なデータを得ることができた。そのた
め、平成 18 年度以降を中心に、団体の支援獲得状況
と納税者の投票結果を紹介しよう。
　最近の傾向として、「１％支援制度」に応募する団
体数は 80～ 100 団体あまりである。また、団体が実
施する事業費総額および支援金の交付申請額は表 3 の
通りである。特徴としては、保健、医療および福祉分
野の団体の応募が多いことである。実際、支援金額を
多く集める団体には、知的障害児療育、介護予防・子
育て支援、ホームレス支援団体、少年野球チームなど

市川市に続いて、北海道恵庭市、岩手県奥州市、大分県大分市、愛知県一宮市、千葉県八千代市でも同様の制度が開始されている。
平成19 年度より、非納税者にも投票の機会が一部開かれている。

4
5
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が目立っている。団体ごとの有効投票人数には、かな
りのバラつきがあり、平成 18年度では、最高が 493人、
最低は 4 人であった。さらに、団体が受け取る支援決
定額の最高額は 64 万円、最低額は 3,239 円で、１団体
あたりの獲得した平均支援金額は 14 万 4,573 円である
（数値はいずれも平成 18年度）。
　一方、この制度に投票した納税者であるが、有効
届出人数（有効投票人数）は 6,344 人（平成 18 年度）、
5,136 人（同 19年度）、8,278 人（同 20年度）、9,110 人（同
21 年度）と振幅はあるものの、１万人を超えていな
い（表 4）。
　投票した納税者の属性については、市の担当者に
よると、男女比は概ね７：３で、男性が圧倒的に多い。
また、平成 19 年度より「地域ポイント制度」が併用
され、非納税者にも投票の道が開かれるようになっ
た。納税者のみの特性を見るため、平成 18 年度に限
定すると、表４の公開されているデータから納税者
1 人当たりの支援金額の平均は 2,395 円であることが
分かる。

（３）「１％支援制度」の課題と評価

　「１％支援制度」について主に税制の観点から検討
しよう。1 つ目は、納税者の属性についてである。
先述したように、男女別割合は、これまでのところ
男性の方が多い。これは、専業主婦あるいはパート
やアルバイトなどに従事している女性は非納税者と
なっていることが多いためである。そのため、課税
最低限以下の所得の人は投票する資格を持たない。
この点については非納税者から批判が多く、それら

の批判を受けて、平成 19 年度より市は「地域ポイン
ト制度」と称して非納税者にも投票の機会を設けて
いる。ただし、これらの措置は弥縫策に過ぎず、「納
税者投票」という本来の趣旨にも反するものである。
ハンガリーにおいては、日本とは対照的に女性の投
票率の方が高いことが知られている（Vajda-Kuti
［2000］）。これは、課税単位が個人であることに拠る。
現在のわが国においては、「三位一体の改革」により
住民税負担の引き上げがなされたが、いわゆる「103
万円の壁」となる控除の大幅な変更は行われず、非
納税者の扱いはそのままである。地方自治における
受益者負担の原則に照らすと、個人住民税の均等割
分を全住民に負担させ、市民全員が納税者となる方
が抜本的な解決法である。その上で、市民税の均等
割を支払えない真の社会的弱者に対しては、給付の
面で救済する方が望ましいと考えられる。さらに、
この点については地方税一般についても該当するこ
とであり、「ふるさと納税」などの施策においても同
様の問題が発生する。
　２つ目は、納税額についてである。投票者の１人
当たり平均支援金額は 2,395 円（平成 18 年度）であ
った（平均納税額としては約 23 万 9,500 円である）。
市川市民の市民税平均納税額が約 13 万円であること
を考えると、納税額が多いほど投票率も高いことが
推測され、しかも一部の高額納税者のウエイトが高
くなっていることが推測される 。つまり、一票の「重
み」が異なることになるが、この点については制度
そのものの結果であり、甘受すべきであると考える。
ただし、制度の周知を図り一層の投票率上昇を目指

表 3　応募団体数と交付申請額

応募団体数
事業費総額
交付申請額

平成 20 年度  
104 団体　 

72,626,600 円
23,308,700 円

平成 21年度  
130 団体　 

65,580,570 円
27,116,195 円

平成 19 年度  
85 団体　 

47,250,530 円
19,944,720 円

平成 18 年度  
99 団体　 

71,715,370 円
25,708,000 円

出所 : 市川市資料

表 4　有効届出人数と金額

有効届出人数
有効届出金額

地域ポイントでの届出金額

平成 20 年度  
8,278 人　 

19,322,365 円
111,327 円

平成 21年度  
9,110人　 

21,463,723 円
132,509 円

平成 19 年度  
5,136人　 

13,885,739 円
42,131円

平成 18 年度  
6,344人　 

15,190,815 円
－

  出所 : 市川市資料
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すと同時に、無効票の扱いについても改善する余地
がある。
　３つ目として、前述した寄付税制の論点のうち、
クラウディングアウト効果について若干触れておき
たい。前述の議論では、補助金（１ % 支援制度によ
る支援金）が増加しても、人々の寄付総額が減少し
ていなければ、クラウディングアウトは発生しない
ことになる。ここで、１つの仮説を提示しておこう。
もし、「１％支援制度」によって補助金が増加したと
しても、民間の寄付が必ずしも減少しないのであれ
ば、人々がナッシュ的な行動をもともと取っていな
いか、あるいは取っていたとしても中立命題は成立
しにくいという状況を表していると考えられる 6。そ
の場合、政府（市）が公共財の供給を増加させたと
しても、民間の資金をクラウディングアウトさせる
ことはなく、一般的に人々の厚生を高めるのではな
いだろうか。特に、市川市で活動が顕著な弱者救済
型 NPO への補助金については、このことが該当する
と考えられる。
　今回の「１％支援制度」によって、団体の寄付状
況がどのように変化したかについて調査した結果、
支援金（補助金）の総額が増加しても、民間の寄付
は著しく減少していなかった。ただし、今回の制度
では運営費のみが補助対象となっていること、また
団体のサンプル数が少なく、会計報告についても寄
付金と会費の区別が曖昧であることなどの難点があ
ったため、詳細な分析はできなかった。この点につ
いては、納税者の行動についての詳細な分析ととも
に、今後の課題としたい。

４．おわりに

　NPO などの非営利組織に対する支援については、
様々な論点がある。寄付に対する優遇税制の拡充も
重要なテーマの１つである。ただし、現在の日本の
ように寄付文化が根付いていない状況の下では、行
政が直接的に介在する形での NPO 支援も是認せざる
を得ない面がある。このような中で、市川市の「１
％支援制度」の取り組みは注目に値する。市民が税
収の使途を特定化できると同時に、必要な住民サー
ビスを提供している NPO 団体などに効率的に補助で
きる仕組みが整えられた。ただし、低投票率（投票
率４％強）など、多くの課題も残る。もっとも、同
制度は本文で述べたように、実験的な性格を有して
おり今後の進展に期待したい。

Vajda,A. and Kuti,E.[2000], "Citizens' Votes for Nonprofit Activities," In Harsanyi,L.（ed.）, 1%: "Forint Votes" For Civil Society Organizations Studies, 
Research Project on Nonprofit Organizations, Budapest,pp.156-220.
Warr,P.G.[1983] "The Private Provision of a Public Good is Independent of the Distribution of Income," Economics Letters, 13, pp.207-211.
青柳龍司・于洋[2008]、「納税者投票制度とその経済的評価」城西大学『城西現代政策研究』第2巻、第１号、pp.11-19。
千葉光行[2005]、『１％の向こうに見えるまちづくり』、ぎょうせい。
山内直人[1997]、『ノンプロフィットエコノミー:NPOとフィランソロピーの経済学』、日本評論社。
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市川市が模範としたハンガリーでは、政府の補助金により民間寄付が減少したかどうか検証しているが、クラウディングアウトは概ね発生していないという結論
である。
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貧困の増大と貧困研究の現状

●……トピックス

１．はじめに

　2009 年 10 月 20 日、厚労相は 2006 年のデータに
もとづき日本の貧困率が 15.7％であることを公表し
た。政府が貧困率を公表したのはこれが初めてのこ
とであるが、貧困問題が無視できなくなっているこ
との表れである。同時期の先進各国の貧困率は
OECD によって調査されているが、日本の 15.7％は
米国の 17.1％に次いで高い。この率と人口とを掛け
算すると、日本には貧しい人が約 2,000 万人いること
になる。つまり、日本は米国に次ぐ貧困大国である
ことが明らかになった。日本の 2003 年の貧困率は
14.9％であることも明らかにされたので、貧困率はト
レンド的に上昇している疑いが濃厚である。
　このように貧困問題は無視できなくなっており、
2009 年 7 月に内閣府が公表した『経済財政白書』も
これを取り上げた。『白書』は 2000 年から 2007 年ま
での日本の貧困率を OECD とはすこし異なる方法で
計算してグラフに示しているが、それによると貧困
率は 2004 年にピークをつけ 2007 年にかけてやや低

下したという結果になっている。これは実感には合
わない。
　貧困をどのようなデータにもとづいてどのように
測定するのかという、定義と測定の問題があるので、
以下ではこれをまずはっきりさせる。しかし、景気
の波に関係なく近年は貧困率がトレンド的に上昇し
ていると見るべきである。そこで、より重要な課題
はなぜ貧困が増大するのかという問題に答えを与え
ることである。この課題に対して、近年は研究が増
えているとはいえ、まだとても十分とは言えない状
態である。そこで、近年の主な研究を取り上げ、残
されている研究課題を明らかにしてみたい。筆者は
貧困や所得分配を専門に研究する者ではないが、最
近はこの問題の考察にかなりの時間を割いている。
問題への関心が高まることを望みたい。

２．貧困の定義と測定

　「貧困」とは何かについてはいくつかの定義がある。
米国には政府の公的な定義があり、それは世帯の人
員に応じて、生きていくのに最低限必要な食費、居
住費、衣料費などを合計したものである。これによ
って絶対的貧困のラインを年間収入額として設定し、
これを下回る世帯を貧困としている。
　しかし、OECD は貧困を相対的なものとして定義
している。すなわち、すべての世帯の世帯としての
可処分所得をベースとし、これを世帯人員の平方根
で割って 1 人当たりの等価可処分所得を出し、その
中央値の 50％を貧困ラインとするものである。この
貧困ラインを下回る所得しかない人を貧困者として
いる。世帯人員で割らずにその平方根で割るのは、

千葉商科大学政策情報学部教授

石山　嘉英
ISHIYAMA Yoshihide
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大蔵省、国際通貨基金、青山学院大学（国際政経学部）、日本IBMを経て、
2000年4月から本学政策情報学部教授。
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世帯の生計費にはある程度規模の経済が働くと考え
るからである。（4 人世帯の生計費は 2 人世帯の生計
費の 2 倍にはならないと考える。）可処分所得は当初
所得から税・社会保険料の支払いを差し引き、それ
に公的年金や失業手当のような現金による社会保障
給付を加えたものである。公的医療保険からは現金
でなく現物の給付が行われているが、これは含めら
れていない。（現物給付も含めたものは再分配所得と
呼ばれる。）
　この OECD の定義によれば、貧困ラインは毎年変
動する。平均的な世帯所得が下がれば貧困ラインも
下がることになる。また、1 人当たりの等価可処分
所得を比べるので、世帯人員の変化（大きくは変化
しない）があればそれも貧困ラインに影響を与える
ことになる。米国では母子家庭の著しい増加が貧困
率を上げているとの見方が多い。いずれにしても、
貧困はすべての世帯の可処分所得の分布の中で相対
的に定義されている。注意すべきは、この定義は総
人口の中で貧困者が何人いるかという人員数を出す
ものであり、明快ではあるが貧困の深さをとらえる
ものではないということである。貧困ラインに満た
ないという場合、ほんのすこしだけ下回っても大き
く下回っても貧困とされる（貧しい人の数は同じ）
ので、深さまではわからない。これは貧困者の頭数
を数えるアプローチの問題点であり、この問題点を
解決するための異なるアプローチが Sen（1976）、
Kakwani（1980）、Takayama（1979）らによって提
案されている。また、定義をめぐるさまざまな問題
点は Atkinson（1987）によって論じられている。し
かし、貧困者の頭数を数えるアプローチの単純明快
さは捨てがたい。
　さて、2009 年 10 月の厚労相の発表によると、デ
ータは2006年の「国民生活基礎調査」である。これは、
厚労省による調査であり、集計され公表されたのは
2008 年である。2006 年の 1 人当たり等価可処分所得
の中央値は 228 万円とされている。したがってその
50％である 114 万円の貧困ラインを下回る所得の人
が貧困者となる。2 人世帯の場合、114 万円 × 2＝

162 万円が世帯としての貧困ラインとなる。貧困世
帯の所得はこれを下回るのであるからたしかに貧し
い。この金額は相対的貧困というよりは絶対的貧困
を意味すると考えた方がいいだろう。（母と子１人の
世帯を想像してみよう。）このレベルでもまともな食
事と居住はままならないだろう。
　2009 年版の『経済財政白書』は、等価可処分所得
の中央値の 50％を貧困ラインとする国際スタンダー
ドにしたがっていない。それは、同じ「国民生活基
礎調査」のデータを使っているが、各世帯の税・社
会保険料を差し引く前の当初所得を使って 1 人当た
りの等価所得を求めている。また、この等価所得の
中央値の 40％を貧困ラインとし、それに満たない人
を貧困者としている。『白書』はなぜこうしたのかを
説明していない。しかし、中央値の 50％でなく 40％
を貧困ラインとすれば、貧困者の数はかなり減るだ
ろう。50％に強い根拠があるわけではないが、国際
スタンダードにしたがうべきではなかったか。
　「国民生活基礎調査」は、簡易調査を含めると
2000 年以降は毎年行われている。『白書』は 1985 年
から 2007 年までの貧困率をグラフで示しているが、
1985 年から 2000 年代なかばまでは上昇しているこ
とを認めている。ただし、近年には 2004 年にピーク
をつけ、2007 年にかけてやや低下したと述べている。
つまり、貧困率が上昇のトレンドをもっているかど
うかについては明言を避けているのである。政府の
文書として、貧困率の上昇トレンドを認めたくない
気持はわかるが、所得分布がトレンド的に不平等化
していることを考えると、貧困率の上昇もトレンド
となっていることを認めるべきであろう。なお、『白
書』は近年は所得税の再分配効果が弱まっているこ
とを指摘している。

３．貧困者とはどんな人か

　貧困者はきわめて多くなってきたが、発表される
「国民生活基礎調査」からはそれがどんな属性をもつ
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人なのかはわからない。これを明らかにするための
有力なデータは生活保護費を受給している世帯の調
査の中に見出すことができる。もちろん、約 2,000 万
人の貧困者の中で現在約 160 万人に達している生活
保護受給者（2008 年度まで 13年連続で増加している）
はほんの一部分に過ぎず、被保護者が大多数の貧困
者を代表するとは言えない。岩田正美・西澤晃彦
（2005）は、被保護者を調べることによって彼らの実
態を明らかにしているが、生活保護制度はその運用
において、稼働能力のある者を排除し、高齢者、障
害者など稼働能力のない者を主に選んできた、と述
べている。高齢者は何らかの事情で公的年金を受給
していないか、または受給していてもその額がわず
かである者である。この他には母子家庭の割合も小
さくない（母親は働いている場合が多い）。多少の所
得があれば、生活保護費からそれを差し引いた残り
の額が支給される。
　生活保護受給者のデータは、生活保護の動向編集
委員会（2008）にある。オリジナルなデータは厚労
省の「社会福祉行政業務報告」である。その後の「厚
生労働白書」や新聞報道を含めて、現在わかってい
るのは、2008 年度平均で見て、生活保護を受給する
世帯数は 114.9 万、人員数では 159.3 万人ということ、
近年のピークは 1984 年度の 79.0 万世帯（146.9 万人）
であったことである。1985 年度から 1992 年度まで
は低下したが、そのあとかなりのスピードで被保護
世帯が増えていることもわかっている（人員数の増
加は 1996 年度から）。2006 年度はかなり景気が拡大
していた年であるが、そういう年にも被保護世帯は
増えているのである。より最近の増加には雇用情勢
の悪化が関係していると思われるが、それにしても
急増ぶりが目立つ。衝撃的と言ってよい。
　被保護世帯の中で世帯主が稼働している世帯の比
率はトレンド的に減っており、1960 年度には 21.6％
であったが、2006 年度には 12.7％しかない。2007 年
を見ると、被保護世帯のうち、高齢者世帯は 46.1％、
障害・傷病者世帯は 37.4％、母子世帯は 8.2％、その
他世帯は8.3％となっている。同じく2007年であるが、

被保護者の比率を年齢別に見ると、次のようになっ
ている。

０ ～ ５歳 … 2.9％
６ ～ 19 歳 … 13.0％
20 ～ 39 歳 … 9.1％
40 ～ 59 歳 … 23.9％
60 歳以上 … 51.2％

　すなわち、60 歳以上の人が半分を占めている。何ら
かの公的年金を受けている人は、世帯数ベースで約 30
％であるから、高齢者世帯のみをとれば約 60％と考え
られる。それでも被保護となるのは、年金の額がきわ
めて少ないからである。なぜ彼らはまともに年金保険
料を払っていなかったのかが問題である。なお、被保
護世帯のほとんどは、基本である生活扶助のほか、住
宅扶助と医療扶助を受給している。
　以上のように、生活保護を受けている世帯は、高
齢者、障害・傷病者、母子家庭が中心である。近年
増えているとはいえ、20 歳代、30 歳代の若年層の比
率は小さい。橘木俊詔・浦川邦夫（2006）は、1995 年、
1998 年、2001 年についての厚労省の「所得再分配調
査」（3 年に 1 回行われる）の個票を用いて年齢別の
貧困率とすべての年齢を合計したときの貧困率を推
定している（生活保護基準額に満たない可処分所得
しかない世帯を貧困とする）が、それによると近年
は若年層世帯（単身あるいは子のいない夫婦）にも
貧困が増えている。にもかかわらず、若年層世帯は
生活保護をほとんど受けていないという問題がある
ことを指摘している。また、全世帯のうちの約 11％
（2001 年）が生活保護基準額に満たない所得しかな
いと推定している。これを現在の世帯総数に掛けれ
ば 500 万の世帯が要保護であることを意味する。
　現在、母と子 2人の世帯の場合、かつ都市部の場合、
生活保護費は月に約 23 万円である（住宅扶助を含
む）。2007 年 11 月、慶應大学の樋口美雄教授を座長
とする厚労省の検討会は、全世帯の中の所得がもっ
とも低い 1 割の世帯と比べると保護額の方が高いと
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いうレポートをまとめたことがある。生活保護を受
けるべきだが受けられずにいる人は多いし、保護基
準額を下回る所得で働いている人も多い。この点を
考えると、保護基準額（厚労相の告示で決まっている）
をある程度下げてより多くの人に保護を与えること
が望ましいと考えられる。2008 年度に、生活保護費
の支給は 2.7 兆円（負担は国が 4 分の 3、自治体が 4
分の 1）にもなっており、これを大幅に増やすこと
は現実的でない。限られた財源の分かち合いが必要
であろう。

４．貧困はなぜ持続するのか

　米国ではすでに貧困研究は長い歴史をもち、多く
の研究が蓄積されている。研究のサーベイとしては
Sawhill（1988）が優れている。これと比べると、日
本での研究はきわめて遅れており、数が少ない。そ
の中で、橘木俊詔・浦川邦夫（2006）は本格的な研
究としては唯一のものと言えよう。
　いまのところ、日本での研究はわずかな例外を除
きある一時点での貧困者のクロスセクション分析に
限られているが、今後必要なのは、同じ世帯の所得
の変化を時系列的に追うパネルデータ分析であろう。
ある世帯が何をきっかけとして貧困となったのか、
また時間の経過の中で貧困なままにとどまったのか、
貧困から脱出できたのか、脱出できたとしたらその
理由は何かなどを明らかにする必要があろう。高齢
者や障害・傷病者には働いて貧困から脱出すること
は期待しにくいが、若年層で稼働しうる人は貧困か
ら脱却する可能性をもっている。いわゆるワーキン
グプアの人々にはプアでない所得を稼ぐようになっ
てもらう必要がある。そのための政策（貧困予防政策）
を今後充実していかなければならない。また、貧困
になってしまった人々には生活保護を与えざるをえ
ないことが多いが、生活保護への依存、労働意欲の
低下というモラルハザードを防ぐ工夫を考えておく
必要があろう。保護からの脱却を促す仕組みが必要

である。失業によって貧しくなっている人（とくに
失業手当が切れた人）に対しては、すぐ生活保護へ
の移行を考えるのでなく、教育・訓練の義務化とひ
きかえに失業手当の充実という政策を考えるべきで
あろう。
　貧困者となるかどうかは、どんな家庭に生まれる
かによってかなり決定されてしまうことが知られて
いる。親の教育レベルと所得が低ければ子も同じこ
とになりがちである。これは貧困が世代をまたいで
持続するという現象をひきおこす。また、世代をま
たがずとも、同一人物が若いころ貧しいと歳をとっ
てからも貧しいという傾向もある。Sawhill（1988）は、
米国では世代をまたぐ貧困の持続の現象は顕著では
ないと述べているが、同時に都市の貧しい地区に住
む貧困者は貧困のまま暮らす傾向があるとも述べて
いる。また、貧困者向けの生活扶助と教育費扶助は
貧困の削減にある程度成功したが、家族構成の変化
（母子家庭の増加など）と失業率の高どまりが十分な
削減を阻んでいると述べている。Sawhill は指摘して
いないが、近年はスキルの低い労働者への企業から
の需要が減っていることも重要であろう。（ただし、
販売員のような低スキル・低賃金の職には一定の求
人がある。）
　近年の日本では、若年層の貧困が増えていること
にも注目すべきである。彼らの多くは社会保険に加
入しておらず、老後はほとんど公的年金を受給でき
なくなるだろう。これは膨大な数の生活保護受給者
が将来発生するだろうことを意味する。したがって、
若年層を自立した勤労者とすることは重い課題であ
る。近年、若年層についての研究はきわめて多いが、
橘木俊詔（2004）と橋本健二（2006）をあげるにと
どめておく。橘木は、フリーターとはどんな人たち
であるかを詳細に明らかにしている。また、橋本は、
企業がワーキングプアを利用して利益を増やす構造
ができてしまったので、若年層の教育訓練の充実だ
けでは問題は解決しないだろうと述べている。フリ
ーターの下層民化に警告を発してもいる。
　若年層の貧困化と貧困の再生産を防ぐためには幅
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広く政策を整えていく必要があろう。若年層に対し
ては、すぐ生活保護ではなく、最低賃金の引き上げ、
雇用創出型のワークシェアリング、高校や大学での
職業教育の充実などをいかに実施していくかを考え
るべきであろう。また、公共職業安定所や地方自治
体による職業訓練の充実、労働者派遣の規制強化、
パートタイマーと正社員との均等待遇の厳格な実施
などが必要であろう。

岩田正美・西澤晃彦『貧困と社会的排除』、ミネルヴァ書房、2005年
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【…　■1  都立高校改革に基づく適正化計画　…】

　東京都では平成 9 年 9 月に長期計画として「都立
高校改革推進計画」が策定され、平成 23 年度の学校
適正化計画に基づく改変が実施されている。平成 9
年度と 23 年度の全日制学校数比較は次の通り。

　普通科には中高一貫校 10 校、単位制 11 校、家庭
併設 3 校、体育併設 1 校を含み、工業には科学技術
高校 2校、商業には進学型商業高校 2校を含む。
　こうした背景のなかで本校は、単独商業２校を母

体に２年間の開設準備を経て、最初の進学型商業高
校としてビジネスコミュニケーション科単科６学級
で平成 16 年 4 月に開校、６年目を迎え、これまで３
回の卒業生を送り出した。

【…　■2  新設校の基本理念づくり　…】

　「進学型商業高校」というコンセプトは、商業教育
を関連資格取得や技術の習得のみではなく、国際的
ビジネス社会における社会人基礎力育成をめざすも
のと捉えている。”進学型”を、偏差値を上げたり、
資格を生かして推薦入試に活用する方法で大学進学
をめざすこととは一線を画し、大学卒業後の自己の
あり方や目標を定め、そのために必要な学びや環境
のある大学への進学･･･と捉えた。したがって、高校
の学びで如何に社会を知り、何を学んでおくべきか
を意識させ、学問基礎の習得とコミュニケーション
能力、広い視野の育成に重点を置いた教育の展開を
考えた。具体的には、一定の条件下で上記コンセプ
トをカリキュラムで明示し、特別活動や行事等の課
外活動でフォローアップを図る。ビジネスで実社会
を学び、使える英語力をコミュニケーションのツー
ルとする教育の展開である。３年間で 90 単位、うち
３単位は各学年ホームルーム、残り 87 単位中 23 単
位を英語科目、20 単位を商業関連科目の必履修とし、
選択によってそれぞれ 10 単位増まで履修可能とし
た。授業外に企業セミナー、学術アドバイザーセミ
ナー、企業見学会等、年間計 20 回程度のキャリアセ
ミナーを実施して、実社会に目を向け、将来を考え
させる仕掛けをしている。
　これらは本来、高等学校が果たす当然の役割だが、
ビジネス系専門高校だからこそ特色を図りやすい。
基礎学力を前提に生徒一人ひとりのモチベーション
を維持・高揚させ、それを大学進学への学び、そし

区　分
普通科

専門学科 
 （工業）
 （商業）
 （農業）
 （産業）
 （芸術）
 （国際）
 （体育）
総合学科
島　嶼
学校数計

増減  
▲22 
▲15 
 （▲９ ）
 （▲８ ）
（▲１ ）
 （＋２ ）

 （＋１ ）
＋９  

▲28  

124  
39  

 （18）
 （11）
（５）
（２）
（１）
（１）
（１）
10  
７  

180  

146  
54  

（27 ）
 （19 ）
（６）

（１）
（１）

１  
７  

208  

H23 年度
校
校

校
校
校

H9年度
校
校

校
校
校

教育の現場　知るを

東京都立千早高等学校校長

丸山　正二郎
MARUYAMA Shojiro

昭和54年3月
昭和54年4月
昭和60年4月
平成 3年4月
平成12年4月
平成13年4月
平成14年4月
平成15年4月
平成16年4月
平成21年4月

千葉商科大学商経学部商学科卒業
第一経理専門学校 専任講師
東京都立市ヶ谷商業高等学校 教諭
東京都立芝商業高等学校 教諭
東京都立第四商業高等学校 教諭
東京都立赤羽商業高等学校 教諭
豊島地区商業高校開設準備室 教諭
同開設準備室 副校長
東京都立千早高等学校 副校長 　
東京都立千早高等学校 校長

プロフィール

新しいタイプの
ビジネス系専門高校づくり

〈「都立高校改革推進計画・新たな実施計画」より〉
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て実社会に繋げるための高校づくりである。このモ
チベーションを、偏差値ではなく実社会への興味・
関心の面から持たせるキャリアセミナーには校外の
講師の招聘や活動など、あらゆる方策を講じている。

【…　■3  高校の役割　～サービス産業化～　…】

　都立高校は交通の便から通学可能な入学希望者が
学校の特色や個々の能力等に応じて選択する幅が広
い。中学生と保護者は、入選における偏差値と卒業
時の進路、部活動成果を中心に高校選択をしており、
行政側からも費用対効果の視点から入口と出口によ
って学校が評価され、学校経営診断が盛んに行われ
つつある。こうした中で商業高校は「将来のスペシ
ャリスト育成」をめざした資格取得に指導の重点を
置いてきている。商業高校の資格で職業資格に直結
する分野には、職業会計人（税理士、公認会計士）
や SE があるが、大半の高校生段階での取得は困難
であり、これらの職業資格への導入、基礎の指導に
ならざるを得ない。もちろんこれを目指す生徒への
指導強化は可能であり、過去には商業高校生全員を
この対象に展開した時期もある。しかし、商業高校
１校あたりの卒業生約 200 人の大半がこうした分野
のみを前提に学び、自己の進路や将来に結びつけて
いるわけではない。むしろ商業高校生でも個々の進
路希望や将来像は多様化しており、そのために高校
に何を求めているかを考えなければならない。
　このように都立高校は入学希望中学生、保護者、
地域から求められ、満足の得られる教育活動を展開
しなければならず、いわゆる顧客満足や費用対効果
を考慮した予算の有効執行、管理等の視点から、サ
ービス産業化が徐々に明確になってきている。

　本校の初代校長はいわゆる「民間人校長」で、私
は副校長であった。はじめてお会いしたとき、『私は
CEO（最高経営責任者）、あなたは COO（最高業務
執行責任者）をやってほしい』と言われたことを強
く覚えている。学校現場には馴染まない言葉であっ
たが今はぴたりと当て嵌まっている。

【…　■4  学校運営の態様　…】

　学校運営上は、生徒を主体に基礎学力とともに商
業教育を通した社会人基礎力をつけるための教育活
動が中心となるが、一方で教員の育成も大きな課題
である。授業力、コミュニケーション能力に裏付け
られた人間力、意欲、熱意が教員には必要とされる。
さらに教育公務員としての使命感、組織の一員とし
ての協調性、協働が求められる。東京都の具体的な
取り組みの一部を示せば次のとおり。
●人事考課制度
　･･･自己申告（年３回面談と業績評価）
●全生徒による授業評価
　･･･年２回､全担当科目､全教員
●週ごとの授業計画作成､提出
　･･･通年　
●管理職による授業観察､助言
　･･･全教員を年３回以上

　また、学校の教育活動全体を評価し学校運営に資
するために、校長が年度当初に数値目標を含めた「学
校経営計画」を策定し、年度末に「学校経営報告」
としてまとめ校内外に示す。年３回の外部協議委員
（地域有識者等）を含む組織からなる学校運営連絡協
議会を実施、この中で学校評価を実施して翌年の学
校運営に資するなどを全都立高校で行っている。

【…　■5  おわりに　…】

　私は千葉商科大学（以下、商大と略記）時代の学
びや瑞穂祭実行委員、学生自治会での経験が現在に
役立っているものと深謝している。微力ながら教育
研究会等で今も商大と繋がりを持たせて頂いており、
今後も直接又は間接的に相互連携、活用に尽力でき
ればと考えているとともに、教員の後進にも期待し
ているところです。

〈平成 21年３月卒業生進路状況〉

大学 107人
56％

短大 13人
7％

専門学校 43人
22％

就職 11人
6％

進学・就職希望等
18人
9％



教育の現場　知るを

[No.29] 51

【…　はじめに　…】

　大学を卒業して 20 年余りが過ぎました。私は子供
の頃から、将来は教員になりたいと思っていましたが、
その夢を実現するための道のりは決して平坦なもので
はありませんでした。今回、この機関誌の話をいただ
いて、歩んできた道を振り返ることにより、もう一度
自分を見つめ直すのにいい機会だと思い引き受けまし
た。そして、私をこれまで応援し、励ましてくださっ
た方々に感謝の気持ちも含めて書くことにしました。
また、これから教員を目指す方々にこの文章を読んで
もらうことによって、自分の信じた道を歩んでいただ
けたらとも思います。

【…　私立高校時代①　…】

　私の進路が決まったのは大学の卒業式も終えて、世
の中が新年度を迎えたばかりの、４月３日のことでし
た。東京都江東区にある中村高校からお話をいただき
ました。正直言って、お互い選ぶ時間がなく決まった
という感じでした。ここから私の教員生活が始まるこ
ととなりました。この学校はバレーボール部が全国大
会に行くなど、名の知れた学校でした。普通科の女子

校で就職をする生徒が多いということで商業科目を設
置していました。商業の教員は専任２人と非常勤の私
の３人でした。対象となる生徒は２・３年生で、私は「計
算事務」や「英文タイプ」などを担当させていただき
ました。初めてタイプというものに触れ、試行錯誤を
繰り返しながらの授業でした。都会の生徒と田舎者の
教師で、しかも新米。青春ドラマに出てくる教師のよ
うに「常に生徒の味方である教師」「落ちこぼれは絶
対に出さない」をモットーに常に気負ってはいました
が、実際は理想と現実の狭間に悩まされ、もがいて落
ち込んでばかりいました。そういう私を先輩の先生方
や同僚が励まし、指導してくれ、いつも私を見捨てず
に温かく見守って下さいました。もし、教員生活のス
タートが中村高校でなかったら、私は今日、教壇に立
っていないと思います。

【…　私立高校時代②　…】

　中村高校で１年、その後、千葉市若葉区にある金剛
学園高等専修学校（現在の桜林高校）に創立と同時に
専任教諭として着任しました。東京にある通信制の高
校と連携し、少林寺拳法を通して、人格形成を目標に
掲げる学校でした。ここでは教務関係の仕事を任され
手探り状態で日々、奮闘していました。しかし、「こ
れから・・」とういう学校はいつも活気で満ち溢れて
いました。そこでは「簿記」「ワープロ」「計算事務」
等を担当しました。　

【…　公立高校に・・・　…】 

　金剛学園高等専修学校を３年で退職し、千葉市にあ
る公認会計士事務所に勤めました。教壇から離れて１
年が経とうとしていた頃、縁あって千葉県立一宮商業
高等学校に非常勤講師として勤務することになりまし
た。私は大学の頃は私立高校の教員になりたいと思っ
ていたので、まさか自分が公立高校で働くことはまっ

千葉県立東金商業高等学校教諭

太田　真純
ＯHＴＡ Ｍasumi

昭和 ６３年 3月
昭和 ６３年 ４月
平成 元 年 ４月
平成 4年 7月
平成 ５年 ４月
平成 ６年 ４月
平成 ７年 ４月
平成 １２年 ４月

千葉商科大学商経学部経済学科　卒業
中村高校 非常勤講師として１年間勤務
金剛学園高等専修学校 教諭として３年間勤務
中村公認会計士事務所勤務
千葉県立一宮商業高等学校 非常勤講師として１年間勤務
千葉県立一宮商業高等学校 期限付講師として１年間勤務
千葉県立九十九里高等学校 教諭として５年間勤務
千葉県立東金商業高等学校 教諭として現在に至る

プロフィール

夢は達成するもの
～私の20年余を振り返って～
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たく想像はできませんが、ＯＬに何か物足りなさがあ
ったのでしょうか、とにかく１年間もう一度教壇に立
つことになりました。
　生徒ともう一度一緒に過ごせるという思いだけで了
承してしまった自分が後で悔やまれました。私は普通
高校出身で、大学は商業系ですが実力がまったく伴っ
ていないことを赴任して１ヶ月で身にしみてわかるこ
ととなったからです。「簿記会計」「商業経済」「情報
処理」等を担当させていただき、全ての科目に苦労し
ましたが、特に苦労した科目は「情報処理」でした。
コンピュータに触れたこともないのに、BASIC やロ
ータス１－２－３を教えることになったのです。教え
るというより、生徒と一緒に学ぶという授業形態にな
ってしまい一緒に担当していた先生にはとても迷惑を
かけてしまいました。このころは毎日、教材研究に没
頭しておりました。翌年は期限付講師としてお世話に
なりましたが、非常勤と同じわけにはいかず、部活動
や分掌等の仕事が増え、勤務も一日形態になりました。
限られた時間の中で、教材研究や採用試験の勉強もし
なくてはならず常に時間が足りない状態でしたが、と
ても充実した日々を送ることができました。

【…　採用されて　…】

　採用試験に合格し、教諭としての赴任地は、九十九
里町にある九十九里高校でした。普通高校で２年生か
ら５つのコース制をとっており、その中の１つである
ビジネスコースは、商業の教員が２人専任で配置され
ていました。４クラスの小規模学校で教員数は少ない
のですが、６クラス規模並みの仕事量でとても忙しく
教員に余裕はありませんでした。そうした状況で「簿
記」「情報処理」「文書処理」「商業経済」等の商業科
目を２人ですべて教えなくてはならず、初任といえど
も、甘えは許されませんでした。たくさんの失敗をし
ながらも、多くのことを学ぶことができ、今の自分に
とてもプラスになっていると思います。この学校で、
更なる夢を実現させることができました。それはクラ
スを持つことができたということでした。初めてクラ
スを持ち、生徒のために全身全霊をかけていたといっ
ても過言ではないほどクラス経営に没頭していまし
た。その時の教え子とは現在も密接に連絡を取り合っ
ています。

【…　そして現在　…】
　九十九里高校で５年を過ごし、再び、商業専門の高
校に戻り、この東金商業高等学校で 10 年目を終えよ
うとしています。卒業生も４回出すことができ充実し
た日々を送っております。本校は選択科目の数が多く、
生徒は自分のニーズに合わせて選択し、学習していま
す。また、時代のニーズをいち早く取り入れてこの選
択科目に反映させています。私も、今まで教えたこと
のない「英語実務」や「経済活動と法」などを教えて
います。授業においては実践力を身につけることを目
標にまたクラス経営においては、生徒と向き合い、き
め細やかに対応することで、自立心を養う指導をして
います。教壇に立って 20 年経った今、生徒に対する
接し方も随分変わってきたように思います。初めてク
ラスを持った時に比べて、ゆとりができた分、生徒に
対して寛容になれるようになりました。この 10 年間
は気力も体力も充実していた気がします。

【…　おわりに　…】

　私のつたない文章を読んで頂き、感謝しております。
「紆余曲折しながらでも、自分があきらめなければ、
最後は自分の目標とする夢を達成できる。」というこ
とをこの文章で伝えられたらと思っております。この
20 年余りを振り返って、忙しさに負けて、生徒に対す
る情熱が薄れてきている自分や、教材研究の時間が少
なくなっている等反省すべき点が多く見直すことがで
きました。教員生活の折り返し地点、初心を忘れず、
まだまだ頑張っていきたいと思っております。ご指導・
ご鞭撻の程よろしくお願い致します。

千葉県立東金商業高等学校
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英国サリー州キングストン

　12 月 14 日、ロンドンと当地周辺に初雪がありま
した。滞在するキングストン大学は英国サリー州キ
ングストンにあり、千葉商科大学（以下、商大と略記）
がキャンパスを構える千葉県市川市より大分北のほ
うです。緯度では、稚内市宗谷岬（北緯 45 度）より
さらに高いところ（北緯51度）に位置します。その分、
夏は涼しく、11 月から冬至を迎えるころまで午後４
時ころには日暮れを迎え、夜明けも遅くなり、日中
の気温も摂氏 2～ 3 度を下回る日が続くようです。
また、小雨や晴れの天候が一日中繰り返すイングリ
ッシュウェザーが、夜半になり雪に変わることもあ
ります。夏の間はそれほど見かけないリスや野鳥が、
秋以降は樹木の多い学内の落ち葉の上や広い公園な
どで木の実探しをする姿にもよく出会います。街の
西側沿いのテムズ河畔では、餌付けされ、北国へ回
遊しなくなったのか、白鳥やさまざまな水鳥の飛来
も、一年中見られます。
　ロンドン中心部から車で南へ１時間ほど離れた当
地区の近隣には、毎年、センターコートの試合が人
気 の テ ニ ス 大 会 で 賑 わ う ウ ィ ン ブ ル ド ン
（Winbledon）とキューガーデン（Kew Garden）で知

られる庭園に囲まれたリッチモンド（Richmond）が
控えます。そして、これらの地区と隣接し訪問調査
で何度かお邪魔することになる街の一つトウィッケ
ンハム（Twichkenham）へ続く道は、16 世紀ころ
の国王ヘンリー８世が、ロンドンにあるイギリス国
教会との間を行幸する足跡を辿ることができます。
　余談ですが、このヘンリー国王とのつながりが密
接なハンプトンコート宮殿（Hampton Coart Palace）
では、庭園内で毎年７月にフラワーショーがありま
す。世界的な規模で開催される英国の花の競演とい
うと、その前の５月にチェルシー（Chelsea）で開催
されるショーがあり、日本からも多くの観光客が訪
れます。金賞に輝く盆栽の展示もあり、エリザベス
女王も鑑賞に訪れるほど著名です。また、同宮殿内
では、冬場に家族連れで賑わうスケート場が開設さ
れます。英国を訪問する機会はこれまでに何度かあ
りましたが、冬季にスケート場が設けられる宮殿が
あるというのは、知りませんでした。
　これまでの滞在は、いずれも１週間から 10 日間ほ
どの短期間が多く、当初から決まった都市や地区を
調査研究するために目的地と宿泊施設を往復するだ
けの移動の旅でした。今回のように１年間に渡る長
期滞在は初めてです。船便や航空便による荷物の引
越もあり、生活拠点も日本から移しての文字通りサ
バティカルな機会となりました。

キングストン大学ビジネススクール

　目下、客員教授（Visiting Professor）として招聘
された当大学は、キャンパスがいくつかの地区に分
散 し て お り、滞 在 す る「ビ ジ ネ ス ス ク ー ル」
（Business School）は、キングストンヒル（Kingston 
Hill）と呼ばれる一帯にあり〈写真①〉、2 年後の完成

キングストン大学
ビジネススクール滞在便り

千葉商科大学商経学部教授  

毒島　龍一
BUSUJIMA Takakazu

1978年
1985年

論文

著書

専修大学経済学部卒業
同大学院商学研究科博士後期
課程修了。

｢第1部東アジア諸国に見るマーケテ
ィングと産業特性｣（国府台経済研究
2007年，第18巻第1号）。
｢第10章英国のTCM･BIDに見る地
域と商業の強固な連動｣（『地域商業
革新の時代』平成20年）など。

プロフィール

在外研究リポート
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を目指しキャンパスの全面建替えが進行中です。
　この地区は、市場町としての歴史が永い町「キン
グストン」の中心市街地から見ると外れの森深い高
台にありますが、過去 10 年間、日本の中小企業関係
の研究者が４人おいでになり、小生が５人目とのこ
とでした。もちろん、日本以外のさまざまな国から
大学教員や大学院生が数週間から１年間ほどの期間
を当大学で研究されると、受け入れてくださったロ
バート先生（Robert A. Blackburn）から伺いました。
同先生は、組織上、専任の教員や研究員 10 人ほどを
擁 す る「中 小 企 業 研 究 所」（Small Business Re- 
search Centre, SBRC）〈写真②〉の所長（Director）で、
またご専門の中小企業政策分野では、英国政府の施
策諮問委員のおひとりです。最近では、11 月にリバプ
ールで開催された EU 圏の中小企業研究会議で、部会
の座長も務められました。そのほかにも、海外の大
学や政府の招聘が頻繁におありの様子です。
　当地区のキャンパスには、ビジネススクールのほ
か「ロースクール」（Law School）そして「エデュケ
ーションスクール」（School of Education）からなる
「ビジネス学部」（Faculty of Business）をはじめ「デ
ザイン学部」（Faculty of Design）や「保健学部」
（Faculty of Healthcare Science）など一見しただけ
で生涯教育につながりそうな学部や学科が充実して
います。また、これらの学部と他の地区に置かれた
学部に併設して、研究機関が 10 箇所近くあります。
前述したロバート先生が責任者を務める中小企業研究
所もその一つです。この研究所は、英国が中小企業振
興に力点を置いたサッチャー政権時代に設立された機
関で、英国の制度基金や民間金融機関の支援を受けて
誕生しました。英国の大学では、早くから研究活動と

教育活動との分離が進む中で、各地域や諸国のニーズ
に応える中小企業研究所のような研究機関とこれを維
持運営することが、ますます重要視されるようになっ
たようです。
　また、同研究所には、将来、大学院へ進学する道も
開かれています。こちらは、学部の３年次生の中から
厳しい選抜を経て研究補助を行うために１年間だけ要
員を雇用する制度です。常設の制度ではありませんが、
採用された学生は休日以外毎日出勤し、教員や研究員
の論文やレポート作成の資料の整理や原案の校閲から
研究所の模様替えなど多様な用務に当たります。こう
して、１年後に、ロバート先生をはじめとするスタッ
フからの推挙があると、進学そしてやがては研究者と
しての道も開かれます。
　商大の経済研究所には、千葉県に立地する大学のシ
ンクタンクとしての存在意義がありますので、この中
小企業研究所の存在に改めて大変興味を覚えました。
それは、千葉及び隣接する地域に立地する中小企業の
研究とその成果の活用がますます欠かせないからで
す。小生の在外研究のテーマは商業集積の活性化と地
域連携にあり、街づくりとの関連性が深いといえます。
日本の街づくり研究には、さまざまな方向が見られま
す。これらの研究を見ると、今後は焦点が『まちおこし』
ないし産業振興へと進むと考えられます。すると、そ
の先駆者である英国で、中小企業ないしローカルビジ
ネスに関してどのような研究が進み積み重ねられよう
としているかは見逃すことができません。ただ、同時
に大変残念なのは、こうした研究が英国全体としてみ
ると、まだそれほど多くない点です。今後は、同中小
企業研究所が、この分野でもどのような研究を見せる
か注目したいところです。

〈写真①キングストン大学の学内表示〉 〈写真②SBRCの表示〉
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ビジネススクール・街づくり研究
関係者との交流

　ロバート先生と同研究所との最初のご縁は、在外
研究の前年２月に商大の入試直後のタイミングで生
まれました。それは、英国の中心市街地活性化を担
う ATCM（Association of Town Centre Manage- 
ment）や BID（Business Improvement District）制
度を最初に導入し大成功したプリマス（Plymouth）
などを訪問調査しました折、同行された本学の鈴木
孝男先生からのご紹介でした。ロバート先生が編集
の任を負う隔月出版の中小企業国際研究ジャーナル
（International Small Business Journal, Sage 
Publication）の最新版（2008 年 2 月号）も、その際
に分けていただきました。また庶務担当の方にも、
お目にかかりました。それがバレリさん（Valerie A. 
Thorne）で、本人を含め女性５～６名のスタッフと
いっしょに中小企業研究所のほか、ビジネススクー
ル〈写真③〉の事務部門を支えておられます。この
４月に渡英後、バレリさんは、こちらの姿を見つけ
ると、すぐに声をかけてくれますし、英国内のさま
ざまな見所をご存知です。ご趣味が乗馬というのも、
英国らしいことだと存じます。
　さらに、短期滞在では得がたい同大学そして学会
やATCMの会合などへの参加機会を通じて、学内そ
して学外のさまざまな研究者と直接に触れ合い、貴
重な発見や驚きの機会に出会えます。近隣の地区に
ある街づくりの事例の一つとして、トウィッケンハ
ム（Twichkenham）地区をご紹介くださったのは、
同先生の同僚になられる通称トニー先生（Astony 

J.Sims）でした。話が少々逸れますが、教員が学生
と親しくなっても、ファーストネームで呼び合う習
慣がない者にとり、通称でお呼びすることは難儀な
ことです。ロバート先生を「ロブ（Rob）」とは、未
だに口にできません。但し、トニー先生は、街づく
りのリーダー役となるタウンマネージャー（Town 
Manager）の経験をお持ちとのことで、日本でも同
様なキャリアの研究者との交流もあるせいか割とす
ぐに通称で呼べました。トニー先生には、大学院の
修士課程の講義にも参加させていただいております。
講義には、数名のマーケティング研究者も加わり、
開かれた大学院と実感いたしました。
　大学院を含め当地区のキャンパスの在学生数が
2,000 人ほどになることは、ビジネス学部長を務め
られるジーン先生（Jean-Noël Ezingeard）との面
談で伺いました。その１割ほどが、英国以外の留学
生とのことで、トニー先生のクラスには、アジアか
らの留学生が、６人おられます。同講義では、この
留学生が分担して調査分析し、とりまとめた当該地
区の活性化計画についての発表と議論をします。発
表の途中、先生方から資料の意味や説明の不明な点
などについて質問が次々出されると、留学生は流暢
な英語で受け答え関心させられました。さすが、英
国の教育水準の指標である TQA（Teaching 
Quality Assessment, 教育水準アセスメント）で最
高値の 24 点を受ける大学です〈写真④〉。こちら
にも、質問がないかと問いかけがありましたので、
留学生の発表の中に SWOT 分析（外部環境〈政治・
経済、技術革新、人口動態〉と自社の独自資源を分
析しながら戦略を立てる考え方）が見られなかった
点について伺いました。この SWOT 分析は、商大

〈写真④本館Kenry House〉〈写真③ビジネススクールの仮の建物〉
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のゼミ生と毎年参加してきた東京商工会議所主催の
街づくりプレゼンテーション大会で、参加大学がよ
く発表の根拠として採用する分析手法の一つです。
しかし、この手法は、兼ねてよりネーミングからイ
メージするほど単純な考え方では決してないという
難点もあります。大学院の講義において、定量分析
に比べて、定性分析手法の習得の扱いはこれからと
のことでした。同先生とは、さらに街づくりの会合
に同行させていただいております。研究所に所属す
る教員と研究員のかたの中には、それぞれ独自にテ
ーマを持ちつつ、外部からのニーズに応えるべく委
託研究・調査も手がけるせいか、同先生ほど交流す
る機会が見つかりにくいかたもおられます。せっか
く在外研究で滞在するのでどうにか接触をと考えて
いると、商大の経済研究所で消費動向調査の研究プ
ロジェクトが進行中と知り、関心を寄せるかたもお
られます。交流の場としては、さらに昼休みに月の
１、２度くらいの頻度で会食の機会があります。新
任のかたそして退職されるかたの歓送迎会、学会の
合間の懇親会、そして留学で研究所に在籍する大学
院生や前述した学部選抜のスタッフなどとの面談な
ど多様です。ビジネス学部だけでも、参集するスタ
ッフの数が 50 名を上回るだけに会食も大事な交流
の機会と考え、隣り合わせた方から話しかけるよう
にして研究の機会の拡大と語学力の研鑽に努めるよ
う心がけています。
　リバプールで EU 加盟国による中小企業ないし地
域振興に関する学会があると伺い参加しました。６
つの分科会がそれぞれ 10 のテーマに分かれ３日間
に渡る研究会があり、同大学の関係者も含め 600
名の出席がありました。これが、やはり国境を越え
学外の研究者とも触れ合う場となっているようで
す。リバプールは、事前に ATCM のサイトなどで
街づくりが急速に進行する地区と承知しておりまし
たので、そこで、会合の合間を見つけ、開発が進む
新しい街区と改造が進む旧街区を観察したり写真に
収めたりして、研究会で取り上げられた街づくり計
画の内容との突合せも試みました。同様なやりかた
で、英国内で話題となりそうな有名無名な街の商業
振興の様子と連携の姿を収集する日々を送っており

ます。

キングストンでの研究生活について

　渡英前に、母校の語学の恩師に多様な人種構成か
らなる英国社会での発音とヒアリングの難しさにつ
いてご心配賜りました。生活面では、銀行口座を開
設するために必要な書類、ガス・電気・水道の名義
変更やカウシルタックス（一種の住民税）などにつ
いて、住まいを決めた不動産業のかたから詳しく伺
いました。そして、滞在後は、大学のロバート先生
から英語力が付きやすいようにと TV を拝借しまし
た。「OK」が「アイケイ」になったりもします。ス
ーパーのレジで「ラブリー」と挨拶されたりするの
にも、耳慣れました。
　しかし、キングストン大学の滞在で最も大きな研
究機会は、やはりロバート先生の環境づくりへのご
配慮を上げなければなりません。トニー先生とはじ
めた隣接地区の街づくりの研究は、きちんとまとめ
て報告をと存じます。そのほかの大学では、正会員
となりましたATCMの会合で紹介を受けましたアン
ドレス先生（J. Andres Coca-Stefaniak）との交流も
あります。同先生は、University of the Arts London
の London College of Communication に属する School 
of Creative Enterprise の Senior Lecturer です。７
月ごろATCMの会合で知り合って以来、そのキャリ
アを知るほど、先生が編集責任者を務める街づくり
研究報への参画の道を模索する必要性を感じるよう
になりました。また、同先生に師事し「デザインマ
ネジメント」という街づくり研究を進める日本人の
留学生とも知己を得ました。何年か前に、ゼミ合宿
で訪れた大阪の「デザインクラスター｣という機関の
コンセプトがその留学生の研究にぴったりな事例で、
そこを紹介してみました。すると、さっそくそのフ
ィールドワークに帰国し修士論文に取り上げ、12 月
の期限に間に合わせたと一報がありました。時間は
刻々と経ってまいります。在外研究の期間の有効活
用をますます想う今日この頃です。
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東京海洋大学海洋科学部准教授

大野　美砂
ONO Misa

「日米IT産業のグローバル展開と経済社会の変遷」
プロジェクト研究報告

はじめに

　本プロジェクトでの私の研究の目的は、ハイテク
産業の成功の舞台となったシリコンバレーのもう一
つの側面を捉えることである。具体的には、アジア系、
ヒスパニック系移民女性が多い、シリコンバレーの
低賃金労働者に焦点を当て、環境正義の観点から、
彼らがおかれている労働環境や住環境を分析したい
と思う。
　環境正義とは、人種・階級・ジェンダーといった
社会的要素によって環境被害が不平等に分配される
こと、環境被害を受けることの多い貧しいマイノリ
ティ・コミュニティが環境政策決定の過程に参加す
ることを阻まれてきたことに注目し、その改善を求
める運動、あるいはその理論である。社会的弱者の
生活環境を守るという発想は古くからあるが、環境
正義運動とその研究は、1980 年代以降のアメリカで
大きく発展した。有害廃棄物処理施設建設や農薬散
布などに関する運動や研究が多いが、最近は、労働
環境にも目が向けられるようになってきている。

シリコンバレーと環境正義に関する先行研究

　2000 年以降、アメリカでは、シリコンバレーと環
境正義の問題に関するいくつかの優れた研究が出さ
れている。David N. Pellow と Lisa S. Park の The 

Silicon Valley of Dreams は、環境正義、移民労働者、
電子機器産業に関する研究書、新聞記事、政府文書、
企業の内部文書、草の根団体のパンフレットなどの
膨大な資料、シリコンバレー企業での研修、環境正
義運動団体でのボランティア活動を含むフィールド
ワーク、環境正義運動に関わった活動家や労働者へ
のインタビューをもとに書かれた研究書である。1 

Christian Zlolniski は、シリコンバレーのメキシコ系
移民が住む貧しい地域で数年にわたって行ったフィ
ールドワークの結果をまとめている。2　 Glenna 
Matthews は、シリコンバレーの歴史を、果樹園だ
った時代から今日のハイテク産業時代まで、移民女
性労働者に焦点を当てて研究している。3

　これらの研究はまず、電気機器やコンピュータ部
品の生産が地域の空気、土壌、水を汚染し、人体に
害を及ぼしてきた実態を明らかにした。シリコンバ
レーの生産現場で働く労働者に、極めて高い確率で、
呼吸器障害、先天性欠損症、癌などの病気が発生し
ている。労働者たちは、電気機器の部品を作る過程で、
数百種類の化学物質に触れている。さらに、自動車
を持てない低賃金労働者たちは工場の近くで生活す
るため、労働時間以外も、汚染された環境におかれる。
これらの研究はまた、シリコンバレーにおける環境
被害の不平等な分配を強調している。シリコンバレ
ーで環境被害が最も大きいハイテク産業の生産現場
で働くのは、大部分が、フィリピン、韓国、メキシコ、

シリコンバレーと環境正義の問題

リサーチ＆レビュー
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ベトナム、中国などから来た移民女性である。彼女
たちは臨時雇用の形で雇用されることが多く、組合
の組織化はほとんど進められていない。

シリコンバレーにおける環境正義運動

　アメリカで環境正義運動が盛んになった 1980 年代
から、シリコンバレーでも環境正義を求める団体が
誕生し、活発な活動を続けている。Silicon Valley 
Toxics Coalition （SVTC）は、1982 年に結成され、
ハイテク産業の急速な成長の中で人間の健康と環境
正義の問題を改善することを目的に、研究、草の根
の活動を進めている。調査研究の助成をおこない、
定期的にニューズレターを発行し、研究結果を出版
することで情報を公開するほか、活動の組織化をサ
ポートし、ハイテク産業に説明責任、有害物質を出
さない製造過程の構築、リサイクル可能な製品への
移行を求めてきた。有害物質に関する情報公開や汚
染の監視を義務づける法律を整備したり、サンタク
ララ内の 29 の地域を連邦環境局にスーパーファン
ド・サイト（有害産業廃棄物除去基金が適用される
場所）として認定させることに貢献した実績もも
つ。4　Asian Immigrant Women Advocates （AIWA）
は、1983 年に、サンフランシスコのホテルで働く移
民女性たちに生きていくための英語を教える組織と
して誕生した。1991 年にはサンノゼ支所を開設し、
シリコンバレーのハイテク産業の部品工場で働く移
民女性の支援を始めた。自らの労働環境や住環境の
改善に向けて動けるように、女性たちに情報を与え、
教育、組織化の場を提供することを目的としている。
最近では、英語やコンピュータスキルを教えるクラ
スのほか、政治経済や法律の知識を与え、プレゼン
テーションや会合運営の技術を教えるリーダー養成
プログラムも開講している。5

シリコンバレーでの調査

　2009 年 9 月 22 日から 26 日まで、シリコンバレー
で調査をおこなった。アメリカの多くの都市で人種
や階級による住み分けがおこなわれているが、シリ

コンバレーでもそれが進んでいることが確認できた。
裕福な人たちが住んでいるのは、スタンフォード大
学関係者が多いパロアルト、アップルがあるクパテ
ィーノ、ロスアルトス、メンロパークなどで、1 億
円以下の住宅はほとんどない。グーグルの本社があ
るマウンテンビューは 10 数年前までは地価が安く、
犯罪の多い地域だったが、グーグルが移転してから
再開発が進み、人気の住宅地に変貌した。企業の社
長やベンチャーキャピタリストが多く住むアサート
ンには、10 億円を超える豪邸が並んでいる。これら
の地域では、ドットコムバブルや住宅バブルが崩壊
した後も、住宅価格が下がらない。一方で、イース
トパロアルトやサンノゼは、地価が安く、裕福でな
い人たちが多く住む地域である。
　自動車を持つ人は長時間の通勤ができるので、ハ
イテク産業の製造工場がある汚染された地域や犯罪
の多い地域を避け、郊外に住宅を購入する。最近、
シリコンバレーでは、ホワイトカラーの社員に、週
４日勤務を認めている企業が多いそうだ。通勤時間
が長いため、出勤する日は長時間会社で働き、長い
週末は自宅で仕事をするか、家族で休日を楽しむ。
こうして、裕福な人たちはよい生活環境を手に入れ、
自動車のない貧しい労働者たちは、自分たちが働く
工場のある汚染された地域に残されていく。
　シリコンバレーではまた、公立学校の教育水準や
生徒の成績は、その地域の土地の価格に比例すると
言われている。だからますます、高収入のホワイト
カラー層は、自分の子どもに良い教育環境を与える
ために、通勤時間が長くても、価格が高くても、人
気の住宅地に住みたいと思う。私立学校もいくつか
あり、それぞれユニークな教育をしているが、入試
の競争率や授業料は驚くほど高い。6

今後の課題

　シリコンバレーに関心をもつ日本人は多く、その
中には、若い起業家たちの華やかな成功物語から、
シリコンバレーを、アメリカンドリームを実現させ
る夢の場所だと思っている人もいる。しかし、そこ
で働く低賃金労働者がおかれた劣悪な状況はほとん
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ど伝えられていない。環境正義運動やその理論につ
いても、海外では今、環境問題の中の一分野として、
改善を求める運動や研究が盛んにおこなわれている
にもかかわらず、日本ではあまり知られていない。
本プロジェクトの研究結果を、日本で日本語で発信
することで、シリコンバレーにおける低賃金労働者
の状況や環境正義の問題が日本に伝わることに、ほ
んの少しでも貢献できればと思う。
　環境正義問題に関わる研究者や活動家はまた、こ
の問題の解決のために最も重要なことは、グローバ
ルな連帯を進めることだと言う。環境的不公正の場
にいる世界中の人たちが、それぞれの地域や民族の
差異を尊重しつつ、共通の問題を認識することが必
要だと主張する。７ 日本には、公害と闘ってきた歴史
がある。今後、日本でも環境正義に関連する研究が
進み、日本が世界レベルでの連帯に貢献していく可
能性に期待したい。

Pellow, David N., and Lisa S. Park. The Silicon Valley of Dreams: Environmental Injustice, Immigrant Workers, and the High-Tech Global 
Economy. New York: New York University Press, 2002.
Zlolniski, Christian. Janitors, Street Vendors, and Activists: The Lives of Mexican Immigrants in Silicon Valley. Berkeley: University of California 
Press, 2006.
Matthews, Glenna. Silicon Valley, Women, and the California Dream: Gender, Class, and Opportunity in the Twentieth Century. Stanford: Stan-
ford University Press, 2003.
Silicon Valley Toxics Coalition のWeb ページ（http://www.svtc.org/site/PageServer）
Asian Immigrant Women Advocates のWeb ページ（http://www.aiwa/org/index.php）
シリコンバレーでの調査では、デロイト・サンノゼオフィス、NEC サンノゼ支店でのインタビュー、JTB サンフランシスコ支店のガイドやドライバーの方々との
会話から、多くの情報や研究のヒントをいただきました。調査にご協力いただいた、これらの方々に感謝申し上げます。
例えば、David N. Pellow は Resisting Global Toxics: Transnational Movements for Environmental Justice. Cambridge, Mass.: MIT Press, 2007. 
で、環境的不公正の問題が世界的に広がっていることを指摘するとともに、環境正義運動のグローバルな連帯の必要性を強調している。
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「現代社会におけるコスト・マネジメントの課題」
プロジェクト研究報告
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千葉商科大学大学院会計ファイナンス研究科教授

吉田　寛
YOSHIDA Hiroshi

１ コスト・マネジメントの人間関係

　専政君主以外にも財産の私有が保証され、分業に
より他人のために生産することで生産者の生活が維
持できるまで発達すると、蓄積された富は、宮殿と
して滞留するのではなく、新たな生産に投じられる。
　リチャード・トレビック（Richard Trevithick, 
1771 年 - 1833 年）が、世界最初の実用的な蒸気機関
車ペナダレン（Penydarren）号を 1804 年に製造する。
蒸気機関車による商業運転が、1825 年にストックト
ン・ダーリントン間で始まり、実用的な旅客鉄道の
始まりとされるリバプール・アンド・マンチェスタ
ー鉄道が 1830 年に開業する。
　鉄道マニアが始まる前でも、イギリスで広大な土
地を持つ者には、運河や有料私有道路といった交通
手段の提供により利益を得るという選択肢があった。
その先駆けが、1761 年に開削されたブリッジウォー
タ運河であった。ブリッジウォータ運河は、ブリッ
ジウォータ公爵フランシス・ヘンリーの個人資金の
提供により技師ジェームズ・ブリドリーが設計した。
この運河の流れは、後にリバプール・アンド・マン
チェスター鉄道の路線がなぞる。この運河の完成に
よりブリッジウォータ公爵の領地にあった炭坑の石
炭は水路によりリバプールまで運ぶことが可能にな

った。この運河の完成は、当時の流通コストを大き
く引き下げ小麦の価格は 9%下がったという1 。
　運河や道路あるいは鉄道の事業計画の作成を担当
する技師が、当時のコスト・マネジメントの責任者
であった。技師は、出資者との契約にあたり損益予
測を明確にするために詳細な原価の見積をおこない、
契約毎に間接費の配賦をおこない、利子を原価算入
するべきかを検討し、会計組織にどのような原価勘
定が必要かを検討していた。見積原価計算を中心と
する管理会計がおこなわれていた 2 。投資に向けら
れた富は、富の所有者により指名された者が運用す
る。
　会計を専門とする実務家や研究者が「利益」を規
定する必要性を認識する以前に、管理会計は、富の
運用を委ねられた者の正当性を説明する用具として
利用された。

２ プロジェクトで開催した研究会

　「現代社会におけるコスト・マネジメントの課題」
の研究では、コストを管理する者に対する要求を再検
討した。プロジェクトでは、多彩な講師を招いて、各
講師の解決しようとする問題について講演を頂いた。
　それぞれの講義のなかから印象的であった点を要

リサーチ＆レビュー
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約して紹介する。

日時：平成 20年 6月 28日

講師：内山　優（日本税制改革協議会 会長）

　内山氏は、国会議員とその候補者に対して「いか
なる増税にも反対する」誓約に署名を求めている。
また自治体の首長および議員とその候補者に「子供
にツケをまわさない」誓約に署名を求めている。有
権者に「小さな政府」を約束する議員か否かを明確
に伝える。

日時：平成 20年 9月 24日

講師：小野寺ひかる（雁音農産開発有限会社 農家の嫁）

　全国各地でおこなわれる基盤整備は、農業に効率
化だけを求め石油に依存した農業を推進している。
「食」の安全だけでなく、水田生態系を無視している。
田んぼに生息していたカエルやドジョウでさえ生き
られない国土と自立できない農家を増やしているこ
とを明らかにした。行政にはコストだけでなく、何
が成果として求められているのかの意識も欠如して
いる。

追われたミーゼスに寄付講座を用意したのもフォル
カー財団であった。
　ミーゼスは、自由競争を弱肉強食ではなく適材適
所、配置転換のしくみであるとし、また、生産とは
物質的なものではなく内面的、精神的なものである
ことを村田先生は強調された。

日時：平成 21年 3月 28日

講師：プリティ長嶋（市川市議会議員）

　市川市でも近年、多くの市の施設に AED が設置
されている。市川市の AED の購入単価を、市場で
流通する価格と比較したところ、高額で発注してい
た。コスト意識が市職員になければ予算の消化の対
象としてのみAEDは設置されることになる。

神戸講師を囲んで

AEDの設置だけでなく
心肺蘇生術の啓蒙の
重要性を語る長嶋氏

日時：平成 20年 11月 8日

講師：神戸俊平（ケニア獣医師）

　日本のODAが、環境破壊を惹起していることを「大
ナクル水道計画」「ソンドゥ・ミリウ水力発電計画」

を例に挙げて説明を受けた。この報告でも、行政に
はコストだけでなく、何が成果として求められてい
るのかの意識が欠如していることが明らかになった。

日時：平成 21年 2月 24日

講師：村田稔雄（横浜商科大学名誉教授）

　戦後、フォルカー財団の奨学金を得た村田先生は、
ニューヨーク大学に留学し、ミーゼスに師事する。
この時ミーゼスは、60 歳。ナチスにオーストリアを
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講師：サム田渕（東洋大学経済学研究科教授）

　米国の公務員には、公僕であるとの強烈な意識が
あるが、日本には公僕であると考えている公務員は
いない。また、納税者も公務員が公僕であることに
気が付いていない。このような状況が、公務員が財
政破綻を続ける事を許している。官は儲けることを
知らない。民は毎日競争に曝され、従業員を教育し
環境の変化に対応している。官は、昨日と同じ対応
を繰り返すので環境の変化に対応できない。

日時：平成 21年 11月 20日

講師：池田武邦（（株）日本設計 名誉会長）

れでさえ各国の利害が対立している状況だ。環境問
題の解決には、まず問題の本質を捉えそれに即した
行動とその行動を評価するシステムが重要である。
　現在の環境再生は非営利組織が中心となっている。
しかし、社会にとって価値のない仕事をしているわ
けではない。その評価の方法が確立していないので
ある。環境再生事業にはコスト・マネジメントだけ
でなく適切な成果の測定も必要である。
　野口講師は、これに続けて実際におこなわれてい
る再生事業と、それらの環境再生事業を、適切に評
価する環境会計の手法の実践例を紹介された。

３ 管理者の約束

　コスト・マネジメントは、経営者のためにおこな
われる。競争相手に対する優位性を確保するために、
原価計算の手法は経営者と担当者の間でのみ共有す
る知識として蓄積された。
　同じような現象は、我国においても観察される。
江戸時代の会計処理を研究した河原一夫は、17 世紀
の鴻池や三井といった大商人が複式簿記の構造を備
えた記帳をおこなっていたと指摘した3。
　資本と経営の分離を前提とし制度となった財務会
計は、経営者に厳しい報告である場合に、大きな粉

「文化だけが、
文明を制御できる。」と語る
池田武邦先生

日時：平成 21年 7月 1日

講師：金正浩（Chung-Ho Kim）博士（Center For Free Enterprise）

　政府による略奪が、朝鮮を貧しくした。北では現
在も政府による略奪が続いている。南では、朴正煕
が「あなたが稼いだ物には手を出しません」として
政府の略奪を規制した。このことが、南朝鮮の発展
の基礎を築いた。「自らの労働により蓄えた富」を政
府は強制的に取り上げることはなくなり、韓国の人々
は、勤勉で正直になった。私有財産制が保証され分
業がすすんだからである。

日時：平成 21年 7月 4日

　行政から依頼された委員就任をホイホイ引き受け
て、一応もっともらしいことを言いながら、行政の
言いなりになってしまう。これでは戦時中の戦争協
力と同じか、それ以下です。学識者、研究者は自分
の研究なり考え方を堂々と貫いてくれないと困る。

日時：平成 21年 12月 17日

講師：野口理佐子（麻布大学非常勤講師）

　コペンハーゲンで開催された COP15 では、単に
CO2 の排出量だけを切り取った議論にとどまり、そ
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飾の誘因を持つ。管理会計は、担当者の力量にも依
ったが、管理者と出資者との関係が密接であるほど
精緻におこなわれる。
　バルチモア・オハイオ鉄道の主任技師 J. ナイトは、
1830 年におよそ 40 マイルの鉄道ルート選択のため
に 12 のプランの見積を提示し、開通後の見積修繕原
価、レールの見積敷設および更新原価、見積輸送原
価も計算していた4 。
　株主から預かった資金が、誠実な経営者の手に渡
り有用な技師の手により建設された鉄道は、多額の
配当を株主に戻した 5 。一方で、利益を約束して集
めた資金が投機に消えていくものもあった6 。
　コスト・マネジメントは、財務会計に先行して改
善された。その一方でその内容は、会計報告に係わ
る人的資質に大きく依存していた。

４ 無知、忘却、または軽視

　1789年に宣言されたフランスの人権宣言の前文は、
「公の不幸と政府の腐敗の唯一は、人の権利に対する
無知、忘却、または軽視に原因がある。」としている。
プロジェクトで招聘した講師も、それぞれ多くの人
が忘れた原理原則を取戻す活動をしている。
　税をコントロールするのは主権者であり、主権者
の代表になろうとする者に必要なのは、税に対する
態度を明らかにすることにある。政府は、日本も韓
国もミーゼスが生活した国でも、今も昔も合法的な
略奪を続けている。

　主権在民という言葉を知っていても、主権が何か
を学ぶ機会はない。憲法 9 条は議論されても、15 条
に記された「公務員を選定し、及びこれを罷免する
ことは、国民固有の権利である。」を知る国民は無く、
その権利の行使には思いもいたらない。一方で権力
の濫用を抑止するための法は、権力者に依って無視
されている7。
　企業会計も、政府会計も、また環境会計もコスト・
マネジメントは、誠実にそれぞれが約束した仕事を
果たしたことを説明するのに有用でなければならな
い。
　コスト・マネジメントを語る際に、コストを管理
する者に何が求められているのかを思い起こし、確
認することは、現在も重要である。

小池滋著『英国鉄道物語』晶文社 , 1979,pp.19-20。
村田直樹『鉄道会計発達史論』日本経済評論社 ,2001,pp.25-43。
河原一夫『江戸時代の帳合法』ぎょうせい ,1985,p.365。
村田直樹『近代イギリス会計史研究 : 運河・鉄道会計史』晃洋書房 , 1995, pp.17-18。
1844 年の鉄道規制法は10％の配当制限を設け、これを越える鉄道に対して、政府が運賃を改訂するか、当該鉄道を買収する権限を持つとした。
村田直樹 , 同書 , p.105。
1849 年までの鉄道建設許可は 3 億 5,790 ポンドだが、実際に建設されたのは 2 億 2,980 万ポンドで、その差額の大部分は投機によって失われた。
村田直樹 , 同書 , p.105。
地方財政法第５条の７の規定する、「市場公募地方債に対する連帯する責任」の規定を無視するという平成14 年12月 22日の総務省の発表も、それである。

1
2
3
4
5

6

7
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「わが国税制のゆくえ
　─消費税率の引き上げは必要か？─」

千葉商科大学商経学部専任講師　
経済研究所運営委員  

中島　醸
NAKAJIMA Jo

報告者

山本守之（千葉商科大学大学院政策研究科博士課程プロジェクトアドバイザー、税理士）

──「消費税をめぐる問題点と課税理論」

栗林　隆（千葉商科大学教授、経済研究所長）

遠峰正徳（市川市副市長）

──「市川市の財政と税」

半谷俊彦（和光大学経済経営学部教授）

──「租税の役割と財政赤字の現状」

経済研究所主催公開シンポジウム

報告者

コーディネーター

事業レポート
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　2009 年 10 月 24 日、Galleria 商 .Tokyo（丸の内サ
テライト）において、「わが国税制のゆくえ－消費税
率の引き上げは必要か？－」と題する公開シンポジ
ウムが開催された（出席者 50 名）。本シンポジウム
の報告者とテーマは左頁の通りである。
　千葉商科大学からは、栗林隆がコーディネーター
を、中島醸が司会をつとめ、栗林隆が開会の辞、石
山嘉英が閉会の辞を述べた。
　山本守之氏は、現在の消費税の税制としての問題
点と、税制改革を考える上での視点について報告を
行った。山本氏は、日本の消費税は、企業に対する
仕入税額控除の問題も含め、本当の付加価値税とな
っていないと指摘する。そのため、現在、消費税が
打ち出の小槌のように捉えられているが、消費税増
税の議論の前に税制の抜本的見直しが必要であると

述べた。また一般に日本の法人税は高いと言われる
が、社会保障負担といった企業の課税ベースで考え
るとそうではなく、法人税率の高さについても表面
税率のみで議論すべきではないと論じた。
　遠峰正徳氏は、市川市の財政構造と財政健全化に
際しての地方分権の重要性について報告した。遠峰
氏は、市川市の財政は平成 20 年度、単年度収支で 7
億円のマイナス、積立金取り崩しを考慮した実質単
年度収支で 20 億円のマイナスとなっており、経常収
支比率で 86.9%、財政力指数で 1.15 となっていると
述べた。また財政健全化の問題に関連して、国と地
方の税源配分の割合について、現在 1％となってい
る消費税における地方消費税の割合も含め、地方へ
の分配比率を高める立場から政府に要求しているこ
とを語り、税の支払先と社会サービスの提供場所を

　左から  栗林隆、山本守之、遠峰正徳、半谷俊彦



一致させる必要があると論じた。
　半谷俊彦氏は、租税の役割と財政赤字解消の展望
に関する報告を行った。半谷氏は国の課税根拠につ
いて、企業が提供しない社会サービスは政府によっ
て提供されるが、そのサービスの共同消費に対する
対価として租税があると指摘する。2007 年度の国の
歳出総額は約 88 兆円で、税収は 2008 年度で 46 兆円
強となっており、歳出は税収の二倍近くに達してい
る。そのため現在、租税負担の倍近い行政サービス
を受けているのが現状である。行政の「ムダ」の削
減の効果は喧伝されているほどに多くはなく、財政
赤字解消の方向性としては歳入拡大＝増税が必要で
あり、所得税、法人税の大幅引き上げが難しい現状
では、消費税率引き上げは不可避であろうと述べた。
　報告後、フロアから各報告者への質疑応答がなさ
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れ、コーディネーターの栗林隆から、〈消費税率引き
上げの必要性〉、〈国と地方の税源比率〉といった討
論テーマが示され、活発な議論がなされた。2009 年
8 月の総選挙での民主党の勝利によって歴史的な政
権交代が実現した。その後の補正予算の見直し、新
年度の予算編成においても、財源の問題は重要な政
治課題となっている。民主党政権においても消費税
引き上げは避けては通れない問題であり、そうした
中で行われた本シンポジウムでの消費税の税制とし
ての問題、消費税率引き上げとその国民生活への影
響に関する議論は、時宜にかなったものとなった。

　パネルディスカッション
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編集後記

 分け人　妻に比べりゃ　まだ甘い」。これは，第一生命がこの時期
に募集しているサラリーマン川柳の百選に入った一句だ。トヨタの

リコール。JAL の低空飛行。デパートの沈下。この号にも「貧困の増大と
貧困研究の現状」という論文がある。ああ，日本の将来はどうなるだろうと
気をもむ。いろいろなところで仕分けが厳しくなるだろうなと思うこの頃，
そんな中でもにやりとできる。暗い気分のときには何といっても笑いが心を
救う。笑いは活力を生む。そうだ，「体脂肪　燃やして発電　出来ないか」
ではなく，体を鍛えてスリムになろう。そして，ポジティブに行こう。「先
を読め　読めるわけない　先がない」とならないように，我々もこの号で学
び，研究し，より良い教育で日本を支えなければならないと思った。

「仕

千葉商科大学商経学部教授
経済研究所編集委員

酒井志延
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【　表　紙　の　こ　と　ば　】
遥か天高くそびえる塔の頂上を目指し
て、橋の建設が進められています。橋脚
の高さを、手前から奥に向かって、
1981年から2009年までの日本の名目
GDPで表現しました。私が少年時代を過
ごした80年代は日本の経済が永遠に発
展し続けるかのように思え、未来への希
望に溢れていました。経済成長が停滞し
た中で生まれ育った今の10代の若者た
ちは、将来に向けてどんな夢を描いてい
るのでしょうか。

千葉商科大学サービス創造学部准教授
鎌田光宣


